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本研究では,中山間地域において高齢者等が自由に買物や通院といった生活活動を営む

ための生活交通として重要な役割を負っている路線バスを中心とした公共交通を対象とし

て,その計画手法を構築することを目的とする.具体的には,投入する交通サービス水準

によって発生する需要予測モデルを構築して採算性の評価手法を提案するとともに,生活

全般の向上といった採算性以外の評価手法を提案する.特に,中山間地域の公共交通利用

者は,自動車の利用が困難な高齢者や児童･生徒が対象となり,高齢者の交通行動を十分

に反映した予測モデルを構築する.予測モデルでは,従来の一般的な都市交通計画で適用

されている4段階推定法ではなく,より高齢者の交通行動や各種交通サービス要因に対す

る反応感度を予測に反映可能な非集計分析を適用する.また,提案した需要予測モデルを

適用した採算性分析やその他の評価手法による公共交通計画が,より容易に効率的に行え

るようにGISデータベースを活用した計画支援システムの構築を行う.さらに,今後の中

山間地域における高齢者等の広域移動ニーズに対応した公共交通の利便性向上に向けた具

体的な政策を提案する.

本論文は8章から構成されている.

第1章では,はじめに中山間地域という地域区分にふれた上で研究の背景について記述

し,既存の中山間地域における公共交通の取り組みや研究の状況を整理し本研究の目的及

び位置付けを明らかにした.

第2章では既往研究から得られた高齢者の交通行動の特徴を整理した上で,中山間地域

で実施したアンケート調査結果に基づいて,高齢者等の公共交通利用における特徴である

交通需要潜在化の構造を明らかにした.さらに,サービス要因間の不完全代替性を考慮し

た需要予測モデルの推定結果から,中山間地域の公共交通サービスに対する高齢者の選好

においては,提供する交通サービス要因間に不完全代替性が存在し,現在低い水準のサー

ビス要因を向上させることが効用をより増加させることを明らかにした.

第3章では,高齢者の交通行動における意思決定方法が連結型であることを仮定し,非

補償型モデルを適用する必要性を示した.次に,高齢者対応型公共交通利用頻度予測モデ



ルの概要を示し,非補償型ルールを導入可能な効用関数を導入した.さらに,利用頻度予

測モデルに適用する離散連続関係を概説した上で,消費者行動理論に基づく離散連続モデ

ルを導出した･離散連続モデルの推定は,従来から一般的に適用されている選択制修正法

による離散選択モデルと連続関数の段階推定を適用して,モデルのパラメータを求めた.

第4章では,具体的な中山間地域における公共交通計画の評価指標を提案した.はじめ

に,前章で得られた利用頻度予測モデルを適用し,運行計画代替案毎の需要予測結果と運

行経費から採算性による評価方法を示した.次に,採算性以外の評価指標として,集落に

おける生活のしやすさを表現する指標であるQOL (QualityofLife)指標,公共交通サービ

スの利用しやすさを表現する指標であるCS (CustomerSatisfaction)指標,対象地域におけ

る集落間の平等性を表現するE(～ (Equality)指標を提案し,個々の具体的な導出方法を示

した･採算性を含めた4つの評価指標の意味と計画-の適用の考え方を整理した上で,中

山間地域を対象とした実証分析によって,提案した指標の活用方法を示した.

第5章では,今後さらなる高齢化によって交通だけで生活の維持が対応できない集落を

対象として,総合的な買物や通院といった生活支援施策と公共交通サービス改善の関係を

明らかにして指標の一つとして加えた.

第6章では,第3章で構築した需要予測モデルと中山間地域を対象としたGIS集落デー

タベースを統合するといともに, GIS上で計画代替案の運行ルートとサービス水準入力に

よる運行経費算出機能を組み込んで,容易に計画代替案の採算性を評価できるシステムを

構築した･さらに,第4章で提案した採算性以外の評価指標の導出モデルを組み込んで,

GISを活用した公共交通計画支援ツールを開発した.このシステムを中山間地域の公共交

通計画に適用した実証分析を行った結果,効率的,効果的な計画立案に対するシステムの

有効性を示すことができた.さらに,システムを適用した人口集積に対する固定ルート型

路線バスとドア･トウ･ドア型でフレックスルートのDRT (Demand Responsive Transit:

需要応答型公共交通)の運行の効率性の分析より,地域の特性に合わせた運行形態の必要

性を明らかにした.

第7章では,中山間地域の高齢者等の広域移動ニーズに対応した公共交通の利便性を高

めるとともに,その魅力向上によって需要を増加させる施策の分析を行った.まず,近年

のIT技術の進捗によって導入が増加しているドア･トウ･ドア型DRTが導入された地域

における調査結果から,その運行評価を分析するとともに, DRTの特徴である需要によっ

て所要時間や待ち時間の変動に対する反応感度を分析した.この結果から, DRTの利便性

を高めるための具体的な方策を提案した.さらに, DRTの時間変動に関連する待ち時間に

着目して,拠点施設-の広域運行のサービス内容の向上施策と交通結節点整備に必要とな

る施設や設備の分析を行い,個々のサービスに対して利便性を向上させる施策を提案した.

最後に第8章で,本研究で得られた研究成果を総括し,本研究成果の適用範囲を明らか

にするとともに,今後の研究課題を整理した.



Study on Public Transportation Planning Me仙od
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in Depopulated Rural Areas

by Masayuki MORIYAMA

Abstract

In order to maintain an independent life for the elderly in depopulated rural areas, it is

necessary to provide accessible public transportation. This paper aims to develop a

new public transportation planning method in the areas. Concretely speaking, this

paper proposes not only an evaluation method of pro丘Iability calculated by a travel

demand forecasting model but also an evaluation method of the non-monetary indices

such as an improvement of levels of daily living services. Most users of public

transportation in the depopulated rural areas are the elderly that can not drive a car by

themselves. Therefore, travel behavior of the elderly is reflected in the forecasting

model. To reflect individual travel behavior and their responses to the levels of public

transportation services, a disaggregate analysis approach is applied instead of the

traditional 4 steps procedure. In order to easily and efficiently make a public

transportation planning based on the proposed evaluation methods, a decision support

system of public transportation planning based on a community-wide GIS database is

developed. Furthermore, measures of improving public transportation for regional

mobility of the elderly are proposed.

This paper consists of eight chapters as follows:

In chapter 1, the research background and purposes are described. The existing public

transportation systems and studies in depopulated rural areas are also reviewed.

In chapter 2, a model of latent travel demand, model characterizing travel behavior of

the elderly, is established based on questionnaire survey data collected in depopulated

rural areas. Moreover, it is shown that the attributes of public transportation services

are imperfectly substitutive, and the elderly in the regions tend to choose the public

transportation systems by attaching importance to the attributes with lower levels of

services.

In chapter 3, a travel frequency model is developed to predict travel demand per month

for public transportation. The travel frequency is estimated by using a

discrete-continuous model, which consists of a non-compensatory utility function to

represent conjunctive choice strategies (i.e. the chosen alternative must satisfy the



required level for each attribute). Furthermore, the discrete-continuous model is

estimated based on selectivity correction approach.

In chapter 4, evaluation indices for public transportation services in depopulated rural

areas are proposed. A profitability index is calculated by using travel demand predicted

by the demand forecasting model and the operation cost for the transit alternatives.

Non-monetary indices include a quality of life (QOL) index, a customer satisfaction

(CS) index and an equality (EQ) index. QOL and CS indices are calculated using an

ordered probit model. The EQ index is measured using the functions embedded in GIS

that allow for searching, integrating and adopting multiple sources of data.

In chapter 5, a relationship between measures for supporting daily living activity (i.e.

shopping, hospital) and improvement of public transportation service is examined in

the communities that cannot maintain the daily life due to the further aging process.

In chapter 6, a decision support system of public transportation planning is developed,

in order to support the local government to easily make a public transportation

planning. The proposed system is composed of a travel demand払recasting system that

evaluates the pro丘tability of transportation planning alternatives, and an evaluation

system for the non-monetary indices (QOL, CS and EQ indices). Empirical analysis

results show that the proposed system is useful to evaluate the effects of improving

levels of public transportation services and can consequently contribute to the efficient

public transportation planning. Moreover, it is confirmed that DRT (demand responsive

transit) is more efficient in the areas with low population density.

In chapter 7, measures of improving public transportation for regional mobility of the

elderly are proposed. First, the DRT is evaluated, and a sensitivity analysis is

conducted regarding the waiting time and the travel time of the DRT. Second, the

improvement of the regional bus service is analyzed by adopting the variation of

waiting time and travel time as explanatory variables. Finally, the required equipments

and services are investigated in order to improve the convenience and the amenity at a

bus terminal.

Chapter 8 summarizes the thesis and discusses the further research issues.
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第1章　序　論

1.1研究の背景

近年,農林水産業のみならず社会資本整備や医療福祉といった数多くの政策分野の対象

として｢中山間地域｣という地域区分が適用されている.この中山間地域に関する統一さ

れた明確な定義はなされていないが,一般的には農林統計区分の｢中間農業地域｣と｢山

間農業地域｣を合わせた地域,あるいは地域振興5法(または8法) *1の指定地域のいず

れかに該当する地域とされていることが多い.これは1988年度農業自書において｢平野の

周辺部から山間地に至るまとまった平坦な耕地が少ない地域｣として取り上げられて以降,

各種の社会生活における条件が不利な地域を総称する用語として普及したものである.こ

のような中山間地域は,国土の約7割を占めるとともに,わが国人口の約13.7% (平成12

年国勢調査)が居住している.

わが国においては急速に高齢化が進行しており, 2015年には国民の4人に1人が高齢者

となる本格的な高齢社会が到来すると予測されているが,中山間地域では既にこのような

状況を迎えているのが現状である.さらに,高度成長期以降からの若年層の流出による過

疎化,少子化が進行しているとともに,地形的条件からの低密度な分散型の居住形態に伴

う各種サービス投入の不効率性といった問題も同時に抱えている.

中山間地域における生活を支える基盤となる交通手段は,自家用車に大きく依存してい

るのが現状であり,ほとんどの世帯で複数台の自家用車を保有するなど,通勤のみならず

日常の買物等の生活活動に対する移動手段としても自家用車が不可欠な状況である.しか

しながら,＼自動車の利用が困難な高齢者や児童･生徒等は,唯一の公共交通機関である路

線バスを利用するか,家族等の送迎によって移動手段を確保せざるを得ない状況にある.

表1.1農林統計に用いる農業地域類型の基準指標

都 市 的 地 域
人 口密度が 500 人/ k:m 以上, D ID 面積が可住地の 5% 以上を占める等都

市的な集積が進んでいる市町村

平地農業地域
耕地率が 20% 以上, 林野率が 50% 未満又は 50% 以上であるが平坦な耕地

が中心の市町村

中間農業地域
平地農業地域 と山間農業地域との中間的な地域であり,林野率は主に 50%

-80% で, 耕地は傾斜地が多い市町村

山間農業地域 林野率が 80% 以上,■耕地率が 10% 未満の市町村

*1特定農山村法,山村振興法,過疎地域自立促進特別措置法,離島振興法,半島振興法,沖縄振興

特別措置法,奄美群島振興開発特別措置法,小笠原諸島振興開発特別措置法



このように,中山間地域における路線バスは,高齢者等が自由に買物や通院といった生活

活動を営むための生活交通として重要な役割を負っている.

中山間地域における路線バスは,これまで30年に渡って利用者が減少し続けている.

この要因としては,都市部と異なり人口集積が少なく,地形的な条件から運行のサービス

水準を低く設定せざるを得ないバス交通から自家用車-の転換が大きく進んだことが挙げ

られる･需要減少に伴ってバス事業者の経営は悪化し,経営改善のためにサービスレベル

を低下させることによってコスト低減を図ることが,さらなる需要減少を引き起こすとい

う悪循環に陥ってきた･中山間地域の自治体は路線維持のための補助制度に頼るとともに,

路線バス以外のスクールバスや-き地患者輸送車等の補助政策を利用して,非効率な形態

ではあるが,かろうじて生活交通の確保に努めてきた.このような中,平成14年に道路運

送法が改正され,路線バス事業の参入撤退規制が緩和された.今後は,赤字不採算路線が

大部分を占める中山間地域のバス路線からの民営バス事業者の撤退は不可避なものであり,

自治体や住民が関与する公共交通の運行の増加が予想される.

さらに,平成17年に向けた市町村合併の動きが進捗する中,住民の広域移動ニーズの

増加や各自治体が個別に運行してきた公共交通の統合や再編など,中山間地域における公

共交通計画の重要性が増加している.

このような状況の中,中山間地域の公共交通計画においては,廃止代替路線をそのまま

継続させるといった発想ではなく,住民のニーズや生活全般の利便性を考慮するとともに,

厳しい財政状況の中で投入する予算を決定するための採算性を検討して,より効果的,効

率的なサービスを提供する必要がある.

1.2　研究の目的

上述のような背景の中で,本研究では中山間地域における路線バスを中心とした公共交

通の計画手法を構築することを目的とする.具体的には,投入する交通サービス水準によ

って発生する需要予測モデルを構築して採算性の評価手法を提案するとともに,生活全般

の向上といった採算性以外の評価手法を提案する.特に,中山間地域の公共交通利用者は,

自動車の利用が困難な高齢者や児童･生徒が対象となり,高齢者の交通行動を十分に反映

した予測モデルを構築する.予測モデルでは,従来の一般的な都市交通計画で適用されて

いる4段階推定法ではなく,より高齢者の交通行動や各種交通サービス要因に対する反応

感度を予測に反映可能な非集計分析を適用する.また,提案した需要予測モデルを適用し

た採算性分析やその他の評価手法による公共交通計画が,より容易に効率的に行えるよう

にGISデータベースを活用した計画支援システムの構築を行う.さらに,今後の中山間地

域の公共交通の需要増加や利便性向上に向けた具体的な政策を提案することも目的とする.
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1.3　既存の取り組みと本研究の位置付け

1.3.1中山間地域の公共交通政策

(1)路線バスによる運行サービスの工夫

前述のように,中山間地域における路線バス運行は極めて厳しい状況にあるものの,氏

営事業者撤退後の自治体が深く関与する公共交通の運行では,住民の利便性を高めるとと

もに,経費削減のための工夫を行っている事例が数多く見受けられる.

中山間地域の路線バスサービスは,補助金体系の変更や規制緩和を受けた民営事業者の

撤退後の廃止代替路線の運行に当たって,多くの地域でサービスの向上を図った運行を行

っている.本研究の対象として後述する島根県の木次町民バスでは,廃止代替運行に当た

って第3セクターによる80条運行を行っており,料金200円均一で中心部に向かう路線が

きめ細やかに設定されるとともに,路線毎の需要に応じたバス車両のサイズを変更するな

ど,サービス向上と運行効率改善の工夫を行っている(写真1.1).このような廃止代替路

線運行に伴うサービス向上の工夫は全国各地で行われており,奈良交通によって工夫され

た,需要の少ない路線での小型車両導入の動きも広がっている.

また,これまでスクールバス,福祉移送,生活交通確保の運行が別々に行われてきた地

域では,.これら機能を統合した効率的な路線バス運行に切り替える動きが数多くなってい

る･このような機能統合では,必要となる機能の利便性を低下させない運行計画を立案す

ることが不可欠となるが,地域全体の移動システムの効率性は向上することとなる.

青森県鯵ヶ沢町における取り組みが非常に有名であるが,地域の移動手段を住民自らが

確保する動きが増加している.鯵ヶ沢のように運行経費の住民負担を伴わない場合であっ

ても,地域の公共交通計画に住民が参画する事例は増加しており,地域のニーズや実情に

合わせた運行計画の立案に寄与するだけでなく,運行後のバス路線の需要も増加している.

その他,中心部と周辺部を結ぶ基幹路線バスと,郊外の乗り継ぎバスターミナルで基幹

路線と接続して周辺地域をきめ細かく巡回する支線バスを組み合わせたゾーンバスの事例

や,後に詳述する需要に応じての運行や,ルートを変更するデマンドバスなど,数多くの

運行の工夫をみることができる.

覇E.-s-*Ji
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写真1.1木次町民バスにおける需要に応じた車両サイズによる運行
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(2)過疎化が進行する地域での公共交通

中山間地域における非常に過疎化が進行する集落等では,人口が少なく路線バスで輸送

するほどの需要がない場合が多い.このような地域では, 10人乗り以下の車両による乗合

タクシーが運行されている事例が多い.乗合タクシーでは路線バスのようにダイヤを持つ

ものと予約によって運行されるものなど,そのサービス内容は多様である.しかしながら,

このサービスは必要最低限の生活交通を確保するという目的が多いため,ほとんどの事例

で運行のサービス水準は非常に低く設定されている.

近年では,タクシー事業者-の委託による運行ではなく,住民やボランティアによるサ

ービスも増加している.岡山県備中町では,町所有の軽ワゴンを利用して,住民による有

償運行サービスを道路運送法80条(自家用自動車の有償運送の許可)で行っており,利用

者は会員制(入会金1千円),料金500円/30分で通院を目的とする移送を担っている.

また,構造改革特別区を活用したNPOによるボランティア輸送の有償運行が熊本県菊地町

をはじめとして増加している.

海外では,英国,オーストリア,スイスなどの山間過疎地域では,郵便の集配とバスに

よる輸送の機能を統合したポストバスが運行されており,地域の交通手段として重要な役

割を果たしている.わが国においても,郵便逓送車の逓送便間を活用したポストバス導入

の可能性が島根県横田町で検討されている.

このように,非常に過疎化が進行した地域では,運送事業者ではなくNPOや住民といっ

たボランティアによる有償輸送が生活交通確保施策の解決策の一つとして取り上げられて

いる.

(3)需要応答型公共交通

近年のIT技術の急速な進展に伴って, Demand Responsive Transit (以下DRT)と呼ばれる

需要応答型の公共交通サービスが導入されている. DRTは予約に応じて運行を行うもので

あり,その運行形態は①固定路線を有しその区間は定期ダイヤで運行し,設定された迂回

ルートについて需要がある場合のみ運行するタイプ, ②起終点と中間に停車するMP (ミ

ーティングポイント:バス停)が決まっており,その間のMPには需要がある場合のみ立

ち寄るタイプ, ③起終点のみ決まっており,中間のMPは需要がある場合に立ち寄るタイ

プ, ④起終点と中間のMPが決まっており,その間はドアトウドアで運行するタイプ, ⑤

起終点のみ決まっており,中間は全てドアトウドアで運行するタイプ, ⑥需要に応じてフ

レックスにドアトウドアで運行するタイプといったように多様である.

わが国では,東急コーチが①のタイプの運行を初めとして,東急トランセ等も同様な運

行を行ってきた.近年では,中村まちバスが③のタイプの運行を,同様に帯広市のフレッ

クスバスでも③のタイプの運行を,福島県小高町ではジャンボタクシーを利用した⑤のタ

イプの運行を行うなど,その適用事例は増加している.
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欧州におけるDRTをみると,バスとタクシーの中間の障害者や高齢者に対するアクセシ

ブルな交通機関として,数多くの適用事例が見られる.有名なロンドンのDial-a-rideやス

ウェーデンのフレックスルートに加えて,近年ではEUのSANPOプロジェクトや

SANPLUSプロジェクトによって, EU各国の都市部や地方部で新しいDRTの運行が行わ

れている･また,そのサービス内容も自動化されたコールバックシステムなど, IT技術の

向上に伴って進化している.

このようなDRTサービスは需要密度が低い地域に対して,効率的な運行を可能とするも

ので,近年導入事例が非常に増加している.本研究では,調査対象地域内の島根県掛合町

で導入されている上述の福島県小高町と同タイプのDRTを取り上げて,需要予測や評価分

析の対象としている.掛合町のDRTサービスはだんだんタクシーと呼ばれ,図1.1に示す

ようにルートを固定しないドア･トウ･ドア送迎型の9人乗りジャンボタクシーを利用した

運行を行っている.その運行システムは,事前登録をした上で利用便の30分前までに予約

を行うとともに,乗降場所(自宅からの場合は降車場所のみ)を告げることにより,需要

に応じたフレックスルートのドア･トウ･ドア運行が行われる.料金は300円均一であり,

運行ダイヤは始発8:30終発17:00で1日5.5往復の運行がなされている.

一■ 3 0 分 前 ま で に 電 話 予 約

図1.1掛合町DRTの運行システム概要

以上示したように,中山間地域における公共交通運行の厳しさに対して,技術革新や機

能統合によって,住民の利便性を高めながら効率性を追求する多くの運行形態の導入が増

加している･しかしながら,多くの自治体では,類似地域での先進事例をそのまま導入す

ることが多く,都市近郊のコミュニティバスの導入において,武蔵野市のムーバスのサー

ビスをそのまま導入した多くの事例が失敗したのと同様な結果となる可能性がある.つま

り,公共交通計画を実施する際には,地域の特性や真に必要とするサービス内容やその水

準を十分に把握することが必要となる.
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1.3.2　既往の研究

(1)路線バスの計画に関する既往研究

路線バスの計画に関する研究は, TDM施策における公共交通の位置付けの高まり,全国

各地でのコミュニティバス導入の増加,平成14年のバスの規制緩和等の背景から,近年そ

の数は非常に多くなっている.規制緩和による需給調整規制の廃止に伴う地域の公共交通

計画を基本的な部分から検討する研究として,竹内(1999, 2002)は,地域の移動手段を

確保するために地方自治体が行うべき施策体系と制度のあるべき姿を議論.している.また,

喜多(2002)は,地方部のバス交通に関する研究課題として,サービスを利用するコミュ

ニティが必要とするサービスを自らが選択しうる状況の実現を目指すという観点から,コ

ミュニティ,バス事業者,自治体毎の研究課題を整理している.さらに,喜多(2003)は

近年数多く検討されているバス交通に関する諸研究で取り上げている諸問題について,そ

れら要素間が密接に関連していることを示した上で,活動水準一山般化費用対応曲線を構築

するとともに,これによって個別に分析されている各種研究を活用して,地域が必要なバ

スサービスの分析に適用している.

また,路線バスの研究では,各地で取り組まれている新しいサービスの評価を行った研

究が非常に多くみることができる.特に,近年数多く導入されているコミュニティバスの

評価は非常に数多くなされている(例えば,川上他2000,高山他2000等).その他,ゾ

ーンバスシステムの評価(元田他2002)や住民参画によるバス運行計画に関する研究(加

藤他2003,磯部2003,中川他2003)など,数多くの研究がなされている.

(2) DRTに関する既往研究

DRTに関する研究は,その運行事例がほとんどなかったことから2000年に入って増加

してきた･秋山ら(2002, 2003)は先進事例の評価として,中村まちバスの利用特性を分

析するとともに,サービスの質の評価を行っている.若菜ら(2003)は,帯広市のフレッ

クスバスの社会実験結果から各種サービス内容を詳細に評価して, DRT運行計画策定方法

の課題を整理している.このように,既存研究では新しいDRTサービスの評価に関して取

り扱った事例が多い.これに対して中村ら(2000, 2002)は, DRTの特徴である待ち時間

を説明変数に取り入れた需要予測モデルの提案,利用者予約に応じた配車により変動する

路線やダイヤ設定を考慮し,運転者の勤務形態や導入車両台数の検討の必要性から,従来

のバスサービスと異なる導入･運行コストのモデル化といった,具体的なDRTの計画手法

の研究を行っている.

欧州におけるDRTの研究事例では, EUのSAMPLUSプロジェクトやsANPOプロジェ

クトによって数多くのDRTが導入されていることから,近年数多くなっている.現時点で

は,わが国同様に導入事例やサービス評価に関する研究がほとんどを占めているものの
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(Naniopoulos, 2001; Brown et al, 2001; Westerlunf, 2000; Mageean et al, 2003) ,人口集積の低

い地方部におけるDRTに対して,その有効活用策や多目的利用に関する研究等もなされて

おり(Schaefer2003),その研究内容は拡大の傾向にある.

(3)高齢者の交通行動に関する既往研究

本研究では,非集計分析に基づく需要予測モデルを構築して採算性の評価手法と生活全

般の向上といった採算性以外の評価手法を提案することを目的としている､中山間地域に

おける公共交通の利用者は,自動車を利用できない高齢者と児童･生徒が大部分を占めて

いる･そのため,各種評価手法に対するモデル構築に当たっては,高齢者の交通行動を十

分に取り入れることが不可欠である.ここでは,高齢者の交通行動に関する既往の研究に

焦点を当て,具体的な高齢者交通の特徴や残された研究課題を考察する.

高齢者の交通行動に関しては,一般的に｢移動制約者｣, ｢交通困難者｣といった観点か

ら障害者の交通行動と同時に検討される事例が多い.高齢者･障害者交通の研究の推移を

みると, 1980年代に入り高齢者の交通実態に関する研究が数多く発表された. 1980年代後

半からは,交通環境に関する意識分析が盛んになり,次いで高齢者の交通困難に関する研

究が報告されるようになった. 1990年代からは,高齢者のモビリティ確保に関する研究が

報告され,交通困難や利用可能な私的交通手段がないために潜在化している交通需要とい

った概念が定着した(清水1995).三星,新田(1995)は交通困難者の概念を明らかにす

るとともに,高齢者･障害者交通を対象とした論理的な需要予測の必要性を示した.需要予

測の必要性が低く認識されていた原因として,高齢者･障害者対策が利用者の数の問題で

はなく権利論の範境で論じられてきたこと,障害者の数そのものが少ないため需要予測の

必要性が少ないと思われてきたこと,対策の規模が小さかったことなどが挙げられる.

しかしながら,本格的な高齢社会を迎え,高齢者福祉施策のニーズの高揚や新しい交通

システムづくりの必要性が唱えられる中,その社会的妥当性や料金問題,費用負担問題な

どの課題解決のために需要予測や市場推計は避けられない現状にある.

図1.2は高齢者･障害者交通需要を対象としたわが国の主要な研究の系譜である. 1990

年代半ばからこのような研究が数多くなされているが,需要予測のモデル化に関しては非

常に少ない状況にあった. 1990年代後半からは,非集計分析による需要予測のモデル化が

多くなり, 2000年代では新たな理論に基づく潜在需要の予測手法等も提案されている(田

達他2003,藤井2002).

高齢者･障害者交通における需要予測の困難さは,高齢者･障害者交通が一般的な通勤･

通学のような交通と異なり, ｢時間価値｣の概念が明確ではなく,制約条件も多岐にわたる

ことである･このことから,現実の市場において,各種活動に派生して顕在化した交通需

要が卓越するわけでなく,身体的な制約条件や低水準の交通サービス水準に抑制されて潜
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在化した交通需要の潜在を無視できないものとなる.

需要論の意義等　　需要(顕在･潜在)の実態　集計による需要の分析　需要予測のモデル化

三星･新田(1995)

交通困難者の概念と交通需要

潜在需要に対応する予測の定
量的方法

清水(1995)

高齢者･障害者研究の意義と
展望

秋山(1995)

STSの定義,位置付け必要
性,需要
年齢別ハンディキャップ別潜在
需要.年齢別需要

三星･北川(1998)

高齢者モビリティ潜在化の要因
数量化Ⅲ類によるモビリティ潜
在化の要因分析

大森･太田他(1997)

活動日誌調査を用いた高齢者
の行動分析
外出活動在宅活動選択モデル
(Logit modeト)

秋山(1998)

コミュニティバスの計画
OD調査･施設利用調査結果か

らの利用意向による概略の需
要予測

青島他(1999)

身体障害者のモビリティと交通
機関選択
交通機関別身体障害種類別平
均外出指数.数量化Ⅱ類によ
る交通機関選択要因分析

三星･北川他(1999)

高齢者の潜在交通需要の要因
高齢者の外出環境と外出状
況,数量化Ⅲ類による潜在交
通需要の要因分析

青島他(1999)

世帯構成に着目した高齢者の
モビリティ分析
外出指数を外的基準とした数
量化Ⅰ類.世帯構成と潜在交
通需要の関係

青島他(1999)

身体障害者の顕在･潜在交通
需要比較
顕在･潜在交通需要の身体障
害種類別交通手段分担率.敬
量化Ⅱ類による顕在･潜在交通
の要因分析

木村･青島他(2000)

高齢者の潜在需要とその評価
目的別の潜在交通需要,交通
手段別の潜在化要因

新田･都(1997-2000)

高齢者対応型バスへの転換率

と利用頻度増加モデル
一般化時間を組み込んだ転換

モデル.外出頻度選択モデル
(OL model),外出頻度増加モ

デル(数量化Ⅰ類)

田蓮･原他(2002)

新規デマンド型バスのサービス

に対するコンジョイント分析

ロジットモデルによる交通機関
選択モデル

藤井(2003)

新規バス路線の潜在需要予測
に対する行動意図法(B工法)

パネルデータによる行動一意図
一致性の分析

図1.2わが国の高齢者･障害者交通の需要予測研究の系譜



以上のような特徴を有する高齢者･障害者交通の需要予測では,彼ら特有の社会経済属

悼,すなわち移動の制約となる身体的困難を表す変量を取り入れた非集計交通行動モデル

が有効であると考える.さらに, STSやDRTのような新しいタイプの交通サービスに対す

る需要予測や効果測定においては,仮想的な状況下での選好を調査できるSP (Stated

Preference)調査や施策追跡型のパネル調査が有効となろう.例えばspアプローチでは,

高齢者対応型のコミュニティバスや過疎地域のバスのサービス水準の改善に伴う高齢者･

障害者の外出意向の変化の分析が可能となる.

(4)中山間地域の交通計画に関する既往研究

前述のように中山間地域の定義付けが暖昧であることから,この地域区分を適用した既

往の研究事例は数少ない状況である.渡辺ら(2000, 2001)は中山間地域における地域や

交通の特性に配慮し,都市部とは異なる交通計画手法構築に向けた計画立案･評価手法に

おいて考慮すべき事項を整理している.この研究では,中山間地域交通計画における重要

点として｢集落｣と｢世帯｣に着目すべきとしている.その理由として,前者に対しては,

中山間地域における居住形態が離散的であり,集落毎に交通条件や交通ニーズが異なるこ

と,後者に対しては,世帯類型の変化が集落の盛衰の根元要素であるとともに,世帯の類

型によりモビリティ要素が異なる場合があり,ライフステージとの組み合わせにより交通

ニーズの分析が可能となることを挙げている.さらに,交通サービス水準が極めて低い集

落における交通需要の潜在化に着目しており,交通抵抗の程度(時間,料金,運行頻度等)

と潜在需要の関係に関して図1.3のように整理している.

満足度

X X x

-><-

図1･3　交通施設の満足度と需要パターン.交通計画上の視点(渡辺他2001)

9



地域区分を山村地域や過疎地域と設定した研究では,岡田ら(1997)は過疎地域の活性

化に関して,その分析アプローチの特徴を整理した上でコミュニティ計画学という研究分

野の必要性を提起するとともに,具体的な研究課題の整理を行っている.また,過疎地域

のバス交通に関して,小林ら(1999)は過疎地域における公共交通手段の維持方策として

企業補助,及び利用者補助に着目して,総消費者余剰最大化総期待効用最大化に基づい

た補助金システムの設計モデルを提案し,バスサービスの社会的維持可能性を検討するた

めの方法論を提案している.

1.3.3　本研究の位置づけ

本研究では,利用者が自動車利用の困難な高齢者や児童･生徒等に限定された中山間地

域の公共交通計画を対象としている.特に投入する交通サービス水準に応じた必要コスト

と発生する交通需要からの料金収入による採算性を検討するために,非集計需要予測モデ

ルを構築する･図1.1で見られるように,高齢者交通を対象とした非集計分析に基づく需

要予測モデルに関する研究は非常に少ない状況である.このような需要予測モデルに関し

ては,新田ら(1997, 2000)が高齢者を対象としたコミュニティバスの需要予測に対して,

利用頻度選択モデルと利用頻度増加モデルから構成される需要予測モデルシステムを構築

した･しかしながら,当該モデルシステムは高齢者の交通行動を論理的に記述したもので

はない.

本研究では新田らの研究と同様に非集計分析に基づく高齢者等を対象とした公共交通

の需要予測モデルを構築する.これは中山間地域の公共交通の利用頻度を予測するもので,

バスを利用するかどうかといった離散選択(離散選択モデル)と,利用するなら一定期間

内(本研究では1ヶ月)に何回利用するかといった連続選択(連続需要関数)を同時に表

現する離散連続モデルを適用する.また,高齢者等の交通需要の潜在化や交通選択行動メ

カニズムを反映するために,非補償型効用関数を適用する.さらに,計画代替案では従来

の固定ルート･固定ダイヤでの乗合路線バスだけでなく,近年導入事例が増加している

DRTのような多様な形態の運行サービスを検討する必要がある.そのため, DRTサービス

の需要予測-の対応も可能なモデルを構築する.

また,本研究では需要予測に基づく採算性の評価以外の評価指標の構築も行う.具体的

には,交通環境の向上による居住集落の生活のしやすさ向上(QOL指標: QualityofLife),

交通システムの利用しやすさ(cs指標:customersatisfaction),集落間の平等性(EQ指標‥

Equality)からの評価を行う.ここで, QOLとcs指標に対しては高齢者の評価構造をオー

ダードプロビットモデルを適用して表現するとともに,GISの空間検索機能を活用してEq

指標を求めている.これら採算性とそれ以外の評価指標の算出モデルを適用して,中山間
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地域のGIS集落データベースを活用した公共交通計画支援システムを開発する.さらに,

今後の中山間地域公共交通に対するDRTの計画手法や需要増加施策に関しても非集計行

動モデルを適用して分析を行う.

以上のように,本研究は中山間地域の公共交通計画に対して,主たる利用者である高齢

者の交通行動を記述する非集計行動モデルを適用するとともに,計画の対象となる空間ス

ケールの最小単位を渡辺ら(2001)が示したように集落を適用し,集落情報や公共交通サ

ービスを含むGISデータベースを活用した計画支援システムの開発を行うことに特徴があ

る.

1.4　本論文の構成

本論文は図1.4に示すように8章で構成される.

第1章の序論に続いて,第2章では高齢者の交通行動の特徴を整理した上で,中山間地

域で実施したアンケート調査結果に基づいて交通需要潜在化の構造を明らかにする.さら

に,サービス要因間の不完全代替性を考慮した需要予測モデルの推定結果から,中山間地

域の公共交通サービスに対する高齢者の選好においては,提供する交通サービス要因間に

不完全代替性が存在することを明らかにする.

第3章では,高齢者の交通行動における意思決定方法が連結型に近いものであると仮定

し,非補償型モデルを適用する必要性を示す.次に,高齢者対応型公共交通利用頻度予測

モデルの概要を示し,非補償型ルールを導入可能な効用関数を導入する.さらに,利用頻

度予測モデルに適用する離散連続を概説した上で,消費者行動理論に基づく離散連続モデ

ルを導出する.モデルのパラメータ推定では,数多く適用されている選択性修正法による

離散モデルと連続モデルの段階推定を適用する.

第4章では,具体的な中山間地域における公共交通計画の評価指標を示す.はじめに,

前章で得られた利用頻度予測モデルを適用し,運行計画代替案毎の需要予測結果と運行経

費から採算性による評価方法を示す.次に,採算性以外の評価指標として, QOL指標, cs

指標, EQ指標を提案し,個々の具体的な導出方法を示す.中山間地域を対象とした実証

分析によって,提案した指標の活用方法を示す.

第5章では,今後さらなる高齢化により交通だけでは,生活の維持が対応できない集落

を対象として,総合的な生活支援施策と交通サービス改善の関係を明らかにして指標の一

つとして加える.

第6章では,第3章で構築した需要予測モデルとGIS集落データベースを統合して,容

易に計画代替案の採算性を評価できるシステムを構築する.さらに,第4章で提案した採

算性以外の評価指標の導出モデルを組み込んで　GISを活用した公共交通計画支援ツール
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を開発する･このシステムを中山間地域の公共交通計画に適用した実証分析を行い,効率

的,効果的な計画立案に対するシステムの有効性を示す.

第7章では,中山間地域の高齢者等の広域移動ニーズに対応した公共交通の利便性を高

めるとともに,その魅力向上によって需要を増加させる施策の分析を行う.まず,近年の

IT技術の進捗によって導入が増加しているドア･トウ･ドア型DRTが導入された地域に

おける調査結果から,その運行評価を分析するとともに, DRTの特徴である需要によって

所要時間や待ち時間の変動に対する反応感度を分析する.これらの結果からDRTの利便性

を高める方策を提案する.さらに, DRTの時間変動にも関連する待ち時間.に着目して,拠

点施設-の広域運行と交通結節点整備といった施策を対象にして分析行う.

最後に第8章で,本研究で得られた研究成果を総括し,今後の研究課題を整理する.
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第2章　高齢者に対する交通計画の特徴と課題

2.1中山間地域の高齢者に対する交通計画の特徴

自動車を利用できない高齢者が主たる利用者となる中山間地域の公共交通計画を行うた

めには,加齢に伴う身体的能力の減少によって移動に制約が生じる高齢者の交通行動を把

握する必要がある.特に,交通を抑制する身体的な条件や利用可能な交通手段がないとい

った要因から潜在化している交通需要のメカニズムを明らかにする必要がある.本節では,

既往の研究で明らかにされている高齢者の交通行動を整理するとともに,島根県の中山間

地域を対象に実施したアンケート調査結果から具体的な交通行動の特徴を分析する.分析

に当たっては,特に高齢者の潜在需要に着目する.

2.1.1高齢者の交通行動に関する既往の研究

三星ら(1995)は,個人の交通行動を活性化する要因を,交通の需要を促す生活等の要

因と,交通を抑制する身体的な条件,及び外的な条件としての交通サービス条件に区分し

ている･さらに,これら要因間の関係を,加齢に伴って一般に,生活上の交通を促進する

要因は低下し,交通を抑制する身体要因が増加し,相乗効果で交通活性は低下していくも

のと示している･交通活性は交通需要と読み替えることも可能である.また,三星らの研

究では,交通困難の程度と交通活性の関係を図2.1のように整理している.ここで,曲線

Aが交通困難者,曲線Bが非困難者の活性力を表し,このA-B間が交通困難による潜在

需要であり,曲線Aの上にある人を交通条件の改善により曲線Bに近づけることが狭義の

交
通
活
性

図2.1交通困難の有無別交通活性-加齢曲線(三星他1995)
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高齢者･障害者交通対策であり, sTSやノンステップバスなどの特別な交通付加サービス

が対応する　B-C間は一般的な加齢による軽度の身体機能の低下により潜在化した交過

需要であり,曲線Bを曲線cに近づける対策としては,バス停の距離を近くに設置する等

の一般的な公共交通のサービス改善が相当する.本研究では,この後者の対策と前者の一

部を含む交通サービスを含むものであり,より具体的な個別サービス要因の水準と潜在需

要の関係を取り扱う.

高齢者の交通行動をより詳細に取り扱った研究としては,木村ら(1998)は高齢者の交

通確保の課題に対して,交通サイドからの対策だけでなく,都市施設の密度や配置が高齢

者のアクティビティに及ぼす影響を3都市圏のPTデータから分析を行っている.また大

森ら(1998)は,高齢者の通院活動に対して時空間プリズム制約下での外出活動実行可能

性の指標を抽出して,病院移転におけるアクセシビリティを分析することによって,交通

供給サイドと活動機会サイドの施策の評価を行っている.このように,今後の高齢社会に

おける交通システム整備を検討する研究として,各種調査を有効に活用するとともに,高

齢者の各種活動のしやすさを交通サービスの提供だけでなく活動施設の整備や配置という

観点からの研究など,近年その研究の内容は拡大している.本研究でもこれら研究と同様

に,高齢者の活動のしやすさに対して交通サービスと施設整備の観点から分析を行ってい

くものである.

2.1.2　実証調査による高齢者の交通行動分析

(1)実証調査の概要

本研究では,島根県の中山間地域を対象に各種アンケート調査を実施した.調査対象地

域である島根県大原郡･飯石郡は,平地部が少なく特に南部は中国山地に至る広範な山間

部である･当該地域では,古代よりたたら製鉄の歴史を有しており,図2.2に示すように

山間部にも数多くの集落が分布しており,急峻な山地の各谷筋に分布するなど,公共交通

の運行においては非効率な状況となっている.また,対象地域の高齢化の状況をみると,

地域全体の高齢化率が29.5%であり,本格的な高齢社会を迎えている状況である.

本研究では,対象地域での4つのアンケート調査を実施しており,調査の概要と調査内

容を表2.1, 2.2に示す.調査方法は全て対象地域内の集落をランダムに近くなるようにピ

ックアップし,当該集落内の全世帯を対象にして自治会を通じて配布回収を行うものとし

た･ただし,合併協議会調査は,自治会を通じて配布,郵送回収方式とした.

全ての調査の配布方法を自治会による配布方式としたことで高い回収率を得ることが出来

た･特に自治会による回収方式では, 8割近い回収率を得ることが可能となり,集落の自

治会活動が活発な中山間地域において,非常に有効な調査手法であることが確認できた.
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図2.2調査対象地域における集落分布

また,これら回収率の高さは,調査方法によることからだけでなく,これら地域の住民に

とって公共交通機関の運行は重要な課題であり,非常に関心が高いためであると考えられ

る.

表2.1アンケート調査結果の概要

調査の種類 町民バス調査
だんだん タクシ 雲南 6 町村合併協 頓原 ●赤来バス
ー調査 議会調査 調査

対象自治体 木次叶 掛合町

大東町､ 加茂町､

木次町､三刀屋町､

吉田村､ 掛合町
頓原町､ 赤来町

調査主体 広島大学 広島大学 6 町村合併協議会 国土交通省

調査の時期 H 13年9月～10 月 H 14 年 7 月 H 14年11月～12月 H 15 年1月～2 月

配布方法
自治会 を通 じて 自治会 を通 じて 自治 会 を通 じて 自治会を通 じて
甲布 配布 配布 配布

回収方法 自治会で回収 自治会で回収 郵送回収 自治会で回収

配布数 476 64 1 2,925 1,096

回収数 460 496 1,576 861

回収率 96.6% 77.4% 53.9% 78.6%
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表2.2　アンケート調査の設問項目

個人属性

交通行動

バス利用のサービス評価

集落の生活のしやすさ
移動の意向

現行サービス評価

住所(集落名) /年齢(歳代) /性別/職業/免許証/自動車

保有(自由に使える自動車等) /世帯の自動車保有/普段の移
動交通手段

事前事後の目的別外出頻度(買物,医療,通勤､通学,公共施
設､娯楽､知人訪問)

バス停までの距離､料金､運行間隔の限界値

居住する集落の生活しやすさ
広域での移動意向

現在のバスサービスの評価

(2)交通行動特性の分析

アンケート集計結果から,対象地域における交通行動の特性を分析する.個人属性をみ

ると,世帯構成員のうち公共交通機関を利用しやすい個人1名が回答しているため,ほと

んどの被験者が40歳代以上となり, 60代以上が7割を占めた.性別では,女性の比率が

やや男性を上回る結果となった.職業では,高齢者の割合が高いため無職層の割合が高く

なっている･同様に,高齢者層の割合の高さから,被験者の免許証保有率は5割強と低い

結果となった･また,ほとんどの免許証保有者は,自動車またはバイクを保有しているこ

とが確認できた･さらに,世帯内に送迎が可能な自家用車の保有では16.7%の被験者は

世帯内での送迎手段を有しておらず,公共交通機関が重要な交通手段となっていることが

吉田村

男

町

午

職

女

車

20%　　　　　40%　　　　　60%　　　　　80%　　　　1 00%

図2.3　アンケート調査被験者の個人属性
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確認できる.

外出に利用する交通手段を見ると,バスやタクシーといった公共交通機関が3分の1を占

める結果となった･また,自動車での送迎も24%と多くなっており,高齢者の約半数は自

由に移動が出来ず公共交通機関や他者の交通に依存する必要があることが確認できる.

図2･5は,バスなどの公共交通を利用した1ヶ月の目的別外出回数を示したものであり,

バス等での外出はほとんどが週に1回以下が多いことがわかる.また,目的別外出回数で

は通院が最も多く,次いで買物目的が多くなっており,高齢者の生活に密着した活動目的

での利用が多いことがわかる.

0%　　　　20%　　　　40%　　　　60%　　　　80%　　　1 00%

図2.4　外出に利用する交通手段

国1回以下団2-5回臼6-10回Hll回以上

8%)

他(1.

100　　　200　　　300　　　400　　　500　　　600　　　700　　　　　　　　900

図2.5　公共交通による1ヶ月の目的別外出回数
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(3)公共交通利用者特性と需要の潜在化

アンケート調査では現在の公共交通の利用と将来サービスが改善された場合の利用意向

を質問している.現在の利用状況をみると回答者の約28%が利用しており,残り約72%の

うち約65%が今後のサービス向上によって利用意向を表明している.これは現在のサービ

ス水準の低さに対して需要が潜在化している層であるといえる.また,現在と将来ともに

利用またはその意向が無い回答者は公共交通非利用のCaptive層であり,予測モデル構築

時において考慮する必要がある･以下,この結果に基づき､ 1)現在の利用者層, 2)需要の

潜在化層の特徴を分析する.

0%　　　　20%　　　　40%　　　　60%　　　　80%　　　1 00%

図2-6　現在の公共交通の利用状況

100%

図2.7　今後の公共交通機関のサービス向上に対する利用意向
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り　現在の利用者層

現在の利用者の属性をみると　72%が女性であり,年齢は50代以上が95%を占めてい

る･さらに　74%が免許証非保有者である.このことから,バスやだんだんタクシーとい

った公共交通機関の現在の利用者は,免許証を持たない高齢の女性が多いことがわかる.

また,現在の利用者の利用している交通手段をみると,バスやタクシーなどの公共交通

機関の利用が6割を超えている.このことから,現在の利用者は自動車が利用できないた

め,公共交通機関が非常に重要な移動手段になっていると考えられる.

男

0%　　　　　20%　　　　　40%　　　　　60%　　　　　80%

図2.8　現在の利用者層の個人属性

転

100%

図2.9　現在の利用者層の利用交通手段

午

2)需要の潜在化層

需要の潜在化層の個人属性をみると,性別ではやや女性の割合が多く,年齢では50代以

上が9割を占めている.また,免許証は43.5%が保有していない.さらに,需要の潜在化

層の利用交通手段では,自分で運転する自動車が28.8%を占めているものの,自家用車送

迎が33.6%と多くなっている.このことから,現在公共交通機関のサービス水準の低さか

ら需要が顕在化していない層は,現在自分で自動車が利用できるか,自家用車での送迎が

可能な層であり,今後の加齢による自動車運転の困難さや送迎自動車の減少によって需要

の顕在化が期待できるといえる.
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図2.10　需要の潜在化層の個人属性
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図2.11需要の潜在化層の利用交通手段

2.2　公共交通利用のサービス水準限界値

2.2.1サービス水準限界値の集計分析

高齢者の交通行動では,身体機能の低下や低水準の公共交通サービスによって,需要の

潜在化が起こる.また,中山間地域における公共交通機関は,その運行効率の悪さから多

くの場合低いサービス水準での運行を余儀なくされているのが現状である.このようなサ

ービス水準と公共交通の利用との関係を明らかにするために, ｢バス停までの距離｣ ｢料金｣

｢運行間隔｣について,公共交通機関利用のサービス水準限界値をアンケート調査で設問

し,その分析を行った.

バス停までの距離では, 200mを超えると急激に利用意向が減少し, 400mで約65%, 600

mで約80%の被験者が利用をやめると回答している.都市部コミュニティバスでは,高齢

者の歩行能力等からバス停間隔を200mに設置する事例が多く,このことによって需要増

に大きな効果をもたらしている事例も存在する.このことから,中山間地域であってもバ

ス停までの距離を概ね200m以内にすることによって,バスの魅力が向上して利用増に寄

与するものと思われる.また,従来からの路線バスのバス停間隔は400m程度であること
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図2.12　公共交通利用のサービス水準限界値
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が多く,中山間地域であっても400m程度がほとんどの被験者が限界と感じる距離である

と考えられる.

バス料金では,現在ほとんどの町村の生活バスの均一料金の標準である200円を超える

と急激に減少している.対象地域内で運行されているDRTの均一料金300円を超える400

円では,約80%の被験者が利用しないと回答している.料金は安いほど魅力が高くなるが,

その限界値は現在提供しているサービス水準に依存しており,利用者は現在よりも低い水

準(高い料金) -の変化を望んでいないと考えられる.

バス運行本数では,他の要因のように急激な利用意向の減少は見られずi運行本数が少

なくなるにしたがって利用意向が徐々に減少している. 1日4往復まで減少しても半数以

上の被験者が利用意向を示しており,普段の交通サービス水準が低い地域では,運行本数

が多ければ交通機関としての魅力は高いものの,通院等の活動ができる水準であれば利用

することが確認できる.

2.2.2　サービス水準限界値の要因分析

本節では,公共交通利用の意向を有する高齢者等が知覚しているバス停までの距離,バ

ス料金,運行本数の限界値の決定要因を明らかにするため,数量化理論第Ⅲ類により要因

分析を行う･外的基準はバス停までの限界距離,限界料金,限界運行本数であり,影響安

因は,集落の居住位置,性別,年代,免許証の保有,現在のサービス水準,現在の公共交

通の利用の有無とする.以下に分析結果(表2.3-2.5)を示し考察を行う.

限界距離(表2.3)をみると,現在のバス停までの距離が最も影響していることが確認

できる･これは,現在の距離が近い人は現在よりも遠い距離になることを望んでおらず,

逆に現在遠い距離に居住する人は,その限界距離も遠くなる傾向があることを意味してい

る･ただし,現在の距離が一般的なバス停勢圏外となる800mよりも遠い人は,限界距離

が近い結果を示している.つまり,現在のバス停が遠いことによってバス利用が困難な層

は,自宅付近までの運行サービスを提供しないと利用しないものと考えられる.年代別の

影響をみると,各年代でバラツキがあり明確な傾向を示していないが,全体的には年代が

高くなるほど限界距離が近くなり,加齢による身体能力の減少によって限界距離が短くな

ると考えられる.また,免許証の有無では免許証保有者が,現在の公共交通利用の有無で

は非利用者の限界距離が短くなっており,現在公共交通を利用せざるを得ない層の限界距

離がより遠いことを示している.

限界料金(表2.4)に関しては,限界距離と同様に現在のバス料金が及ぼす影響が最も

高くなっている･これは現在の料金が高い人はより高い料金を支払うことをやむを得ない

ものと受け止めているとともに,現在の料金が安い人は,現在よりも料金が高くなること

に抵抗を示すことが確認できる.居住集落の中心部からの距離が近い人は,遠い人よりも
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表2.3　数量化理論第Ⅱ類による限界距離に関する要因分析

アイテム　　　カテゴリー　　サンプル
スコア　遠いスコアグラフ近い偏相関係数

居住集落の
･2km

中心部　　　2-4km

からの距離　　　4-6km

6km'

501　　　　-0.034

213　　　　-0.151

233　　　　-0.029

582　　　　　0.096

性　別　　　　　男　　　　　　　569　　　-0.045

女　　　　　　　960　　　　0.027

年　齢　　　20歳代以下

30歳代

40歳代

50歳代

60 ri'Q代

70歳代以上

48　　　　-0.352

31　　　　0.257

84　　　　-0.226

211　　　　0.126

459　　　　-0.168

696　　　　　0.113

免許証
あり　　　　　　　670　　　　0.034

なし　　　　　　859　　　-0.027

･200m

現在のバス停　　201-400m

までの距離　　401-800m

801m

750　　　　　0.791

250　　　　-0.801

219　　　　-1.905

310　　　　　0.080

現在の公共　　　　あり　　　　　　612　　　-0.225
交通利用 なし　　　　　　917　　　　0.150

0.036

0.013

0.066

0.380

0.075

外的基準
限界のバス停
までの距離

･200m

201-400m

401-800m

801m

943　　　　　0.254

259　　　　-0.371

145　　　　-0.975

182　　　　-0.010

相関比　　　　0.153　　　　　　　　サンプル　　　　　　1,529
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表2.4　数量化理論第Ⅱ類による限界料金に関する要因分析

アイテム　　　カテゴリー　　サンプル
スコア　安いスコアグラフ高い偏相関係数

居住集落の
･2km

中心部　　　2-4km

からの距離　　　4-6km

6km'

246　　　　　0.340

224　　　　-0.205

228　　　　-0.199

590　　　　　0.013

性　別　　　　　男　　　　　　482　　　　0.018

女　　　　　　　806　　　-0.011

年　齢　　　20歳代以下

30歳代

40歳代

50歳代

60 IT(代

70歳代以上

35　　　　　0.489

26　　　　-0.262

69　　　　　0.088

183　　　　　0.096

368　　　　-0.126

607　　　　　0.021

免許証
あり　　　　　　　576　　　　0.138

なし　　　　　　712　　　-0.112

現在のバス

料金

･200円　　　　1020　　　　-0.496

201-300円　　　　　239　　　　2.064

301円　　　　　　　29　　　　0.426

現在の公共　　　　あり　　　　　　561　　　-0.051

交通利用　　　なし　　　　727　　0.039

外的基準

限界のバス

料金

･200円

201-300円

301-400円

401円-

715　　　　-0.314

326　　　　　0.486

28　　　　　0.154

219　　　　　0.283

0.072

0.004

0.046

0.039

0.352

0.016

相関比　　　　o.129　　　　　　　　サンプル　　　　　　1,288
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表2.5　数量化理論第Ⅱ類による限界運行間隔に関する要因分析

アイテム　　　カテゴリー　　サンプル
スコア　少なし子コアグラフ多い偏相関係数

居住集落の
･2km　　　　　　　501

中心部　　　2-4km　　　　213

からの距離　　4-6km　　　　233

6km'　　　　　　　582

0.572

0.262

-0.144

-0.283

性　別　　　　　男　　　　　　　569　　　　0.278

女　　　　　　　960　　　-0.610

年　齢 20歳代以下　　　　　48

30歳代　　　　　　31

40歳代　　　　　　84

50歳代　　　　　211

60歳代　　　　　459

70歳代以上　　　　696

0.438

0.623

0.250

0.606

-0.135

-0.176

免許証
あり　　　　　　　670　　　　0.089

なし　　　　　　　859　　　　-0.069

現在のバス

運行本数

-3便/日　　　　　750

4-5便/日　　　　　250

6便/日　　　　　　310

現在の公共　　　　あり　　　　　　612　　　　0.227

交通利用　　　なし　　　　917　　-0.165

0.092

0.051

0.077

0.018

0.049

0.016

外的基準　　　-3便/日　　　　943　　　-0.537

限界のバス　　4-5便/日　　　　259　　　-0.105
運行本数

6便/日　　　　　　182　　　　0.269

相関比　　　　0.072　　　　　　　　サンプル　　　　　　1,353
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高い限界料金を示した.これは中心部までの移動距離が短いために,バス料金はもともと

高く設定されていないため,限界料金を高く表明しているとともに,自転車等の利用が可

能であり公共交通を常時使う必要がないことに起因しているものと思われる.また,年代

では概ね若年層ほど高い限界料金を示し,公共交通に依存する必要のある高齢者層の限界

料金が安くなっていることが確認できる.

限界運行本数(表2.5)に関しては,他のサービスと同様に現在の運行本数が最も大き

な影響を及ぼす要因となっている.これは現在の運行本数が多い集落に居住する人は,覗

在の水準よりも低くならないことを望むとともに,現在の運行本数が少ない層はより少な

い本数でも受け入れることを示している.また,居住集落の中心部までの距離が近い人ほ

ど,より多い運行本数を望む結果となり,中心部周辺では高い頻度での運行本数を望む人

が多いことを示している.また,性別では女性が,免許証の有無では非保持者が,年代で

は高齢層が,現在の公共交通利用では非利用者が,より少ない運行本数でも利用すること

を表明しており,公共交通を利用せざるを得ない層ほど,少ない運行本数でも利用するこ

とが確認できる.

以上のように,公共交通サービスの限界水準は,現在のサービス水準に大きく依存して

おり,公共交通計画におけるサービス水準の設定に当たっては,現在の水準よりも低くす

ることは避ける必要がある.また,公共交通サービスの利用が必須な層は,より低い水準

でも受け入れる傾向があり,サービス内容以上に公共交通が運行されること自体が重要で

あることが確認できる.

2.3　サービス要因間の不完全代替性

2.3.1サービス要因間の不完全代替性の仮定

前節で示したように,高齢者等の交通行動は交通抵抗の大きさによって需要が潜在化し,

その交通抵抗を構成する各要因(バス停までの距離,料金,運行間隔)には,個人の交通

需要発生を断念させる限界値が存在する.また,一般的に中山間地域の公共交通サービス

は,その運行の不効率さと採算性の低さから各要因のサービス水準を低く設定せざるを得

ない場合が多く,その値が限界値周辺であることが少なくない.

次に,各要因間の代替関係について考察する.交通抵抗の各要因のサービス水準が低い

中山間地域において,加齢による運動能力の衰え等の交通抵抗に対して受け入れ可能な限

界水準が高くない高齢者を対象とする交通計画では,料金がいくら安くてもバス停までの

距離が限界となる距離よりも遠ければバスを利用できないといった状況が発生する.この

ような交通行動を取り扱う際,従来の需要予測で適用している線形式の効用関数では要因

30



間に完全代替性を持つため,ある一つの要因の水準が非常に低くてもそれを別の要因水準

で補うことが可能となる.この場合,バス停の距離が遠くても料金を安く設定し,運行間

隔を短くすることによって,バスの需要は顕在化するという誤った解を導出することとな

る･そこで本研究では,中山間地域の公共交通の需要の発生メカニズムに対して,各サー

ビス要因間に不完全代替性が存在すると仮定して,この関係を考慮できる効用関数を適用

したバスを利用する,しないを選択する2項ロジットモデルによる分析から検証を行う.

2.3.2　一般化平均概念

本研究では,前節で示した不完全代替性を考慮し得る効用関数として一般化平均概念を

適用する.森地他(1994,1997),杉恵他(1999)は,効用関数に一般化平均概念を用いる

ことによって,評価属性間の不完全代替性を考慮し得るモデルを構築している.

一般に,複数の数値を1つの数値に集約する演算は集約演算と呼ばれ,以下のような関

数として表すことができる.

h :[xi,X2,--,Xn]-サx (2.1)

これらの集約演算のうち, min(xi,x2,-,xn)≦ h(xi,x2,-,xn)≦ max(xi,x2,-,xn)の条件を満

たすものが一般に平均演算と呼ばれるもので,代表的なものとしては相加平均,幾何平均

などがある.

これら各種の平均演算はそれぞれに固有の値を持っものであるが,これらをパラメータ

によって総合的に表現するものとして提案されているのが,以下のような定義式で表され

る一般化平均概念である.

円
UニF

ズ

+　　+JC

〉吉　　　(2.2)

ここで, α (α≠0)はさまざまな平均演算を区分するパラメータであり,上式はパラ

メータαの値を変化させることにより以下のようなさまざまな平均演算を表現することが

できる.

(例) ①α-+1のとき,相加平均

x+l -

ui -rXj +　　+x,
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②α-+抑のとき,最大値

xm = max(*1,*2,...,*�� (2.4)

また,各々の変数の重要度に変化を持たせたい場合には,以下のように重み係数wiを導

入して,

x　--iXilα+-oXi2α日日+--X　α)1/α

ただし,

差wk-1

(2.5)

で定義される加重一般化平均式を用いて,各変数の重要度の差異を表現することができる.

- i1　　3]　　iI

調和平均　　　相加平均

幾何平均

図2.13パラメータαの値による代替性の変化

ここで,パラメータαは,上述のような平均演算を表現するとともに,各々の説明変数

間の代替性を表現するものである.図3.13は,説明変数が2つの場合におけるパラメータ

αの変化に伴う等効用線の変化を模式的に表現したものである.これを見ると,パラメー

タαの値による説明変数間の代替性の変化は以下のように表されることが分かる.

①αウール　のとき,代替性なし

(2変数のうち最小値によって効用が決定)

②-∞<α<+1のとき,不完全代替性

(説明変数の値が小さい属性を比較的重視)

③α-+1のとき,完全代替性

(線形効用関数に同じ)
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④+1<α<+抑のとき,不完全代替性

(説明変数の値が大きい属性を比較的重視)

⑤α-+印　のとき,代替性なし

(2変数のうち最大値によって効用が決定)

すなわち, αの値が1に近いほど各変数間の代替性が大きいこと,逆に1から離れるほ

ど各変数間の代替性が小さいことが分かる.このことは説明変数が3つ以上の場合にも拡

張でき, 2変数の場合と同様にαの値によって各説明変数間の代替性の程度を表現するこ

とができる.

本研究では,上述の加重一般化平均式を用いて,バス及びDRTの選択確率の効用におけ

る各LOS間の不完全代替性を表現し,需要予測モデルを構築する.

2.3.3　交通需要潜在化とサービス要因間の不完全代替性の関係

(l)推定に用いるデータと前提条件

本節では,一般化平均式を効用関数に持つ2項ロジットモデルを適用して公共交通の需

要予測モデルを構築する.推定に用いるデータは,表2.1に示したアンケート調査のうち

木次町民バス調査と掛合町だんだんタクシー調査を適用した.

木次町民バスは,調査実施の1年前に民営事業者の廃止代替として運行されている80

条路線であり,図2.14に示すようにバスのLOSは著しく向上している.調査では,町民

バス運行前後のバス利用に関するRPデータを入手している.

図2.14　町民バス運行前後でのバスのLOSの変化
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また,掛合町では2002年3月より｢だんだんタクシー｣と名付けられたドア･トウ･

ドアの送迎を基本としたDRTが運行されている.本研究のアンケート調査は,運行開始か

ら約半年後に実施したものであり,調査内容は概ね木次町民バスと同じである.

モデル構築の際の前提となる条件を以下に示す.

① JR木次駅及び掛合町役場を中心とする半径1km圏内を町の中心部と定義する.両町

共に,この圏内には診療所やスーパーマーケットが立地しており,日々の生活の拠点

となっていると考えられるためである.

②バス利用者は①で設定した各町の中心部を目的地とする.

③アンケート調査を実施した集落を対象に需要予測モデルを定式化する.ただし,町中心

部の集落の住民に対しては,バスを利用しない固定層であると考えられるため予測の

対象外としている.

④　アンケート調査で,現在バスを利用している,または利用する意思があると回答した

人を対象にモデルを構築する.つまり,対象集落における固定層を除く,高齢者を中

心とした住民をモデルの対象とする.

(2)需要予測モデルの定式化

需要予測モデルの目的関数はバスの選択確率であり,以下に示す2項ロジットモデルを

適用する.

p= l/ l+exp(-Kl)] (2.6)

ここで､効用関数vlは式(4.6)である.ただし,掛合町DRTモデルではドア･トウ･

ドアサービスであるため,バス停までの距離の説明変数は適用しない.

F!-K(Wdlst*Xdistα+W*X
-''c｡st--cos?α+wfreqX,α)1′α.∑p;*y,

ただしwdist+woot+wfreq-¥ (2.7)

ここに

α :一般化平均パラメータ

FC :サービス水準と個人属性の重みパラメータ

w**,wmt,wfi　‥サービス水準(バス停距離,バス料金,運行間隔)のパラメータ

Xdist,Xcnst,Xfreq　サービス水準(LOS)の限界LOS/実際LOS

P, :個人属性パラメータ

Y :個人属性説明変数
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以上で定式化される効用関数を用いて,最尤推定法によりパラメータの推定を行う.

(3)需要予測モデルの推定と評価構造の把握

木次町民バス,掛合町だんだんタクシーの両データを適用した需要予測モデルの推定結

果を表2.6, 2.7に示す.両ケース共に比較のため一般的な線形効用関数を適用したモデル

の推定も行っている.

表2.6　木次町民バス需要予測モデルパラメータ推定結果

説明変数　　　　　　線形効用関数モデル　ー般化平均モデル

α -4.742　#

(-3.851) **

1.591

(6.947) **

LOS　　限界料金/料金

限界距離/距離

限界運行間隔/運行間隔

(2.187) *　　　　(5.251) **

-0.621　　　　　　　　　0.009

(-4.091) **　　　　(0.408)

個人属性　性別ダミー(0:男性)

年齢

0.571　　　　　　　　　0.755

(2.091) *　　　　(2.759) *

0.0019

(0.229)

免許の有無ダミー(0:なし　　　　　-0.368

(-1.409)

自家送迎車の有無(o:なし　　　　　-0.509

(-1.989)

居住位置

定数項

0.257

0.002

(0.247)

-0.329

(-1.261)

-0.287

(-1.126)

0.21

(5.527) **　　　　(4.988) **

-0.311　　　　　　　　　-1.983

(-0.404)　　　　　(-2.494) *

初期尤度　　　　　　　　　　　-2264.08　　　　　　　_1412.52

最終尤度　　　　　　　　　　　-283.01　　　　　　　-230.24

自由度調整済み尤度比　　　　　　　　0.125　　　　　　　　0.163

サンプル数　　　　　　　　　　　476　　　　　　　　　476

#:1からの検定(-4.948) ( )内はt値　　1%有意　*　5%有意
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表2.7　掛合町DRT需要予測モデルパラメータ推定結果

説明変数　　　　　　　線形効用関数モデル　　　ー般化平均モデル

α -25.084　α-1からの検定

(-2.466) *　(-2.565)

3.275

(3.918) **

LOS　　限界料金/料金

限界運行間隔/運行間隔

1.323　　　　　　　　　　0.005

(2.153) *　　　　(0.361)

0.067　　　　　　　　　0.995

(0.248)　　　　　(74.215) **

個人属性　性別ダミー(0:男性)

年齢

1.371

(2.357) *

0.110

(3.295) **　　　　(3.833) **

免許の有無ダミー(0:なし　　　　　0.603　　　　　　　0.991

(0.861)　　　　　(1.493)

自家送迎車の有無(o:なし　　　　-1.382　　　　　　-1.585

(-2.449) *　　　　(-2.861) **

居住位置

定数項

-0.094　　　　　　　　　-0.130

(-1.130)　　　　　(-1.569)

-8.810　　　　　　　　-12.358

(-3.538) **　　　　　-4.397)

自由度調整済み尤度比

初期尤度

最終尤度

的中率

サンプル数

0.379

-101.20

-59.832

80.8%

146

0.336

-85.843 (α-1)

-53.456

85.6%

146

( )内はt値　　1%有意　*　5%有意

自由度調整済み尤度比をみると,両ケース共に一般化平均モデルの方が大きい結果とな

り,線形効用関数モデルに比べて一般化平均概念を適用したモデルの説明力が高いことが

確認できる･このことから,高齢者等の公共交通利用に関して, LOS間の不完全代替性を

考慮する妥当性が確認できる.

次に,推定されたパラメータ値の評価を行う.サービス水準間に完全代替性が成立する

とき,一般化平均パラメータαは1をとる.推定の結果, αの値は木次町民バスモデルで

-4.742,掛合町DRTモデルで-25.084と推定された.また, 1からのt検定の結果,両モデ

ルともに有意となっており, α-1という仮説は棄却された.よって中山間地域における

36



公共交通のサービス水準間において完全代替性は成立せず,不完全代替性が成り立っこと

が分かった.また,その値は1よりも小さく推定されており,各LOS間に代替性は成立

せず,サービス水準の低い属性を比較的重視するとわかる.このLOSの不完全代替性に

ついて,バス停までの距離と料金の2属性を取り上げて説明を行う.図2.15は　2.3.2節

で述べた一般化平均パラメータαが--<α<+1の場合の等効用線である.直線yは,線形

効用関数(完全代替性)を示している.現在A(5, 2)の点であり,距離に関する水準(限

界距離/実際の距離)が2上昇し, B(5, 4)になる場合と,料金に関する水準(限界料金/料

金)が2だけ上昇し, C(7, 2)になる場合を考える.線形効用関数を用いた通常の需要予測

の場合では, Bとcの効用は等しくなる.しかし,一般化平均概念を用いた場合では効用

に大きな差が表れ,低い距離に関する水準を上げるほうの効用が高くなる.つまり,低い

属性水準を向上させる方が,より高い属性水準を向上させるより効用が高くなるのである.

パラメータFCは,個人属性を表す線形効用部分と,一般化平均概念を用いたサービス水

準の効用部分との整合性を保つために導入したパラメータである.推定結果より,両モデ

ル共にICの値は正で1よりも大きいため,個人属性部分よりも-般化平均概念を用いたサ

ービス水準の効用の方が,重みが大きいことを示している.

以上のように,中山間地域の公共交通サービスに関する高齢者等の交通行動は,バス停

までの距離や料金といった要因間に不完全代替性を有し,現在の水準が低い要因(例えば

バス停までの距離)の水準を向上させることでより効用の増分を大きくすることが可能と

なる.これは換言すると,他の全ての要因が非常に高い水準であっても, 1つの要因のサ

ービス水準が低いと公共交通サービスの効用は極端に低くなることを示している.つまり,

1つの要因のサービス水準が利用可能な限界水準の近くであると,その公共交通サービス

の魅力は減少し,高齢者等の交通需要が潜在化することが確認できる.

限
界
距
離
距
離

限界料金/料金

図2.15　料金と距離に関する要因の不完全代替性
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2.4　まとめ

本章では,高齢者の交通計画の特徴として公共交通のサービス水準が低下することによ

る交通抵抗の増加が,交通需要を潜在化させるといった現象に着目して分析を行った.

島根県大原郡･飯石郡を対象に行ったアンケート調査の集計分析結果からは,現在公共

交通を利用していない層の約65%が,今後利用する意向を持つ交通潜在化層であることが

確認できた.また,これら潜在化層は,現在自分で自動車が利用できるか,自家用車によ

る送迎が可能な層であり,公共交通サービスの水準を向上させることによ･つて,需要の顕

在化が期待できるとともに,加齢による自動車運転の困難さや送迎自動車の現象によって

公共交通-の転換が予想される.

公共交通利用に関する各要因のサービス水準限界値を調査することによって,中山間地

域の高齢者等が有する限界水準を把握するとともに,これらサービス水準と利用意向が線

形関係にないことが確認できた.さらに,限界水準は現在のサービス水準に大きく依存す

ることが確認できた.

また,各サービス要因間に不完全代替関係があるという仮定の基に,このような関係を

表現できる一般化平均概念を適用した効用関数を持つ2項ロジットモデルを定式化した.

中山間地域における路線バスとDRTを運行している地域でのデータを適用した推定結果

から,中山間地域の公共交通サービスに関する高齢者等の交通行動は,サービス要因間に

不完全代替性を有し,現在の水準が低い要因の水準を向上させることでより効用の増分を

大きくすることが可能となることがわかった.この土とから,他の全ての要因のサービス

水準が高くても, 1つの要因のサービス水準が利用可能な限界水準の近くであると,その

公共交通サービスの魅力は減少し,高齢者等の交通需要が潜在化することが確認できた.
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第3章　高齢者対応型公共交通利用頻度予測モデル

3.1予測モデルの概要

3.1.1需要予測モデルの概要

わが国の従来の都市部における交通計画では,平均的な市民を対象に需要予測を行った

上で,採算性や費用便益分析を実施し,計画や設計がなされてきた.これに対して,通常

の通勤等の移動を自動車に依存する中山間地域における公共交通サービスでは,高齢者の

通院や買物といった低頻度の需要を対象としており,論理的な需要予測に基づく計画はほ

とんどなされていなかったのが現状である.しかしながら,前述のように高齢者福祉施策

の高揚や高齢化の進展に伴い,その社会的妥当性や料金設定問題,費用負担問題などの課

題解決のためにも需要予測の実施は不可避なものとなっている.

高齢者対応型公共交通サービスの需要予測では,一般的な通勤･通学のような交通と異

なり,前章で分析を行ったように,身体的な制約条件や低水準の交通サービス条件に抑制

されて交通需要が潜在化することを考慮する必要がある.さらに,計画代替案では従来の

固定ルート･固定ダイヤでの乗合路線バスだけでなく,多様な形態の運行サービスを検討

する必要がある･近年では, IT技術の向上に伴ってDemandResponsiveTransit(DRT)と呼

ばれる電話等による予約に応じて柔軟なルートを運行する交通システムや需要に適した車

両サイズによる運行など,数多くの運行形態の工夫がなされている.

このような背景の中で,本章では中山間地域における高齢者対応型公共交通サービスの

需要予測モデルを提案する.図3.1は前述の木次町民バス導入後における利用者の継続利

用者と新規利用者の割合であり,図3.2は導入前後における継続利用者の1ヶ月バスによ

る外出頻度の差を現したものである.この二つの図から明らかなように,バスのサービス

水準向上に伴って,これまでバスを利用しなかった潜在需要者層の需要が顕在化するだけ

でなく,従来からのバス利用者の外出頻度が増加することが確認できる.従来の交通計画

で適用されてきた非集計モデルでは,前章で示したような対象とする交通機関を利用する

継続利用者 新規利用者

20%　　　　40%　　　　　60%　　　　　　　　　　　1 00%

図3.1木次町民バス利用者における新規利用者と継続利用者
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図3.2　継続バス利用者の新規バス導入前後の利用頻度の差

かしないか,あるいは複数交通機関のうちどの交通機関を利用するかといった離散選択モ

デルがほとんどであった.しかしながら,サービス改善に伴って誘発される図3.2のよう

な利用頻度の増加は,離散選択モデルでは捉えることができない.そこで,このような交

通需要を正確に捉えるとともに,予測結果から採算性の検討を行うために,需要予測は利

用頻度を対象とする.具体的には,離散連続モデルに基づき,バスを利用するかどうかと

いった離散選択(離散選択モデル)と,利用するなら一定期間内(本研究では1ヶ月)に

何回利用するかといった連続選択(連続需要関数)を同時に表現する.また,高齢者等の

交通需要の潜在化や交通選択行動メカニズムを反映するために,非補償型効用関数を適用

する･また, DRTサービスの需要予測-の対応も可能なモデルを構築する(図3.3).

図3.3　本研究で提案する需要予測モデルの概要

3.1.2　高齢者の対応型公共交通の需要予測に関する既往研究

高齢者対応型公共交通サービスの需要予測に関する研究は,他の交通需要予測と比べて

研究成果が非常に少ない.しかしながら,近年,高齢者や障害者のモビリティ確保の重要

41



性が高まっていることから,関連研究の数は増加してきている.

青島ら(1999, 2000)は数量化Ⅱ類モデルを適用して,身体障害者を対象にした交通機

関選択における要因について分析した.また,高齢者を対象にして,外出指数を外的基準

とした数量化Ⅰ類モデルを用いて,世帯構成と潜在化した交通需要との関係を検証した.

その結果,高齢者等の交通行動における需要の潜在化に関する傾向は明らかになったもの

の,需要を量として捉えることができていない.これに対して, Benjaminら(1998)は,

新規に導入されるDRTの需要予測を目的とした交通機関選択モデルを構築するために,

attitudes (態度), constraints (制約), preference (噂好)といった3つの潜在変数を取り入

れたRP/SP融合モデルを適用した.

森山ら(2002)は,中山間地域のバス交通を対象として, 2項ロジットモデルに基づき,

バスを利用するか否かの離散選択モデルを構築した.そして,効用関数として交通サービ

ス要因間の不完全代替性を表現するために一般化平均を適用した.パラメータ推定の結果

から,中山間地域の高齢者対応型バスの利用に当たっては,交通サービス要因間は不完全

代替関係にあり,比較的現在のサービス水準が低い要因を重視して選択がなされることを

明らかにした.

Benjaminらと森山らの研究で採用した離散選択モデルは,交通サービス水準の向上に伴

う利用者の増分を捉えることは出来るが,利用者の利用頻度の増分を捉えることが出来な

い･このような問題認識から,新田ら(2000)は,オーダードロジットモデルによる利用

頻度選択モデルと数量化Ⅰ類による利用頻度増加モデルから構成される需要予測モデルシ

ステムを構築した.しかしながら,利用頻度増加モデルは高齢者対応型コミュニティバス

が導入された場合の増加意向の意識データを用いたものであり,交通サービス水準と利用

行動の関係を理論的に記述したものではない.

Ben-Akivaら(1996)は, DRTを対象に,交通サービス水準に対する意思決定者の評価

値をオーダードプロビットモデルで分析した上で,同モデルからのパラメータをそのまま

ポアソン回帰モデルに適用し, 1週間のDRT利用回数を予測した.特筆すべき点として,

当該モデルでは, RPデータと仮想的なDRTサービスに対するSPデータを用いて, RP/SP

融合ポアソン回帰モデルの構築が挙げられる.

本研究では,後段の新田らやBen-Akivaらの研究と同様に利用頻度予測モデルを構築す

る･ここで,モデルには離散連続モデルを採用し,そして,全てRPデータを用いる.後

述のとおり, RPデータはDRTや町民バスなどの工夫したバスサービスの利用実態を反映

している.
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3.1.2　高齢者の交通行動における意思決定方法

前章で考察したように,高齢者の公共交通行動の特徴として,低レベルのサービス水準

という交通抵抗に起因する需要の潜在化が挙げられる.特に,中山間地域における公共交

通の運行は非効率という理由からサービス水準が低くなることが多いのであるが,サービ

ス水準を極端に下げることにより需要が潜在化してしまうと考えられる.また,サービス

要因間の不完全代替性を表現するために一般化平均概念を効用関数に適用した離散選択モ

デルの推定結果から,公共交通の各サービス要因間は不完全代替関係にあり,現在のサー

ビス水準が低い要因を向上させればバス利用意向の増加に大きく寄与することが明らかに

した.

これは換言すると,高齢者は,全てのLOSがある程度の水準に達さないとそのサービス

を利用しないという連結型の意思決定方略を取っている可能性がある.つまり,高齢者を

対象とした需要予測では,いくらバス料金が安くてもバス停までの距離が遠ければバスは

利用しないといった関係を考慮する必要がある.そのため,すべての要因間のトレードオ

フを考慮した通常の補償ルールに基づくモデルではなく,非補償型の意思決定方略に基づ

いた予測モデルを適用する必要がある.

3.2　高齢者対応型公共交通利用頻度予測モデル

3.2.1モデル構築の基本的な考え方

高齢者対応型公共交通サービスでは, ①利用可能な交通機関のサービス水準によっては

需要が潜在化すること, ②交通機関の選択は効用最大化ではなく周辺の交通環境(自動車

利用の可否,世帯内送迎の可否等)で決定されることが多いという特徴を有している.そ

こで,本研究では,交通機関選択は考慮せずに,バスやDRTといった単一の公共交通サー

ビスのみに着目して,公共交通による外出頻度を予測するモデルを構築する.

図3.4はアンケート調査結果から得られた現在の公共交通サービスの利用と今後LOSが

向上した場合の利用意向を示している.このように,中山間地域のような公共交通のサー

ビス水準が低い地域では,いくら公共交通のサービス水準が向上しても利用しない人が多

く存在している(ここでは35.4%).そのため,モデル構築に際して,公共交通のLOSに

関わらず利用しない固定層を事前に選別した上で,利用頻度モデルを推計するものとする.

つまり,当該モデルは図3.5に示すように,現在の需要が顕在化している層と需要が潜在

化している層だけを対象として,選択状況を記述するものである.このことによって,シ

ンプルなモデル構造により交通行動の表現が可能となる.
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図3.4公共交通の現在利用状況と今後の利用意向
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図3.5本研究における需要予測モデルの位置付け

3.2.2　非補償型効用関数

前章で考察したように,高齢者の公共交通行動の特徴として,低レベルのサービス水準

という交通抵抗に起因する需要の潜在化が挙げられる.特に,中山間地域における公共交

通の運行は非効率という理由からサービス水準が低くなることが多いのであるが,サービ

ス水準を極端に下げることにより需要が潜在化してしまうと考えられる.また,サービス

要因間の不完全代替性を表現するために一般化平均概念を効用関数に適用した離散選択モ

デルの推定結果から,公共交通の各サービス要因間は不完全代替関係にあり,現在のサー

ビス水準が低い要因を向上させることがバス利用意向の増加に大きく寄与することを明ら

かにした.

これは換言すると,高齢者は,全てのLOSがある程度の水準に達しないとそのサービス

を利用しないという意思決定方法を取っている可能性がある.つまり,高齢者を対象とし

た需要予測では,いくらバス料金が安くてもバス停までの距離が遠ければバスは利用しな

いといった関係を考慮する必要がある.そのため,すべての要因間のトレードオフを考慮

した通常の補償ルールに基づくモデルではなく,非補償型の意思決定方法に基づいた予測

モデルを適用する必要がある.
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非補償型モデルに関する既存研究をみると, Gretherら(1984)による連結型や分離型の

意思決定モデルや, Tversky (1972)の提案したEBAモデルが挙げられる.より詳細なモ

デル構築を行った研究では,福田ら(2002)は交通手段選択行動における選択肢の選別過

程において,非補償型の意志決定プロセスのモデル化を①連結型, ②分離型について以下

のように行っている.

①　連結型モデル

｢代替案を規定する各属性の値に関して最低でもこれだけの属性値を持たなければな

らないという基準が決まっており,全ての属性に関して基準が満たされた場合に限り,

その代替案が選別される意思決定方法｣

pr(sin-l)-[ ¥
coik( Zik - Zink)1+exp

(3.1)

②　分離型モデル

｢代替案を選別するために用いられる各属性値のうち,いずれか一つでもその基準値

を満たすものがあればその代替案が選別される意思決定方法｣

pr@in-l)-l-[l
coik(Zink- Z ik)1+exp

(3.2)

ここで,βin:選別判定指標(1又は0),Zi
ink代替案iにおけるk番目の選別要因に対

して意志決定者nが有している評価値>zik:代替案iにおけるk番目の選別要因の最低許

容水準><x>ik'-代替案iにおけるk番目の選別要因のパラメータ値としている.

前述のように,中山間地域の高齢者対応型公共交通の利用では,例えばバス停までの距

離が非常に自宅より離れている場合,他の全てのサービス要因のサービス水準が非常に高

くても利用することは困難である.これは連結型の意志決定方略に近いものであると考え

られる.

このような選択に対応可能な福田モデルでは,非補償型ルールに基づいて選択肢の選別

が可能であるが,当該交通機関の利用の有無を表現するためには,選別から選択といった

2段階のモデル構造とする必要がある.この構造では,類似の説明変数が両モデルに必要

となるために,選別モデルでは構造方程式モデルによって同定される潜在変数を選別要因

変数として適用するなどの必要があり,モデル推定のプロセスが複雑となる.

Swait(2001)は効用最大化の枠組みの中で非補償型ルールを適用できるモデルを提案し

ている･図3.6に示すように,選択肢iの効用の変化が線形であると仮定して,各要因に対

して限界効用が変化する上限,下限の閉値が存在すると仮定すると選択肢iの要因kに対

する限界効用は式(3.3)で表すことができる.
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図3.6　上限下限聞値による限界効用の変化

(3.3)

本モデルでは,全てのサービス要因の水準が上限閥値OTYと下限閥値0の間であれば,

一般的な補償型の線形効用関数となるが,サービス水準が閥値外の値を持っ場合には,効

用の増分が変化するため,非補償型の構造となる･ここで,全ての要因についてvkが-∞に

近づけば,閥値をOIYとする連結型モデルとなり, wkが-のに近づけけば,閥値eiをとす

る分離型モデルとなる.

本研究では,この非補償型効用関数効用関数を適用してモデルを構築する.

3.3　離散連続モデルの推定

3.3.1交通計画における離散連続モデル

離散的選択と連続的選択が部分的に共通な要因によって関連づけられている離散連続選

択状況を分析する手法として,離散連続モデルがある.代表的なモデルとして　Heckman
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(1978, 1979)により開発されたものが挙げられる.その他にも,消費者行動理論におけ

るロワの恒等式(Roy's identity)や生産者理論におけるホテリングのレンマ(Hotelling's

Lemma)に基づいて,離散的選択と連続的選択を関連づけた研究が数多くなされている.

交通分野における離散連続モデルの適用をみると,溝上ら(1997)は物流を対象に,地

域間の輸送手段選択とロットサイズの同時予測に適用した.輸送手段選択では,船舶とト

ラックの2手段を想定した.

森川ら(1999)は旅行タイプ選択とタイプ毎の1年間の観光日数を離散連続モデルで表

現した･ここで離散選択と連続選択に共通の説明変数として,旅行タイプ別価格を所得で

基準化したものを用いた.

室町ら(1997)は世帯の買物目的地選択と買物頻度のモデル化に対して,上述の離散連

続モデルではなく,トビットモデルを適用して離散連続選択を表現した.

3.3.2　トビットモデルを適用した離散連続選択

(1)トビットモデルの導出

ここでは,まず前述の室町らが適用した検閲された回帰モデルと呼ばれるトビットモデ

ルを検討する.トビットモデルは､ Tobin (1958)により開発されたモデルであり,耐久消

費財-の支出と家計の分析を行っている.その後､計量経済学の分野で幅広く適用され,

様々な適用事例が存在するとともに,多くの推定方法が提案されている. Amemiya (1985)

は,これらトビットモデルの適用事例を尤度関数の形式より5つのタイプに分類を行って

おり,本研究ではAmemiyaのタイプ1を適用する.また, Maddala (1988, 1996)はトビ

ツトモデルの適用の限界を示しており,トビットモデルは潜在的な変数が原理的には負の

値をとることができ,観測されたゼロの値がセンサーや観測不能のために生じる場合にだ

けこのモデルが適用できるとしている.

意志決定者が希望する1ヶ月のバスによる外出回数を従属変数としyi*と書く,またバス

のサービス水準を説明変数としxiとする.ここで, 1ヶ月の平均的なバスによる外出回数

を考えるため,外出回数の最小値は1回となり, 3ヶ月に1回の利用等の場合yi*は0とな

る(図3.7).このことによって,センサーによるゼロを観測することが可能となるため,

上述のMaddalaの適用限界に当てはまらない事象として取り扱うことができる.実際のバ

スによる外出回数をyiとすると,以下の式がなりたっ.

*

yt -xip+sl
*

yt-yt,if yt >1.0

γ′=o,if　γ;≦1.0
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図3.7　センサー(検閲)されたデータの例

式(3.4), (3.5)においてy -iおよびy,-iをそれぞれvt>　y<と書くと,以下の式が得ら

れる.

*yi=xip+rjl,i-l,2,N(3.7)

y,-¥ytify">｡

[oify;<｡(3.8)

このモデルは検閲された回帰モデルと呼ばれ,二つの選択肢を持つ離散選択モデルと,

切断された回帰モデルを合成したものである･ここで, qlの分布関数をF.とすると,式

(3.8)は以下のように書き換えられる.

Prob(yi -0) -F(-(xi p))

また, 〟;>0のときの九の密度関数は以下となる.

(/- F(-*: /?))-'/(>-, - *; /?)

(3.9)

(3.10)

ここに, f(*)は誤差項qlの密度関数である.

誤差項771を平均o,分散q2の正規分布と仮定すると　y,-oつまり1ヶ月の外出回数が

観測されないとき　y,≦0またはx,P+ot≦0となる.ゼロを観測する確率は,最終的に

¢｢-(xtp)/a)と表現できる.ここで. <*(�")は標準正規分布の累積分布関数である.
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以上よりトビットモデルの対数尤度関数は,以下のように表すことができる.

lnL- ∑ InO(-xip/cr)+ ∑{ln4yl-xlfy<r¥-lncO
ie(y,-0)　　　　　　　　　　∈｢vi-yi )

ここで, ¢｢･ノは標準正規分布の密度関数である.

(3.ll)

(2)トビットモデルの推定結果

本モデルに適用するデータは,木次町民バス調査において入手した新規バス導入前後の

RPデータ600サンプルである.トビットモデルの効用関数には,前節で示した非補償型効

用関数を適用している.ここで,比較のために一般的な線形効用関数によるトビットモデ

ルの推定も合わせて行っている.両モデルは最尤推定法を用いてパラメータ推定を行った.

モデルの推定結果を表.3.1に示す.非補償型モデルの閥値は, heuristicな方法で決定し

た.つまり各サービス要因の閉値を仮定したデータセットを行い,各データセットを適用

した推定結果から最も尤度の高いモデルを最終的に選択した.結果的に上限側の差分パラ

メータは全て有意とならなかったとともに,その適合度も低いものとなった.そのため,

最終モデルでは,下限値側のパラメータの差分のみを考慮している.最終モデルの各サー

ビス要因の閥値の値は,それぞれ｢バス停までの距離｣ 800m, ｢料金｣ 500円, ｢運行間隔｣

4時間となった.

非補償型モデルの尤度比は0.217と線形効用関数モデルと比べて高くなり,非補償型効

用関数を適用することによる推定精度の向上が得られた.各パラメータ値をみると,全て

の説明変数について,両モデルともにその変数の符号が論理的に妥当なものとなった.ま

た,ほとんどのパラメータが有意となった.非補償型モデルのバス停距離パラメータをみ

ると,閥値よりも距離が大きくなると差分パラメータが負でありその値も大きいことから,

閥値外であれば大きく効用が減少することが確認できる(図3.8).

同様に料金でも,闘値外の差分パラメータは負であり,閥値内であれば大きく効用が減

少することが確認できる.運行間隔では,閥値外の差分パラメータは正であり,パラメー

タの合計値は0に近くなる.これは運行間隔が閥値を超えた場合には,バスの魅力が極端

に下がり,それ以上運行間隔が大きくなっても効用が減少しないほどの水準に下がってい

ることを示している.
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表3.1トビットモデルの推定結果

説明変数　　　　　　　線形効用関数　　　　　　非補償型効用関数

送迎自動車

年齢

免許証

居住地までの距離

バス停距離

バス停距離(lower)差分

料金100円

料金(lower)差分100円

運行間隔

運行間隔(lower)差分

a

-2.408　(5.60) *#

0.026　(2.66) **

-3.374　(7.45) **

0.613　(4.43) *#

-1.519　(7.63) **

-0.198　(1.40)

-0.081　(0.73)

3.489　(19.83) **

-0.467　(3.59) **

0.015　(3.75) **

-0.964　(7.09) **

0.207　(7.09) **

-0.461　(2.06) *

-0.408　(5.53) **

-0.089　(1.ll)

-0.028　(0.23)

-0.427　(3.51) **

0.421　(3.30) **

1.002　(19.40) **

初期尤度(G)

最終尤度

自由度調整済み尤度比

サンプル数

-913.84

-776.68

0.139

600

-616.93

-474.25

0.217

盟[Ill

1%有意　*5%有意( )内はt値

部
分
効
用

βk

βk+vk 距

∴＼
離

図3.8　本研究における適用例(バス停までの距離)

このように､中山間地域の公共交通の利用頻度予測に適用したトビットモデルは,高齢

者等の交通行動を的確に表現できることが確認できる.さらに,非補償型効用関数を適用

したモデルでは,閥値の両側でLOSの変化に対する感度が大きく異なっており,全ての範

囲を平均する通常の線形効用関数では捉えられない需要を考慮することが出来ることが確

認できる.

本節で適用したトビットモデルは,後述する消費者行動理論から導出する離散連続モデ
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ルと比較して,パラメータ推定が容易であるという利点を有しており,中山間地域の公共

交通の需要予測に適用することの有効性は高いものである.しかしながら, Maddalaの指

摘したトビットモデルの適用の限界に対して,厳密にはこれを満たしていない.そのため,

次節では本研究で仮定する高齢者等の離散連続選択からなる交通行動を正確に記述する離

散連続モデルの適用を試みる.

3.3.3　離散連続モデルの導出と推定

(1)離散連続モデルの導出

本研究では,意思決定者が以下のような2つの関連する選択に直面している状況を仮定

して,公共交通利用頻度予測モデルを構築する.

①高齢者対応型公共交通サービスを利用するか否かといった離散的な選択

②利用するならば,一定期間内に何回利用するかといった連続的な選択

離散選択と連続選択の同時決定について,古典的な消費者行動理論では,ロワの恒等式

を適用して間接効用関数から連続選択の需要関数が導出できる.

間接効用関数uiは,予算制約条件のもとで,財を消費する直接効用を最大化する財の量

が決定された後,所与の価格と所得のもとで消費者が得られる効用のことである.ロワの

恒等式は, ｢財の需要は間接効用関数の財の価格に関する偏微分と間接効用関数の予算に関

する偏微分の比の負値に等しい｣ことを示したものであり,式(3.12)のように表される(佐

野1990).

x,=-
∂ut /dpt

∂Ut /dy
(3.12)

次に,交通機関の選択と利用頻度を対象に,条件付き(つまり,選択されることを前提

とした)間接効用関数を設定する.一般的な消費者行動理論では,財の選択に関しては価

格や予算に依存するものと仮定されている.本研究では,過疎地域における公共交通機関

の利用においては,コストよりも時間的な制約が大きいことを考えて,予算は可処分時間

に,価格は運行間隔に置き換えて定式化を行う.対象とする交通機関を利用するという条

件付き間接効用関数を式(3.13)のように定義する.

u, Oi +β'tpi +Oy+i//wl +0)-e~ Pi +et (3.13)

ここで, piは公共交通サービスの運行間隔で,選ばれる選択肢に依存する. yは可処分
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時間　wi-w(zi,s)は,選択Biiと意思決定者の観測された特性のベクトル値関数, qは意

思決定者の観測されない特性を表すもの, elは観測されない特性の関数, αl, βl, 0はス

カラーパラメータ, vはパラメータのベクトルである.

ロワの恒等式より, xlの条件付き需要関数は以下のようになる.

xt- a,-Ao +piPi +6y+i//Wi +ij

そして,選択肢iを選ぶ確率は,以下のように表される.

p^problfJ^UjJ∈J,j≠i)

-promvj+et>Vt+e,�",i
v''./.1J∈J,j≠i)

-prob(ej-ei<Vi-Vj,j∈J,j≠i)

ここで効用関数の確定項は以下のように書ける.

^ - (ォ, +βipl +Oy+¥imi +rj)�"exp(-Qpi)

(3.14)

(3.15)

(3.16)

ここでelの分布に正規分布を仮定することによって,公共交通を利用する離散選択確

率は式(3.17)に示す2項プロビットモデルで表現することができる.

pE - ◎(F, = ◎(- (ォ, +βlpi +Oy+yw. +rj)�"exp(-6pt))

また,利用頻度の需要関数は,式(3.14)である.

(3.17)

(2)離散連続モデルの推定

離散連続モデルの推定には,完全情報最尤推定法と選択性修正法が用いられる.前者に

ついては計算手順が困難であり,実際に適用された事例はほとんどない.一方,後者の選

択性修正法では,まず最尤推定法により離散選択モデルの効用関数を推定し,次に離散選

択確率で定義された選択性修正項を需要関数に導入し,最小二乗法により必要なパラメー

タを推定するという段階的推定法を採用している.この方法では,本来離散選択モデルと

連続量の需要関数とで同じ値になる共通のパラメータが,段階推定のため異なる推定値と

なってしまう.溝上ら(1997)は,このパラメータを一致させるために,段階推定法を繰

り返して実施する方法を提案した.

本研究では,共通パラメータの一致性は保証されないものの,推定が容易である一般的
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真の関係

′

′　　● 推計され

る関係

公共交通のL

● 公共交通利用者

× 非利用者

図3.9　自己選択による偏り(選択性バイアス)

な選択性修正法を適用して推定を行う.選択性修正法とは,一般的に離散連続モデルで考

慮される選択性バイアスを考慮するものである.選択性バイアスは,図3.9に示すような

関係で説明できる.つまり,全ての行動者から得られる推定値は,公共交通の利用者に基

づく真の値と異なった傾きを持っこととなる.これは,自分自身が推計に含まれるように

選択していた部分標本に基づいて行われているからである.

選択性バイアスの修正は,式(3.14)の需要関数に以下のように選択性修正項ciを導入す

ることで行うことができる.

xi-¥a-SL

9

ここで

+PiPi +9y+ち州ノ't +*tCi +ri (3.18)

(3.19)

そレて, plは77とsの相関である.

推定は実際の利用回数とろの推定値の残差を被説明変数とし,選択性修正項と定数項を

説明変数とする回帰式を最小二乗法によって行う.

この推定法の具体的な手順は,まず式(3.16)においてq-0として,最尤推定法によって

公共交通利用の2項プロビットモデルのパラメータαl, β　0, ･を推定した後,これら

の値を用いて式(3.17)より選択確率を計算し,選択性修正項C,を求める.次に,利用頻度

の需要関数式(3.14)に選択性修正項を導入し,最小二乗法を適用してαl, β　9, yとTtを

改めて推定するものである.
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(3)離散連続モデルの推定結果

前述のように離散連続モデルを離散選択モデルの2項プロビットモデルと需要関数の重

回帰分析の段階推定に対して,最尤推定法及び最小二乗法によりモデルの推定を行う.刺

用するデータは2章の表2.1に示した4種類のアンケート調査によるデータを適用する.

データ作成に当たっては,現在の公共交通利用者と今後の利用意向を有するサンプルのみ

を抽出した.

ここで連続的選択である需要関数の被説明変数は, 1ヶ月の公共交通による外出回数と

している.また,公共交通のLOSの説明変数は, ｢運行間隔｣と｢バス停までの距離｣及

び｢バス料金｣とする.上限闇値による差分パラメータ導出のための閥値は,外生的に与

えて繰り返し計算を行った上で最も適合度が高くなる値を採用する. DRTサービスの評価

を行う説明変数は,予約対象地域内で運行しているサービスが1種類しかないため, DRT

ダミーで表現する.個人の社会経済属性における可処分時間については,職業別に設定を

行った.比較のために非補償型効用関数を適用したモデルの推定結果とともに,一般的な

補償型効用関数を適用したモデルの推定結果も示す.

表3.2に離散連続モデルの推定結果を示す.公共交通のサービス水準の要因における非

補償型モデルの限界効用の変化点を示す閥値は,データの数値を変えた計算トライアルの

結果求められる.結果として,バス停までの距離だけがこの変化点の閥値を有し,その値

は600mとなった.これは調査対象地域の公共交通がほとんど中山間地域の料金としては

高い水準である200円または300円運行されていることが原因である.離散選択を表す2

項プロビットモデルの適合度をみると,両モデルともo.2に近づき良好な適合度が得られ

た.また,両モデルの比較では,非補償型モデルの自由度調整済み尤度比がo.197に対し

て,補償型モデルで0.194と提案した非補償型モデルの適合度が若干高い結果となった.

的中率では,非補償型71.3%,補償型70.5%と両モデルともに50%を超えるとともに,非

補償型モデルの精度が若干高い結果となった.各パラメータでは,非補償型モデルのパラ

メータはバスの運行間隔のみ有意とならなかった.これは元々運行本数が少ない中山間地

域ではバスが運行されるかどうかが問題であり,バスダイヤに合わせた生活を営むために,

極端なサービス向上がなされていない現在の状況では,運行間隔はバス利用にあまり影響

しないことを示している.また,非補償型モデルのパラメータの符号は全て論理的に妥当

なものとなった.バス停までの距離をみると, 600m未満では-7.481に対して, 600m以上

では-7.481+4.030--3.451となり,閥値600mよりも近くにバス停を設置することによって

急激に効用が増加することが確認できる.これに対して,補償型モデルでは,全ての範囲

で-3.422であり,近い距離における効用が過小評価されることが考えられる.

連続需要関数では,重相関係数でみると両モデルともに適合度は低いものの,非補償型

モデルの重相関係数o.408に対して,補償型モデル0.406と若干非補償型モデルの適合度

が高い結果となった.この重相関係数が低い原因は,本モデルが高齢者の公共交通による
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表3.2　離散連続モデルの推定結果

説明変数
非補償型モデル　　　　　　　　補償型モデル

2項7oロ[÷ット　連続需要関数　2項7oロビット　連続需要関数

世帯自動車
保有ダミー

年　　齢

-4.980　**　　　　-1.096　**

(-7.41)　　　(-7.63)

0.098　**　　　　0.019　**

(4.37)　　　　(3.31)

免許証　　　　　-2.929　**　　　-0.956　**

保有ダミー

女性ダミー

可処分時間

中心部から居住
集落の距離

(-4.09)　　　(-6.65)

2.804　**　　　　0.369　**

(4.23)　　　　(2.69)

0.828　**　　　　0.036

(32.40)　　　　(1.69)

0.416　**　　　　0.088　**

(7.48)　　　　(6.89)

-4.010　**　　　　-1.129　**

(-7.77)　　　(-7.91)

0.084　**　　　　0.020　**

(4.24)　　　　(3.55)

-2.242　**　　　　-0.981　**

(-4.14)　　　(-6.86)

2.119　**　　　　0.395　**

(4.09)　　　　(2.90)

0.746　**　　　　0.046　*

(28.28)　　　　(2.14)

0.343　**　　　　0.092　**

(8.28)　　　　(7.24)

デマンドダミー

バス停までの距
離

バス停距離の差
分

閲値(600m)

バス料金
(単位100円)

バスの運行間隔

-8.699　**　　　　-1.511　**

(-12.42)　　　(-8.05)

-7.481　**　　　　-1.107　**

(-6.68)　　　(-6.3 1)

4.030　**　　　　0.545　*

(2.98)　　　　(2.22)

-0.752　**　　　　-0.179　**

(-4.02)　　　　(-3.41)

-0.152　　　　　　　-0.012

(-0.37)　　　　-0.25)

-6.341　**　　　　-1.476　**

(-1 1.62)　　　(-7.85)

-3.422　**　　　　-0.797　**

(-14.68)　　　(-7.53)

-0.671　**　　　　-0.197　**

(-4.15)　　　(-3.87)

0.039　　　　　　-0.016

(0.12)　　　(-0.33))

定数項
-7.459　**　　　1.143　*　　　　-8.089　**　　　　0.791

(-4.61)　　　(2.33)　　　(-4.19)　　　(1.63)

選択性修正項
-0.164　**　　　　　　　　　　　　　-0.230　**

(-2.66)　　　　　　　　　　　(-3.78)

初期尤度　　　-1314.20

最終尤度　　　-1049.47

尤度比

的中率

重相関係数

F値

サンプル数

0.197

71.3%

-1314.20

-1052.46

0.194

70.5%

1896

( )内はt値　** 1%有意　*　5%有意
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外出行動を交通サービス水準と一般的な個人属性で説明しているが,実際の高齢者の行動

では病院-の通院の必要性といった通常の統計データ等では把握できない要因が大きく関

わっていることが考えられる.このような詳細な交通行動を把握するためには,アクティ

ビティダイヤリーのような調査が必要となるが,公共交通計画を容易に行うための基礎資

料として実施することは困難である.また,適合度をF値でみると非補償型と補償型で34

と37を示し,それぞれ有意水準5%のF分布の値(2.45E-66, 2.08E-66)よりも大きくな

るため,本モデルが説明力を有していることが確認できる.各パラメータでは,離散選択

モデルと同様に全ての説明変数の符号が論理的に妥当な結果となった.また,非補償型モ

デルのバス停距離の閥値前後のパラメータの関係についても離散選択モデルと同様の傾向

を示した.

表3.3に,使用データによる総外出回数の実績値と両モデルを適用した予測値を示す.

両モデルともに実績値を再現していることが確認できる.

以上の予測モデルの適合度と実績値との比較結果から,中山間地域における高齢者対応

型公共交通の利用頻度予測モデルに対する離散連続モデルの妥当性が明らかになるととも

に,非補償型効用関数を適用することによって高齢者等の交通行動をより正確に記述でき

ることが明らかになった.以下,次章以降における需要予測では本モデルを適用する.

表3.3　予測結果と実績値の比較

種 類 実 績値 非補 償型 補償 型

総 外 出回数 2,643 2 ,643 2,643

3.4　まとめ

本章では,高齢者の交通行動が交通LOSの改善によって誘発されることに着目して,公

共交通利用頻度予測モデルの構築を行った.モデルでは,前章で明らかになった利用の限

界値と要因間の不完全代替性の関係から,高齢者の交通行動における意思決定ルールが連

結型であると仮定して,この関係を効用最大化の枠組みの中で表現することのできる非補

償型効用関数を適用した.

利用頻度予測モデルに対して, ①高齢者対応型公共交通サービスを利用するか否かとい

った離散的な選択, ②利用するならば,一定期間内に何回利用するかといった連続的な選

択を表現する離散連続モデルの適用を試みた.まず,モデル構造がシンプルで推定が容易

なトビットモデルを適用し,本研究で仮定した選択状況-の適用可能性を確認するととも

に,非補償型効用関数を導入することの有効性を確認した.
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トビットモデルは推定が容易であるという利点を有するものの, Maddalaによってその

適用限界が指摘されていることから,消費者行動理論に基づく離散連続モデルを適用した.

さらに,離散連続モデルの推定に当たっては,一般的に適用されている選択性修正法に基

づく段階推定を行った.

最終的に,本章における成果は以下のようにまとめることができる.

1)離散連続モデルを適用することによって,高齢者等の交通行動を論理的に記述できる高

齢者対応型公共交通サービスの利用頻度予測モデルを構築することができた.

2)高齢者は公共交通機関の利用に際して,許容できるサービス水準には閥値が存在するこ

とが明らかになった.このような閥値を考慮して,その前後で反応の重みが変わる非

補償型効用関数を適用することにより,高齢者の交通行動メカニズムを適切に記述す

ることができた.
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第4章　中山間地域における公共交通計画の評価指標

4.1中山間地域の公共交通サービス評価の考え方

都市部の交通計画では,従来よりパーソントリップ調査等の交通データを基に,発生集

中,分布,分担,配分からなる4段階推定法が適用されている.これは推定したoD交通

量を基にして,公共交通サービスの新設や改良によって当該交通サービス-の利用者(需

要)を推計するものである.この各公共交通サービス代替案の需要予測結果を利用して計

算される料金収入に対して,施設建設費や車両導入費の償還,維持管理費,運営費といっ

た諸費用を算出して費用便益分析や財務分析が実施される.

これに対して中山間地域の公共交通では,人口集積が低密度であるとともに,山間の谷

筋に沿って集落が分布するなどの地形的条件から,公共交通のサービス水準は非常に低い

状況にある.このことによって,通勤や業務で公共交通の利用は困難であり,自動車交通

利用者から公共交通-の転換は期待できない.つまり,中山間地域の生活交通を確保する

ために公共交通サービスでは赤字運行が必須となる場合が多く,採算性の分析は投入する

予算(赤字補填額)を決定するための指標となる.ただし,各自治体においては財政難の

おり,より効果的,効率的な生活交通の確保施策を実施することが課題であり, DRTの導

入や需要に応じた車両サイズといった様々な代替案に対して採算性を検討する必要がある.

また,人口集積が低密度となる場合,採算性のみに着目すると住民が享受できる公共交通

サービス水準が非常に低くなるケースも生じる可能性があるため,採算性の検討に合わせ

てそれ以外の｢集落における生活のしやすさ｣, ｢公共交通の利用のしやすさ｣ ｢集落や地域

間の平等性｣といった評価指標を適用する必要がある.

図4.1は需要と交通LOSの関係を①都市部, ②人口集積のある中山間地域, ③非常に低

密度な中山間地域別に示したものである.ここで,需要の大きさは対象とする地域区分の

人口集積に依存している. ①都市部では交通LOSが高いと大きな交通需要があるが, A

点よりも交通LOSが下がると需要は急激に減少する.これは,他の交通機関-の転換が大

きくなるためである. B点より右側では非常に交通LOSが低いため,公共交通による移動

が必要不可欠な利用者だけの需要であり,交通LOSの低下に伴う需要低下は鈍くなる. ②

人口集積のある中山間地域では,グラフの形状は都市部と同様になるが,全体に需要は下

側,交通LOSは右側にシフトすることとなる. C点から右側は交通LOSの低下によって

需要が潜在化する部分であり, D点よりも交通LOSが低下すると,都市部と同様に公共交

通による移動が必要不可欠な利用者だけの需要しか発生しないこととなる. ③非常に低密

度な中山間地域では,現在の自動車利用者からの転換は考えられず,全体の人口が少ない

ために,グラフ全体の高さが交通LOSの大きさに対する差が現れてこないこととなる. E
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図4.2　人口集積別の採算性と公共交通サービス水準の関係

点, F点の持つ意味は,人口集積のある中山間地域と同様である.

図4.1に対して,交通需要に料金収入を乗じたものから各交通LOSを提供するために必

要な運行経費差し引くことによって図4.2が得られる.この図は採算性と交通LOSの関係

を地域区分別に示したものである. ①都市部と②人口集積のある中山間地域では,曲線の

形状に対してⅠからⅨまでそれぞれ分割を行っている.都市部におけるⅠの区間では,公

共交通を利用する交通需要に対して交通サービスの水準が高すぎるため,需要は多いもの
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の採算性は低くなる. Ⅱの区間は高い交通LOSで需要は多く,それに見合った運行を行っ

ているために採算性は高くなる. Ⅲの区間では,交通LOSの低下に伴って交通需要が減少

するために,採算性が低くなる区間である.ただし,交通LOSの低下に伴って運行経費が

減少するために,徐々に曲線の傾きは緩やかになる. Ⅳの区間に入ると,需要は変わらず

に運行経費が減少するために,採算性は再度上向きになる.しかしながら,このようなサ

ービス水準では,当該公共交通が必要不可欠な利用者にしか利用されないこととなる.多

くの地方都市部において,経費削減のためにサービス水準を低下させたバス路線は,この

領域にあるといえる.人口集積のある中山間地域におけるⅤの区間では,交通需要に対し

て供給する交通LOSが高く採算性が低くなる区間である. Ⅶの区間では交通LOSの低下

に伴う潜在需要が多くなり採算性が低下する領域であり, Ⅷの区間では,最小限の需要に

対して,交通LOSの低下に伴う運行経費の減少によって採算性が向上する領域である.こ

のように都市部と人口集積のある中山間地域では,曲線はほぼ同じ形状を示し,それぞれ

区間Ⅱ, Ⅵとなる交通サービスを提供することが望ましい.また,非常に低密度な中山間

地域では,交通需要そのものが小さいために,交通LOSを高くするほど採算性は悪化し,

運行を行わないことが最も採算性が高くなる.多くの中山間地域の集落はこの②と③の曲

線の中間にあり,人口集積が高ければ②の曲線の区間Ⅳとなる交通LOSによる運行を行い,

人口集積が少なくなるにつれてその他の指標を同時に考慮する必要が高くなる.

以上のように,中山間地域における公共交通サービスの運行水準と一般的に適用される

採算性は,計画対象地域の人口集積の程度や地形条件等による公共交通運行の効率性に大

きく依存することとなる.そのため,諸条件の異なる他地域の成功したサービスをそのま

ま導入しても成功するとは限らず,各地域の条件に対して詳細な検討を行う必要がある.

また,交通LOSを低くするほど赤字額が減少する低密度な地域,あるいは交通LOSの違

いによって採算性の違いがほとんどない地域などでは,目標とする対象地域の生活利便性

の水準と投入可能な予算を考慮した上で,採算性以外の評価指標を含めた総合的な評価が

必要となる.

4.2�"採算性による評価

4.2.1採算性評価の考え方

採算性の分析は,前章で導出したような計画する交通サービス代替案に対して予測され

る交通需要を基にして,計画代替案にかかる運行経費と料金収入(需要×料金)から算出

するものである.採算性分析に当たっては,料金収入をできるだけ正確に見積もるために

適切な需要予測を実施することが第一義的に重要であり.次いで運行経費の算出が必要と
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なる.また,従来は固定ルートの路線バスだけであったのに対して,近年ではDRTやsTS

といった数多くの運行形態が計画の代替案として適用可能となっている.採算性の検討に

当たっては,需要予測と運行経費算出の精微化に加えて,適切な計画代替案の抽出が重要

な要因となる.

図4.3は交通需要に対して,輸送能力からみた対応する公共交通サービス代替案を示し

たものである.人口集積が高く需要が多い場合には,固定ルートを有する通常の路線バス

タイプが効率的になる.これは一般に1台の車両で数多くの乗客を輸送する方が効率的に

なるからである.ただし,需要の減少に従い車両のサイズを小さくするなど,運行経費を

できるだけ抑える工夫が必要となる.さらに需要が減少するに従って,固定ルートではな

く需要に応じてルートを変更したり,需要があるときだけ運行を行うなどの需要応答型の

サービスを採用することによって運行経費の削減が図れるとともに,同じ経費で提供する

交通LOSを向上させることができる.また,極端に需要の少ない地域では,より福祉サー

ビス的な要素を持っ交通サービスとなりSTSや乗合タクシーといったサービスが効率的に

なる.

このように採算性の検討は,数多くの代替案に対して適切な需要予測と運行経費から実

施すべきである.検討の結果,どの程度の交通サービスを提供するのか(どの程度予算を

投入するのか)は,運行主体となる自治体等の総合的な政策の中で判断する必要がある.

多
い

交
通
需
要

1台当たりの輸送量　少ない

図4.3　交通需要と公共交通サービスの輸送能力

4.2.2　運行経費の算出方法

本節では計画する公共交通サービスの代替案に対して,運行経費の算出方法を示す.本

研究では,初期投資を除いたランニングコストのみを考慮するものとし, ｢人件費｣ ｢燃料

費等｣ ｢維持修繕費｣ ｢諸経費｣から算出を行う.対象とする地域の実態から,各経費を構
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表4.1路線バスの運行経費算出の内訳

項 目 費 目 内 容 & 0 0

運行業務費

人件費 運転手の人件■費 車両台数

燃料費等 燃料 ●■オイル代, タイヤ代 車両台数, 運行距離, 車両タイプ

車両維持修繕費 車検, 法定点検, 修理費 車両台数, 車両タイプ

運行管理費 諸経費 $ 0 *

表4.2　DRTの運行経費算出の内訳

項 目 費 目 内 容 決定要因

運行業務費

人件費 運転手の人件費 車両台数

燃料費等 燃料 ●オイル代, タイヤ代 車両台数, 運行エリア, 車両タイプ

車両維持修繕費 車検, 法定点検, 修理費 車両台数

配車システム システム保守料 定 額

運行管理費 オペレーション 人件費, 通信費, 敷地代 定 額

成する単価を設定することによって, ｢バスの車両サイズ｣ ｢実働台数｣ ｢運転手の実働人数｣

｢運行距離｣を決定すれば運行経費が算出できる.本研究では,路線バス及びDRTに対し

て,下表に示す経費を積み上げることによって運行経費の算出を行う.各費目の単価は,

対象地域における既存の事業者の実績値を参考にして採用している.

以上の算出基準に基づいて,以下のフローに従って採算性の分析を行う.

図4.4　採算性算出のフロー
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4.3　採算性以外の評価指標

4.3.1採算性以外の評価指標の概要

過疎地域の公共交通の運行計画では,採算性の面から考えると,提供するサービス水準

において顕在化する交通需要を把握して,運行経費と料金収入の差分,つまり補助金投入

額を考慮して検討する必要がある.しかしながら,前述のように赤字運行が必須となる過

疎地域の公共交通では,このような採算性の検討を行う一方で,それ以外の評価指標を適

用してサービス水準を検討することが必要となる.

このような採算性以外の公共交通サービスの評価に関する研究をみると,喜多ら(2001)

は過疎地域におけるバスサービスの利便性に対して,住民の活動ニーズをアクティビティ

ダイアリーによって調査するとともに,代替となるバスダイヤの選好順位の選択に対して

ランクロジットモデルを適用してその評価を行っている.また,採算性以外の評価では,

利用者を対象としたアンケート調査結果に基づいて運行サービス水準に対する満足度の評

価が数多くなされている.秋山ら(2000)は各地域で運行されているコミュニティバスを

対象として,元田ら(2002)は盛岡市におけるゾーンバスを対象として,鷹島ら(2002)

は地方都市における公共交通網を対象として,運行サービス水準に対する総合満足度を分

析している.本研究でも,これら研究と同様にアンケート調査結果を用いた満足度を活用

した指標を構築する.

本研究では,公共交通計画における採算性以外の評価指標として,交通環境の向上によ

る居住集落の生活のしやすさ向上(QOL指標: QualityofLife),交通システムの利用しや

すさ(cs指標: Customer Satisfaction),集落間の平等性(EQ指標: Equality)からの評価

を行う.また,評価に当たっては,従来の固定ルートバスだけでなく, DRTのような新し

く導入されている交通システムについても考慮するものとする.

4.3.2　集落の生活しやすさ:QOL指標

(1) QOL指標の概要

バスなどの公共交通機関のサービス水準を向上させることによって,各種活動が行いや

すくなり生活の利便性を総合的に向上させることが可能となる.また,過疎化が非常に進

行する地域では,交通環境を極端に向上させることよりも,施設整備や新たな医療や買物

サービスを地域に提供することがより効率的になることも考えられる.このように過疎地

域や高齢者を対象とした施策では,各集落における生活のしやすさの満足度を向上させる

ことが重要となる･本研究では,集落の生活環境に対する総合的な満足度を集落のQOL
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(QualityofLife :生活の質)指標と定義付ける.

QOLをどのように考えるのかは,研究者の持つ問題意識のあり方や分析のフレームワー

クによって様々な状況である.各省庁の白書や報告書において一般化した用語ではあるも

のの,社会資本整備･医学･社会心理学･老年学など各々の分野で固有の定義のもとに使

われてきた･特に高齢者施策に対しては,近年QOL向上のためにADL (activities of daily

living)評価を取り入れる試みも多くなされている.交通計画の分野では,高齢化が進行す

るイギリス北東部のSunderlandにおけるDRT (Diaトa- Ride)開設に伴う事前事後のアン

ケート調査から,そのインパクトをQOLの変化によって評価している.ここでQOLを構

成する要素として､自立,社会との関わり,生活の満足度,経済,社会活動-の参画を抽

出してその効果を計測している(LingandMannion, 1995).杉山(2003)は,社会資本整備

の評価指標としてQOL指標の定量化を行っており,アンケート結果を基に個人のインデ

ィケーターに関するQOLの充足度関数と各要素の価値(重み)からQOLを定式化し,都

市間鉄道事業の評価に適用している.

このようにqOLによる評価は,心理学,社会学等各分野で適用されているが,特に医

療の分野においては,このQOLを用いた指標を医療の目標設定や終末期医療における治

癒的医療と緩和医療の関係等様々な議論がなされている(森他, 1992;清水, 1996).金子

ら(1986)は, QOLの一般理論において, QOLの評価を生活者の意識面中心に考えるか,

置かれている環境状態について考えるかという2つの傾向があることを分析している.前

者では,生活者が生きた結果満足ないし充実しているかどうかに着目しているのに対して,

後者では,環境が生活者にどれだけの快適さ等を提供しているかに着目している.

以上のように多様な考え方が混在するQOLについて,本研究ではQOL指標が交通サー

ビスで代替可能な各種生活環境の満足度で構成され,加えて免許保有や個人の移動環境が,

各種生活環境に影響を及ぼすものと仮定する.これら仮定からqoLは下式のように記述

できる.

QOL-F(Ll,L2,�"�"�",L7)

ここに,

Ll :移動のしやすさの満足度

L2 :診療の受けやすさの満足度

L3 :福祉サービスの受けやすさの満足度

L4 :買物のしやすさの満足度

L5 :知人友人との交流のしやすさの満足度

L6:文化･スポーツのしやすさの満足度

L7 :個人の移動可能性

本研究では,このQOL指標を公共交通サービスの評価指標の一つとして適用する.
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(2) QOL指標に影響を与える要因分析

ここでは,前述のQOL指標に影響を与える要因を共分散構造分析を適用して,詳細な

分析を行う･共分散構造モデルは,式(4.1)の構造方程式と式(4.2)の測定方程式から構成さ

れている.構造方程式は観測されていない潜在変数間の因果関係を表現した式で,測定方

程式は潜在変数から観測変数-の影響を現す式である.

TIOJJ+TO+0

x-0+｣

ここに　77 :内生潜在変数, E :外生潜在変数, Ⅹ:観測変数, (, E :誤差変数

B, r, A:未知パラメータマトリクス

共分散構造モデルは,パッケージソフトAmos4.0を適用して推計を行った. QOL指標に

関するパス図の推定結果を図4.5に示す.ここで,四角内の変数は観測変数を表し,上述

の潜在変数は考慮していない.

各パスのパラメータ値を見ると, ｢移動のしやすさ｣に影響を及ぼすものでは, ｢中心部

からの距離｣が最も大きく符号も負となっており,中心部から遠い集落ほど移動がしにく

くなっていることが確認できる.次いで｢バス停距離｣ ｢バス本数｣ ｢バス料金｣のパラ一

夕値が大きくなり,公共交通のサービス水準が居住する集落の移動のしやすさに大きく影

響を及ぼすことがわかる.

図4.5　OOLと各種要因の因果構造関係
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｢移動のしやすさ｣から各種活動のしやすさ-のパスは,全て符号は正でその値も非常

に大きくなっている.このことから,各種活動のしやすさに対して｢移動のしやすさ｣が

及ぼす影響は非常に大きいことが確認できる.また, ｢総合的な生活のしやすさ(QOL)｣

-のパスでは全ての符号は正であり, ｢知人友人との交流しやすさ｣の値が最も大きく,吹

いで｢移動のしやすさ｣が大きくなっている. QOLの向上では,通常の生活活動の利便性

向上も重要であるが,知人･友人等の交流といった生活の余裕や潤いに関連することが重

要であることがわかる.さらに,全ての活動に｢移動のしやすさ｣が大きく影響すること

から,中山間地域における高齢者等の活動を支援する交通確保の重要性が確認できる.

(3) QOL指標の定量化

共分散構造分析の結果より, QOL指標に対して公共交通のサービス水準が大きく影響す

ることが確認された.ここでは,交通サービス水準の変化によるQOL指標の向上を定量

化する.ただし, QOLの定量化に際しては,交通のサービス水準のみを考慮してモデルを

構築するものとする.これは,中山間地域の集落における生活のしやすさに対する公共交

通サービスの影響に着目しているからであり,診療所の新設や注文販売の宅配サービス等

の総合的な生活のしやすさを向上させる施策を同時に実施する場合には,総合的な評価が

可能なモデルの適用が必要となる.

具体的な定量化を行うために,段階評価のような序数の選択確率を表現するオーダード

プロビットモデルを適用して分析を行う.オーダードプロビットモデルは誤差分布に正規

分布を仮定したものであり, ｢代替案の効用差が大であるほど,効用が大であるほうの代替

案を選択しやすい｣というランダム効用理論に沿った分析手法である.基本式を以下に示

す.

QOLの評価が低い場合,高い場合の効用関数を,それぞれ確定項とランダム項を用いて,

次のように表現する.

Ut- Vi+ei

Ue- Vp+o.

これらの差をとると効用差(満足度が高い効用一低い効用)は次のように表される.

Ui-Ue -VrVe +si-Se

回答カテゴリーがkである場合の確率p(k)は, ∂を閥値とすると,
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P(k)-P(♂k_1≦Ui-Ue≦♂k)

-P(Ok-1≦Vi-Ve+｣l-｣≦Ok)

-P(k-1-Vi+Ve≦｣i｣e≦Ok-Vi+Ve)

�"8k二vi+Ve,,
f(e)de

l-Vi+Ve

(4.7)

と表される.ただし　E-e　　であり. f(OはEの確率密度関数である.

f(0の確率分布に正規分布を仮定するとオーダードプロビットモデルが導出される.尤

度関数は◎を標準正規分布の累積密度関数とすると,以下のように表される.

P(k)-◎( ∂ k-Vi+Ve)- ◎( ♂ k-1-Vj+Ve) (4.8)

本モデルでは,目的変数をQOL指標(総合的な生活のしやすさの満足度)の5段階評

表4.3　QOL指標算出モデルの推定結果

説明変数　　　　　　　　パラメータ値

送迎自動車ありダミー

年　　齢

免許証

女　性

中心部までの距離

デマンドダミー

バス停距離

料金(100円単位)

運行本数

定数項

閥値パラメータ　β1

閥値パラメータ　β2

閥値パラメータ　∂3

0.115 ( 1.40)

0.006 ( 3.30)**

0.008 ( 0.13)

-0.044 ( -0.73)

-0.042 ( -7.08)**

0.010 ( 0.10)

-0.180 ( -4.14)**

-0.076 ( -1.06)

0.045 ( 4.34)**

1.197 ( 5.04)**

0.874 (20.61)**

0.936 (27.33)**

1.053 (23.35)**

初期尤度

最終尤度

自由度調整済尤度比

サンプル数

-3853.28

-2314.88

0.396

1,616

** 1%有意　*5%有意( )内はt値
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価値として,説明変数は個人属性と公共交通のサービス水準としている.使用するデータ

は前述の表2.1に示す4種類のアンケート調査結果を適用した.オーダードプロビットモ

デルの推定結果を表4.3に示す.

尤度比は0.396とモデルの適合度は高い結果となった.パラメータの符号は,正であれ

ば当該説明変数が増加すれば, QOL指標が向上することを示している.交通LOSに関す

るパラメータの符号は,全て論理的に妥当なものとなった.個人属性では,年齢のみが有

意となり,その符号は正となった.つまり高齢者ほど居住している集落における生活のし

やすさに満足していることが確認出来る.交通LOSでは,バス停距離と運行本数が有意と

なりその値も大きくなった.このことから,バス停までの距離や運行本数といった運行サ

ービスの向上によってQOL指標は向上することが確認できる.

本研究では,推定したモデルによる満足度の確率の期待値によってQOL指標を算出す

る.

4.3.3　公共交通の利用しやすさ:CS指標

(1) CS指標の概要

近年,様々な社会資本や公共サービスを利用者の顧客満足度(cs : customer satisfaction)

で評価することが一般化している.公共交通に関するCS評価では,前述の秋山ら(2002),

元田ら(2002),鹿島ら(2003)のように利用者に対するアンケート調査結果を適用して,

運行サービス水準を集計分析,数量化Ⅱ類,共分散構造分析等で詳細にその要因を分析す

る事例が多い.岩倉ら(2002)は都市鉄道に対するCS調査に対して,サンプリングと集

計方法,方面別の包括的な分析の必要性,利用者が知覚したサービス水準適用の必要性,

サービス間のトレードオフを考慮し年分析結果の評価の必要性といった課題を抽出してい

る.

本研究では,前述の集落の生活のしやすさに加え,提供する公共交通サービスそのもの

を評価する指標として,このCS指標を適用する.具体的には,総合的な公共交通サービ

スの満足度が,料金やバス停までの距離などの各サービス要因に規定されるものとしてい

る.

(2) CS指標の定量化

提供する交通サービスそのものの評価指標として, CS指標の分析を行う. QOL指標

と同様に,交通サービス水準の変化によるCS指標の向上を定量化するために,オーダ

ードプロビットモデルを適用する.その推定結果を表4.4に示す.

推定結果をみると,個人属性は年齢のみを説明変数としており,そのパラメータは
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表4.4　CS指標算出モデルの推定結果

説明変数　　　　　　　　　　パラメータ値

総合病院直行路線ありタ寸ミレ

始発時刻8時以前ダミー

終発時刻17時以降ダミー

年　　齢

中心部までの距離

デマンドダミー

バス停距離

料金(100円単位)

運行本数

定数項

閥値パラメータ　01

閥値パラメータ　02

閥値パラメータ　03

0.011 ( 0.13)

0.183 ( 1.77)

-0.027 (-0.03)

0.009 ( 4.56)**

0.017 ( 2.66)**

0.484 ( 3.54)**

-0.174 (-3.79)'

-0.195 (-2.88)**

0.003 ( 0.30)

1.146 ( 4.65)**

0.670 (14.35)**

1.473 (31.97)**

0.717 (16.93)**

初期尤度

最終尤度

自由度調整済み尤度比

サンプル数

-3183.80

-1739.81

0.449

1,338

1%有意　*5%有意( )内はt値

有意となり符号は正となった.つまり高齢者ほど運行している公共交通のサービスに

満足していることが確認出来る.交通LOSでは,運行本数以外の項目が有意となり,

その値も大きくなった.このことから,バス停までの距離が遠ければcs指標は減少し,

料金が安くなればcs指標は向上することが確認できる.また,デマンド型の場合では,

ドア･トウ･ドアに近いサービスであるため,非常にCS指標の向上に寄与しているこ

とが確認出来る.

本研究では, QOL指標と同様にモデルによる満足度の確率の期待値によってCS指標を算

出する.

71



4.3.4　集落間の平等性:EQ指標

(り　EQ指標の概要

従来の民間事業者が運行するバスサービスでは,運行効率が重要視され,主たる幹

線道路を主体に運行経路が設定されていた.これに対して,自治体が関与する公共交

通サービスでは,きめ細やかなルート設定がなされていることが多くなっている.こ

のような状況の中,当該住民の居住地がどこであっても等質な外出機会を担保する視

点が重要となっている.さらに,各地で市町村合併が進む中,市街地周辺集落と山間

部集落の各種サービスの平等性や最低限のサービス水準の議論は不可避なものとなっ

ている.

本研究では,公共交通システムの評価指標として計画対象地域の集落間における平等性

をEQ (Equality)指標と定義して,具体的な評価方法の提案を行う.

(2) EQ指標の定量化

現在の市町村合併の動きの中で,市街地周辺集落と山間部集落の各種サービスの平

等性や最低限のサービス水準の検討が公共交通サービスにおいても重要となっている.

つまり,対象地域全体で設定した最低限のサービス水準に対して,全ての集落でこれ

を満たすようなサービスが享受できる状況を創出することが平等性の確保として必要

であり,そのカバー率をE(〕指標と定義付ける.本研究では,このような地域内のE(〕

指標を検討するためにGISを活用して,各種公共交通サービス水準とそれに伴う生活

利便性の格差を分析する.このような指標では,交通サービス水準そのものだけでな

く,医療機関や買物先-の移動の利便性(料金,移動時間)や地域固有の条件設定を

行うことが可能となる.

ここでは, EQ指標分析の事例として,バス停までの距離が1kmを超える集落を抽

出している.ここでは対象地域全体で,現在94.9%であるEq指標を計画後には100%

にすることが課題となる.

E(〕指標では,集落毎の年齢別人口等のデータベースを活用すれば,このような条件設

定に該当する高齢者人口の比率といったより詳細な分析も可能となる.また平等性を図る

要因として,通院にかかる移動費用や所要時間,広域移動の可否等,様々な移動機会平等

を図る指標が考えられる.
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★　バス停距離1km以上の集落

1 km 以 内の集 落 カバ■ 率

94.9%

図4.6　バス停までの距離1km以上の集落分布(島根県大原郡,飯石邪)

4.4　各指標の特徴と適用

前述の採算性及び採算性以外の3つの指標の特徴は表4.5にまとめる通りである.これ

らの指標は必ずしも独立ではなく,時には相乗効果をもつ場合があったり,時には相反す

る場合もある.実際の公共交通計画に当たって,どの指標を重視し優先すべきかは対象地

域の置かれた環境によって異なる.したがって,その判断は政策決定者の裁量によること

になり,各指標は判断のための客観的資料として位置づけられる.

さらに,採算性と採算性意外の評価指標の関係を考察する.図4.7はこれら関係を示し

たものである.縦軸に提供する公共交通のサービス水準を取る,これは導入する公共交通

の総運行距離と考えることもできる｡また､底面の3軸を採算性以外の評価指標とする｡

三角柱の体積が当該サービスに対する運行経費であり,三角柱の頂点は上方に増加すると

(交通サービス水準を向上させると)採算性以外の評価指標が増加するため,底面積が増

加するが,体積が増加するため運行経費が増加する.収支が均衡する採算ラインは底面に

平行な水平面(面A)で示され,人口集積が多い地区であればより上方に位置することと

なり,料金収入以外の補助金等の投入によって下方に移動する.

従来は,採算性つまり縦軸のサービス水準に対する体積の比だけが非常に重視されて公

共交通の運行がなされてきた.しかしながら,今後の中山間地域の公共交通計画に際して
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表4.5　4つの評価指標の特徴

指標の種類 評価の対象 指標の質 評価の範囲

採算性

(PR 指標)

供給側 (あるいは運営者) 供給す る交通サービス 供給する公共交通サー

の投入可能な予算に応じ 水準に対す る需要量と ビス全体,及び個別路線

た適正な公共交通サー 運行経費からの客観的 の評価を行 う●

ビス水準を評価する● な指標である●

暮らしやすさ

(Q O L 指標)

需要側 (あるいは利用者) 利用者の暮 らしやすさ 個人単位に算出される

の集落の住環境をこ着 目 に対する満足度の 5 段 評価値を,集落に居住す

して,公共交通サービス 階評価値 といつた主観 る平均的な個人属性で

の改善によつて住民の暮 的な指標であるが,集落 地区単位の指標として

らしやすさの水準を向上 の平均的な評価値とし いる●これによつて,集

の程度を評価する● て客観的な指標に近づ 落を経由する個別路線

けている● の評価を行う●

顧客満足度

需要側 (あるいは利用者) q 0 L と同様に, 利用者 Q 0 L と同様に, 個 人単

の公共交通サービスに対 の公共交通サービスに 位に算出される評価値

する満足度を評価する■ 対する満足度の 5 段階 を,集落に居住する平均

評価値 といつた主観的 的な個人属性で地区単

(C S 指標) な指標であるが,集落の 位の指標としている●こ

平均的な▲評価値 として れによつて,集落を経由

客観的な指標に近づけ する個別路線の評価を

ている● 行 う●

平等性

(E(∋指標)

需要側 (あるいは利用者) 様々な公共交通サービ 供給する公共交通サー

の居住する集落間のサ スの要因 (例えばバス停 ビス全体,及び個別路線

ービスの違いを評価する 距離)といつた客観的な の評価を行う●

ものであり,■対象地域全

域での最低水準のサー

ビス享受の可否や市町

村合併等での地域間格

差の是正を図る●

指標を適用する●

は,住民が享受できる生活水準を考慮して,その運行水準を決定することが必要である.

つまり公共交通計画者である自治体が住民に保障する生活の水準を決定して,必要となる

底面の面積を確保する運行計画を行うことが重要となる.このような考え方を行うと,採

算ライン上側の体積である投入費用は公共交通サービスを補助するものという位置づけで

はなく,住民の生活水準をある一定水準以上に維持するために必要な行政経費であると考

えることができる.

また,同じ採算性による運行であっても底面の三角形の形状を正三角形に近づけるのか,

平等性に特化した形状とするのかといった個々の詳細計画の決定も行う必要があり,自治

体の行政サービスのあり方に対する考えに依存するものである.
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(1)全ての運行サービス水準が高い場合 (2)サービス水準を下げた場合

(3)住民の平均的なQOLとCS向上を重視　　　(4)集落間の平等性(EQ)を重視

図4.7　採算性と採算性以外の評価指標の関係図
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4.5　公共交通サービス評価のケーススタディ

(1)対象地域の概要

ケーススタディの対象地域は,山間部であるため公共交通の運行効率が低く,過疎化･

高齢化の進行が顕著な島根県吉田村に着目する.吉田村は島根県の中山間地域に位置し,

人口2,434人で高齢化率33.4%と過疎化高齢化の進行が顕著である･.当該町では隣接の6

町村による市町村合併の動きが進捗中であり,これに伴って公共交通の再編が計画されて

いる.町内では自治体が関与する80条バスが3路線運行されているが,山間部の地形条件

から,その運行効率は低く運行のサービス水準も低くなっている.

バス路線

A 集 落

■ 分析対象集落

図4.8　吉田村のバス路線と集落の現況

(2)各指標の適用結果

対象地域内から3つの集落を抽出して,現行の交通サービスに対する各評価指標を

算出するとともに,現行の路線バスをDRTに変更した場合の評価指標を算出する.こ

れは,町村合併の進捗によって隣接する島根県掛合町のDRT予約システムを活用する

ことが可能であり,運行範囲の拡大は各種経費削減のメリットが両自治体にあると考

えられるためである.

比較結果を表4.6に示す.ここでQOL及びCS指標の値は,オーダードプロビット

モデルによる期待値算出結果を10段階評価値に換算したものである.
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表4.6　吉田村における3集落の比較

集落 集落 A 集落 B 集落 C

既
存
路
線

ノヾ
ス

運行便数 3 便′日 3 便′日 3 便′日

料 金 20 0 円

バス停距離 2.72km 1.97km 0.67km

Q 0 L 指標 3.99 4 .3 0 5 .15

C S 指標 4.2 8 4 .5 9 4 .99

E q ■指標 88.8% (バス停距離 1km 以内のカバー率 )

D

R

T

J3ifj f'H 5●5 往復 5●5 往復 5●5 往復

料 金 300 円 30 Q 円 300 円

バス停距離 0.0 1km に設定

q 0 L 指標 5.2 7 5 .24 5 .50

C S 指標 6.03 6 .04 5 .94

E (∋指標 100% (バス停距離 1k m 以内のカバー率 )

(3)指標を適用した評価の考察

既存路線バスサービスからDRT導入による効果を提案した評価指標から考察する.主な

サービスの違いは,運行便数の増加しバス停までの距離がoになる反面,料金が上昇する

ことである. QOL指標では, DRT運行によって5を下回っていた集落1, 2の期待値が中

間値以上に向上する結果となった.また, cs指標ではDRT導入によって集落2, 3で6

を超える結果となり非常に満足度が向上することが確認できる.ただし,集落1では5未

満であり,病院-のアクセス性向上といった他の施策の導入も検討する必要がある.この

ようにQOL指標とcs指標の結果の評価に当たっては, i)満足度の期待値が5 (中間値)

以上となる,並)目標とする集落と同程度の水準になる等,対象地域で独自の基準を設定す

る必要がある･バス停までの距離1km以下という基準におけるEQ指標では, DRT導入に

伴って100%の達成度が確保されることとなる.このように過疎地域における公共交通の

計画では,交通サービス水準が及ぼす各種影響を十分把握して検討することが不可欠であ

る.
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4.5　まとめ

本章では,中山間地域の公共交通計画の検討に当たって,採算性とそれ以外に重要とな

る評価指標として｢(〕OL指標｣, ｢cs指標｣, ｢Eq指標｣を提案した.

採算性の評価では,需要予測結果から算出可能な料金収入に対して,対比する必要があ

る具体的な運行経費算出方法を示した上で,多様な運行計画代替案を抽出する必要性を示

した.

QOL指標は,交通サービス水準の向上によって中山間地域の集落における生活のしやす

さの向上を図るものであり,総合的な集落の生活のしやすさの5段階評価値と定義付けた.

ここでは,アンケート調査結果を基に共分散構造分析を適用して高齢者等の生活に及ぼす

移動手段の確保の重要性を確認した上で,定量化の手法としてオーダードプロビットモデ

ルを提案した.

CS指標は,交通サービスそのものの満足度の5段階評価値であり, QOL指標と同様に

オーダードプロビットモデルを適用して定量化を行うものである.

Eq指標は対象地域内における集落間の等質な移動機会を担保する視点に基づいており,

様々な要因から平等性を図るものである.定量化に当たっては,設定した平等性の評価要

因の目標水準に対するカバー率と定義した.また,各評価要因の水準は, GISの機能を活

用して容易に計測できるものとした.

提案した評価指標を適用したケーススタディの結果から,これら指標を適用した公共交

通計画によって,より効率的で効果的であるとともに,地域の住民の利便性を高めること

が可能になることが確認できた.
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第5章　総合的な生活支援施策に対する公共交通計画

5.1高齢化がより進行した集落における生活と政策課題

5.1.1過疎集落に対する総合的施策の必要性

前章では,中山間地域における公共交通計画の評価指標として採算性以外の｢qOL指標｣

｢cs指標｣ ｢E(〕指標｣を提案した.これら指標と採算性を総合的に検討することによっ

て,自治体が目指した地域住民の生活水準を確保できる公共交通の効率的な計画が実現で

きる.ただし,これら指標は公共交通の運行によって生活が維持できる程度の人口集積や

高齢化率を持っ集落を対象としている.

一方で,より過疎化が進行する地方部の集落では,非常に急速な少子高齢化が進行して

おり,公共交通機関の衰退のみならず,医療,消費等生活関連サービスが希薄なことから,

さらなる地域コミュニティの弱体化を招いており,地域の存続さえ危ぶまれている集落も

存在している.このような集落に対して,各自治体は厳しい財政状況の中で高いサービス

水準での公共交通サービスの提供は困難であることが予想され､シビルミニマム的な観点

からのモビリティの確保のための施策が中心となる.このような過疎集落において,今後

の高齢者の生活を効率的,効果的に支えていくためには,交通,医療,福祉に限らず生活

全般にわたる視点から総合的な施策を推進する必要がある.

本章では,過疎地域の集落における前述のqOL指標に着目して,交通環境が各種活動

のしやすさに及ぼす影響を分析する.また,高齢者の生活を支えていくために,交通だけ

でなく各種活動全般にわたる視点から総合的なqoLを向上させる要因を明らかにする.

さらに,交通のLOSと各種活動を支援する施策の代替関係に関して詳細な分析を行って,

過疎集落に望ましい総合的な施策のあり方を検討する.

5. 1.2高齢者の活動や施設サービスに関する既往研究

前述のような背景の中,高齢者の生活活動に着目した交通行動に関する研究や交通サ

ービスだけでなく福祉サービスや各種施設整備計画に関する研究が数多くなされてきてい

る.高齢者に対する施設サービスに関する研究としては,福祉施設整備に関する研究が増

加しつつある.近藤ら(2001)は,高齢者介護サービスの地域的な需給アンバランスに着

目して,移動時間に待ち時間を加えた総所要時間最小化から適切な施設配置法を提案して

いる.春名ら(2000)は,広域連携型高齢者福祉サービスに関して,地域に配置された拠
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点施設に必要な機能の規模等をモデル分析を通して検討を行っている.これら施設サイド

からの分析からは,在宅介護サービスや施設サービスにおける移動の最適化が考慮される

こととなる.高齢者の生活や活動を支援するためには,このような施設配置の最適化に加

えて,施設の立地や移動利便性の向上が及ぼす影響を明らかにすることも重要となる.

本章では後段の諸研究と同様に交通サービスと施設サービスの評価に着目するもので

あるが,特に超高齢化が進む過疎集落に対する施策評価に対する分析を行うものである.

5.2　超高齢化が進む集落における交通環境とQOしの関係

5.2. 1超高齢化が進む集落の生活実態

(1)実証分析対象地域における調査概要

本研究では,今後の超高齢社会における過疎地域の集落を考察するために,島根県大社

町鵜鷺地区を対象にして調査を行った.当該地区は鷺浦集落と鵜峠地区によって構成され,

人口361人(鷺浦250人,鵜峠111人),高齢化率56.8% (鷺浦52.9%,鵜峠65.4%)と人

口減少と高齢化が著しく集落崩壊の危機を迎えている状況にある.当該地区は半島部に位

置しており,道路状況は劣悪であるとともに,路線バスは1日4往復,町中心部までの運

賃500円以上と交通のLOSは低いものとなっている.両集落間の距離は約2kmであるが,

道路が未整備であるため,バスの運行は不可能な状況にある.医療に関しては,地区内に

週2回の診療を行う診療所があるものの,緊急時には町中心部の医院や隣接する出雲市の

総合病院での受診が必要となる.また,商業施設は鷺浦地区にのみ個人商店が存している

状況である.

当該地区を対象にした実証分析では,全ての世代の行動や施策-の意向を把握するため

に,両集落に居住する中学生以下を除く全居住者を対象にしたアンケート調査を実施した.

調査内容と結果の概要を表5.1, 5.2に示す.調査票の回収状況を見ると,非常に高い回収

率を得ることができた.この結果は,地区懇談会で事前に連絡するとともに,町内会単位

での配布･回収方式を採用したこと,さらに住民が生活改善(集落の維持)に対して問題

意識を有していることが大きな要因であると考えられる.また,追加調査として各世帯を

訪問してインタビューによるコンジョイント調査を実施した.
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表5.1調査の内容

個人属性

近隣に住む血縁者

!*%'

普段の外出

路線バス

各種サービス

生活の満足度

年齢,性別,職業,免許証　等

有無,訪問頻度

利用,必要性等

目的別,頻度

利用頻度,必要性

地区内において,改善や整備すべき施設やサービス

活動別,総合的

コンジ=インjlJ謬蒼　交通サービスと施設整備(追加調査)

表5.2　調査結果概要

調査対象　鵜鷺地区に住む中学生以下を除く回答可能な全住民

調査　日　時　　　　　　　　　H12年10月5-24日

調査方法　町内会役員を通じて配布,記入後町内会で回収

配　布　数

回　収　数

349

288　　回収率　82.5%)

119　　コンジョイント)

(2)調査対象地域における生活実態

アンケート集計結果から,対象地域における生活の実態を分析する.回答者の個人属性

をみると,年齢では60歳以上が7割を占めており,当該地区の高齢化率の高さが確認でき

る.家族構成では,ひとり暮らしが2割弱となっており,夫婦のみは約4割である.つま

り,約6割の世帯が高齢者の独居あるいは夫婦世帯であり,今後の生活活動を補助する層

が世帯内に保有していない状況である.免許証では, 4割強が自動車またはバイク等の免

許証を保有しているだけであり,残りの6割の地区外-の移動は自動車-の同乗かバスに

依存する必要がある.また,世帯内での自動車保有では, 6割弱が自動車を保有している

が残りの4割は世帯内での同乗による移動も不可能である.このことから,高齢化が非常

に進行した地域では,移動における公共交通サービスの役割が非常に大きいことが確認で

きる.
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図5.1　回答者の個人属性
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図5.2　回答者の主な利用交通手段

次に,本対象地域における主な利用交通機関を図5.2に示す. 50代以下では80%以上が

自分で運転する自動車･バイクを利用しているのに対して, 60代以上では半数以上が路線

バスを利用するとともに,約25%が自動車同乗によって移動手段を確保しており,高齢者

ほど自由な移動に制約があることが確認できる.

上述のような年代による移動条件の基で,図5.3に年代別の活動目的別の外出先の構成

割合を示す.医療機関での受診先を見ると, 50代以下では約8割が地区外病院を利用する

のに対して, 60代以上では約半数が地区内診療所の利用を行っていることがわかる.同様

に,日用品の買物先では, 50代以下がほとんど地区外で買物を行うのに対して, 60代以上
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受診先

50代以下

60代以上

日用品
買物先

50代以下
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趣味娯楽先
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60代以上

知人友人
訪問先

50代以下
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地
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図5.3　活動目的別外出先の構成割合

では3割強が地区内で買物を行っている.趣味･娯楽は全年代において行動そのものが少

なくなっているとともに, 50代以下では3割強が地域内であるのに対して, 60代以上では

約半数が地区内での行動となっている.知人･友人-の訪問先を見ると, 50台以下では約

4割が地区内であるのに対して, 60代以上では約7割が地区内となっている.このように

移動に制約を持っ高齢者は,全ての活動において地区内での外出行動が多くなっており,

移動制約によって行動範囲が狭くなると同時にサービス水準が低い各種活動を選択しなけ

ればならない状況となっていると考えられる.

(3)活動別生活のしやすさの満足度

上述のように移動制約のある高齢者では,各種活動範囲が狭く,サービス水準の高い活

動を享受する機会が少なくなっている.ここでは前述のQOLに着目して,交通条件の改

善といった方策だけではなく,生活全般に渡る総合的な対策を検討するために, ｢各活動の

しやすさの満足度｣と｢総合的な生活のしやすさの満足度｣を分析する(図5.4).

｢移動のしやすさ｣では,全年代でほぼ半数が不満足となっている.これは公共交通機関

利用者のみならず,道路状況の悪さから自動車利用者の満足度も低いことを示している.

｢診療の受けやすさ｣では, 50代以下より若干60代以上の満足度が高く,利用度の高い

地区内の診療所の評価が反映されていると考えられる. ｢福祉サービス｣は50代以下の利

用はほとんどないため,約7割が｢どちらでもない｣と回答している. ｢買物のしやすさ｣,
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50代以下

60代以上
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50代以下
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50代以下
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0%　　　20%　　　40%　　60%　　80%　　1 00%

図5.4　活動別及び総合的な生活のしやすさの満足度

｢文化･スポーツのしやすさ｣, ｢知人等交流のしやすさ｣では,全て60代以上の方が高い

満足度を示しており,同様に｢総合的な生活のしやすさ｣についても60代以上の満足度が

高い結果となった.高齢者は移動制約の多さから活動範囲が狭く,享受できる各種サービ

スの水準も低いものの,生活を営んでいく上で必要以上のサービスを求めておらず現状に

満足している傾向が大きいものと考えられる.

5.3　移動のしやすさと生活しやすさの要因分析

移動制約を持つ高齢者の生活のしやすさを向上させる要因を明らかにするために,総合

的な生活のしやすさの代理指標として前述の｢qOL指標｣を用いて, ｢移動のしやすさ｣

と｢各種活動のしやすさ｣との間の因果構造について共分散構造モデルにより分析する.

モデル構築にあたっては, ｢個人の移動可能性｣は｢移動のしやすさ｣を含む全ての活動の

しやすさに影響を与えるとし, ｢(∋OL指標｣は｢移動のしやすさ｣と各種活動のしやすさ
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によって規定されるものと仮定している.また,生活のしやすさに影響を及ぼす活動の指

標として, ｢医療健康福祉の受けやすさ｣, ｢買物のしやすさ｣, ｢交流のしやすさ｣を採用し

ている.

各観測変数と潜在変数は表5.3に示す定義のとおりであり,因果構造を表す全体モデル

のパスを図5.5に示す.モデルの推計はAmos4.0を用いて行った.各パスのパラメータは,

符号が正であれば両変数間には正の因果関係があることを示している.またt値が1.96以

上であれば当該パスは本モデル内で有意であることを示している.

潜在変数｢個人の移動可能性｣の観測変数を見ると, ｢年齢｣のみが負であり, ｢免許証

保有｣や｢世帯内自動車｣が正であることから,個人の活動ポテンシャルの大きさを示し

ている.

各潜在変数間のパスでは, ｢個人の移動可能性｣から｢移動のしやすさ指標｣ -のパス

は正であり,活動ポテンシャルが高いほど移動のしやすさは高くなることがわかる.

｢移動のしやすさの指標｣から｢交流のしやすさ｣, ｢買物のしやすさ｣ -のパスは正で

あり有意となっている.このことから,移動のしやすさが生活の質や買物のしやすさを向

上させていることがわかる. ｢個人の移動可能性｣から｢医療健康福祉の受けやすさ指標｣

のパスは負であり有意となっている.これは活動的な人や若年齢層にとっては,一般的に

医療･福祉サービスは必要としていない人が多いこと,慢性疾患を持つ高齢者が身近な医

療サービスを必要とするのに対して,若年層では緊急時の医療サービスがより重要である

ためであると考えられる.

表5.3　共分散構造モデルで用いる変数の定義

潜在変数　　　　　　　　　観測変数　　　　　　　　　数　値

個人の移動可能性 性別　　　　　　　　　　　1.男　　o.女

年齢 1.10代　2.20代
3.30代　･ ･ ･
6.60代　7.70代

住所　　　　　　　　　　1.鷺浦　o.鵜峠

免許証保有　　　　　　　1.あり　0.なし

世帯内自動車　　　　　　1.あり　0.なし

｢移動のしやすさ｣
｢医療健康福祉の受けや

すさ｣
｢買物のしやすさ｣

｢QOL向上｣
｢総合的な生活のしやす

さ｣

｢病院受診,日用品買物, 1ヶ月の外出回数
知人訪問,娯楽,総外出｣
回数

｢移動,診療,福祉サー1.満足
ビス,買物,知人･友人　2.やや満足
との交流,文化･スポー　3.どちらでもない
ツ,総合的な生活｣のし　4.やや不満足
やすさ　　　　　　　　　　5.不満足
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t虐■の(-)ぼ/loラメ一夕#Eの基準tを名

図5.5　移動しやすさ及び各種活動のしやすさとQOLの間の因果構造モデル

｢(〕oL指標｣ -のパスは全て有意にならなかった.これは対象地区に居住する高齢者の

総合的な生活のしやすさの満足度に対する意識が,本研究で仮定しているような各種生活

環境から合理的に構成されるものではなく,より高い水準を知らないことに起因する現在

の水準での満足やあきらめ感から形成されていることが考えられる.これに関しては,今

後住民参加による地域づくりや学習を通じた意識の変化によって,生活利便性に対してよ

り正確で的確な評価がなされるものと思われる.

また,各活動のしやすさ指標からのパスは全て正であり,各種活動がしやすくなること

によって生活のしやすさは向上することが確認できる.また,各潜在変数の中でも｢医療

健康福祉の受けやすさ指標｣からのパスのパラメータ値が最も大きく,超高齢化の中にあ

る過疎集落において総合的な生活の質を向上させるためには,医療･福祉サービスの充実

が最も重要であることが確認できた.
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5.4　交通サービス改善と施設整備との代替関係

5.4.1コンジョイント調査の概要

ここでは,前章で分析を行ったQOLを向上させる各種施策に対して,限られた財政条

件の中で効率的に総合的な施策を実施していくために,交通サービスと買物や医療といっ

た生活施設の整備施策との代替関係を分析する.分析には,マーケティングリサーチの分

野で発展し,近年土木計画の分野での適用事例が多くなっているコンジョイント分析を適

用する.コンジョイント分析は,サービスや商品が持つ属性間の代替関係の分析に効果的

な手法であり,属性とその水準の組み合わせで記述されたプロファイルに対する個人の選

好を順位づけデータによって分析するものである(藤原他1988).

調査対象地区は図5.6に示すように2つの集落から構成されており,集落間の道路が未

整備であるためバスの通行は不可能であり, 2系統のバスが各々運行している状況である.

当該調査実施時には,両集落間の道路整備が進捗中であり,整備完了後はバス路線は1系

統になる予定であった.また,診療所は鷺浦地区にのみ存しており,鵜峠地区からの診療

所訪問にはタクシーを利用している.同様に商店に関しても鷺浦地区にのみ存している状

況である.

このような現状を背景にして,新しいバスのサービスを検討するとともに,様々な生活

支援のための施策を検討するためにコンジョイント調査を実施した.具体的には,バスの

料金や運行本数といった交通のサービス水準,診療所の設置場所,電話等で注文可能な買

物宅配サービスの有無といった4つの要因に関して,表5.4に示すプロファイルを適用し

た.

本研究では,実験計画法の直交配置表によって27個のプロファイルを作成して, l被軟

者に対して9個のプロファイルの順位づけデータを収集した.

図5.6　対象地区の現況
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表5.4　プロファイルの各要因サービスレベルの設定値

要 因 水準 1 水準 2 水準 3

バスの料金 200 円 300 円 500 円

バスの運行本数 1 日10 便 1 日6便 1 日4 便

買物宅配

サービス
あり なし ～

診療所の 両地区に 鷺浦地区 ■両地区とも

立地場所 設置 に設置 設置しない

5.4.2ランクロジットモデルとデータのセグメント

コンジョイント調査で得られた順位づけデータに対して,下式に示すランクロジットモ

デルを適用して分析を行った.

p (1,2,..., n)

肘
E
;
i

ニ
e xpto

皇exp("サ
>=A

(5.3)

ここに　P (l,2,--;n):選択肢1が第1位に,選択肢2が第2位にというように選好順位

がつけられる確率

V, :選択肢jの効用関数の確定項

式(5.3)は,順位づけの確率を選択肢n個の中から1番目が選ばれる確率, 1番目の選択

肢を除いた残りの中から2番目の選択肢が選ばれる確率,といった各順位での確率の積と

して表現したものである.

マーケティングリサーチの分野では,このランクロジットモデルを適用して個人のパラ

メータを推定し,クラスター分析等によってセグメントを行って,商品の属性に関する感

証

図5,7　セグメントとランクロジットの最終尤度

89



度を詳細に分析している(片平1989).本研究では,個人間による意識や選好の違いより

も年齢や居住地といった社会経済属性による違いが顕著であると考えられることから,予

めデータをセグメントした上でセグメント毎に共通のパラメータ推定を行った.具体的に

は,図5.7に示すように地区,年齢,免許証の有無によってデータを6つのグループにセ

グメントして,それぞれのグループについてランクロジットモデルの推定を行う.

βgをセグメントgのパラメータベクトルとすると,次式によってパラメータベクト

ルのセグメント間の違いについて検定できる.

z2 --2 0β,-妾o(o8)　　　　　　(5.4)

ノヽ

ここに, L(β)は,セグメントを行わないプールデータを用いたモデルの最終尤度であり,
ノヽ

10はセグメントgのデータを用いたモデルの最終尤度である･式(5.4)が,自由度K

(パラメータ数)のカイ2乗分布に従うため,カイ2乗検定により,パラメータベクトル

の差の検定が可能となる(Ben-Akiva 1985).

セグメントの妥当性の検証結果を表5.5に示す.結果として地区によるセグメントと鷺

浦地区における年齢(高齢者,非高齢者)によるセグメントの間に有意な差があることが

明らかになった.これは両地区における各種施設のサービス水準が大きく異なること,鷲

浦地区では鵜峠地区に比べて高齢化率が低いことに起因していると考えられる.

表5.5セグメントの妥当性の検証

セ グメ ン ト
最 終尤度 の差

式 (5)
自由度 Ⅹ2

5%
判 定

地 区 6 6.06 5 l l.0 7 ○

鷺浦 一年齢 2 5.24 5 l l.0 7 ○

､ノ 鵜 峠ヰ 齢
1.4 0 5 l l.0 7 ×

免 許 (鷺浦 高齢 者 ) 3 .75 5 ll.07 ×

免 許 (鵜 峠高齢 者 ) 2 .25 5 ll.07 ×

有意となった上記セグメントデータを用いて,ランクロジットモデルの推定を行った.

推定結果を表5.6に示す.

尤度比を見ると,鵜峠地区に比べて鷺浦地区では非常に低い結果となった.鵜峠地区の

場合,診療所や商店等が現在なく,生活を営んでいくための各種サービス水準が低いため

に,各施策の重要性が非常に高いのに対して,鷺浦地区では現状のサービス水準が高いた

め施策に対する重要性が低くなっていると考えられる.
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表5.6ランクロジットモデル推定結果

セグメント　　　　　　　　　鷺浦地区

説明変数　　　　非高齢者　　　　　　高齢者

鵜峠地区

バス料金　　　-o. 279　　**　　　-0. 123　　*#　　　　-0. 438　　**

(100円　　　　(4.39)

運行本数　　　-o. o21

(o. 66)

買物宅配　　　-0. 073

ダミー　　　(0.45)

診療所1箇所　　0.702

(3. 39)

診療所両地区　　0. 977

(4. 64)

(2. 82)

0. 023

(1.05)

0. 083

(0. 71)

(8. 01)

0. 120　　　#*

(4. 84)

0.318

(2. 39)

**　　　　1. 174　　　**　　　　　1. 558　　　**

(7. 50)　　　　　　　(8. 15)

**　　　　　0. 492　　　**　　　　　　2. 064　　　**

(3. 17)　　　　　　(10. 05)

初期尤度

最終尤度

尤度比

サンプル数

-959. 56

-950. 05

0.057

76

-550. 48

-452. 31

0. 178

43

( )内はt値　**!%有意, *5%有意

パラメータ値を見ると, 3つのグループともバス料金,診療所ダミーが有意となってい

る.バス料金のパラメータの絶対値は鵜峠地区で大きくなっており,生活施設の整備水準

が低い当該地区においては,町中心部に安く移動できることが非常に重要であることがわ

かる.診療所両地区ダミーにおいても鵜峠地区の値が最も大きくなった.このことから高
＼

齢化が進む当該地区において,集落内に診療所の設置を要望する意向が高いことがわかる.
､5iG

バ大の運行本数では,鵜峠地区のみが有意となった.これはバス料金と同様に,他の施策

のサービス水準が低い当該地区におけるバス交通の重要性を示しているといえる.
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5.4.3両地区のサービスの重要度の比較

両地区における各種サービスに関する感度について詳細な比較を行うために,全てのパ

ラメータについて下式に示すようにバス料金(xfare)に対する各サービス変数(xm)の相対

的重要度(Rm)を算出する.

(5.5)

ノヽ　　　　　　　　ノヽ

βm, βfareは表5.6のパラメータで,鷺浦地区は高齢者の値を用いる.表5.7によると,

バスの運行本数,買物宅配ダミー,診療所両地区ダミーに関しては,両地区ともにほとん

ど同じ重要度を示した.これに対して,診療所立地の鷺浦地区1箇所ダミーに関しては,

鷺浦地区で相対的重要度が非常に大きくなった.鷺浦地区には現在診療所が存在しており,

既存施設が無くなる事に対して抵抗感が非常に大きいことが原因であると考えられる.こ

のことから,過疎集落における各種施策では,既存施策を有効に活用した施策を推進する

ことが重要であることが確認できる.

表5.7両地区のバス料金に対する各変数の相対的重要度

説明変数　　　鷺浦地区　　鵜峠地区　　　単位

バス料金　　　　1.00　　　　1.00

運行本数　　　　　19

新規買い物
67

サービス

診療所1箇所　　　　954

診療所両地区　　　　400

5.5　まとめ

27　　　　　円/本

73　　　　　円/あり

356　　　　円/あり

471　　　　円/あり

本章では,今後の超高齢化が進行する過疎地域の集落における各種施策を分析するため

に,高齢化率56.8%の集落で全住民を対象としたアンケート調査を実施した.調査結果か

ら,移動に制約を持つ高齢者は行動範囲が狭くサービス水準が低い各種活動を選択せざる

を得ないこと,必要以上のサービスを求めておらず現状に満足している傾向が大きいこと

が明らかになった.また,過疎地域の高齢者に対する交通サービスや各種生活サービスに
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対する評価の指標として総合的な生活のしやすさを表現するQOL指標を適用し,共分散

構造分析によるこれら施策間の因果関係を分析した.その結果,移動のしやすさが向上す

ることによって,各種活動のしやすさが向上することがわかった.また,過疎集落の高齢

者のqOL向上のためには,医療福祉サービスの充実が重要であることがわかった.

さらに,限られた財政条件の中で総合的な施策を展開していくために交通サービス改善

と各種活動施設整備の代替関係をコンジョイント分析を適用して分析を行った.分析結果

からは,各種活動施設の整備水準が低い当地区からは,町中心部-安く移動できることが

重要であるとともに,地区内-の医療施設の立地が重要であることがわかった.

以上のことから,過疎化や高齢化が急速に進行している中山間地域の集落において高齢

者等の生活を確復するバス等公共交通機関の計画に当たっては,採算性等の交通サービス

からだけでなく,本研究で定義したような医療,福祉,買物といった総合的な生活支援施

策からqOLの向上といった指標を適用して評価を行う必要があることが確認できた.
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第6章　GtSを活用した公共交通計画支援システムの開発

6.1交通計画におけるGISの適用

地理情報システム(GeographiclnformationSystem: GIS)とは,地理･空間等における数

値､文字､＼′ノ画像等の地図情報と他の都市計画や道路,通信データ等を統合利用し,高度な

分析かつ迅速な判断を可能とするだけでなく,自由で容易なデータの検索;融合,利用を

可能とするものである. GISは1970年代から発展した技術であり,社会の情報化の進展,

コンピューターの高性能化,基盤的数値地図の整備推進等によって,近年急速に普及して

いる.さらに,各種データベース　GPS (GlobalPositioningSystem),リモートセンシング,

ナビゲーションシステム,シミュレーションモデルといった周辺技術の発展によって,そ

の利用可能性は非常に幅広いものとなっている(JACICHP).また,近年ではWeb-GISを

活用して専門家による情報発信だけでなく,住民参加型のシステムによる地域マネジメン

トの実現も増加してきている(藤山, 2003).

交通分野に対するGISの適用は,一般的な空間情報である座標と高さに加えて時間軸を

導入した四次元GISとしての活用が効果的であり,運行管理,路線選定に関する計画支援,

交通需要予測の実務支援等に大きく寄与するものである.

運行管理に関しては, GISの時空間検索機能が有効であり,運行管理の策定や変更が容

易に行うことができる(Faghri,2000).

路線選定に関しては,詳細な土地利用と人口分布等の統計情報データベースとGISの空

間検索機能や最短経路探索機能を統合して,利用者の分布や特性を考慮した効率的な路線

選定の支援が可能となる(Ramirez, 1996).

交通需要予測のうち自動車交通に関しては, GISと交通需要予測ソフトとの統合利用に

よって,データの編集や配分結果の表示が容易に提示できる.また,最短経路検索機能等

のネットワーク解析機能を活用することによって,新しい交通需要予測が可能となる(杉

恵　2003　原田, 1999;Thill, 2000).

また,公共交通サービスの需要予測に関しては,駅やバス停を中心とした空間検索機能,

あるいは非集計行動モデルとの統合によって,容易に計画代替案に対する需要予測が可能

となり,上述の路線選定と組み合わせて活用することも容易である.このような公共交通

サービスの需要予測や運行計画に対してGISを適用した研究は,近年数多く行われている.

都市部の鉄道計画支援システムとして開発されたGRAPEは, GISの機能を活用して路

線選定,需要予測,財務分析,費用便益分析を容易に行うものである(内山他　2001高

久　2000　瓜生他, 2003).

杉尾ら(2001)は　GISと電子地図,人口等の諸データ統合し,バス路線および路線網
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の評価指標を算出することで公共輸送網計画を支援するシステムの構築を検討している.

本研究においても, GISの空間検索機能やネットワーク解析機能を用いてデータを作成

するとともに,需要予測モデルと運行経費算出システムおよび採算性以外の評価指標モデ

ルとGISを適用する.これら一連のフローを簡便な操作で行えるGISを活用した公共交通

計画支援システムを開発する.

J

6.2　GIS集落データベースの概要

本研究で適用するGISデータベースは,島根県中山間地域研究センターが整備している

データである(島根県中山間地域センター2000,藤山2002).データベースは,図6.1に示

すように｢公共交通データ｣ ｢集落特性データ｣ ｢拠点施設データ｣に分けられ,その概要

は以下のとおりである.

①　公共交通データ:路線名,ルート,ダイヤ,運行形態,バス停　等

②　集落特性データ:年齢階層別人口,高齢化率,利用バス停と集落中心からの距離,

松江圏･雲南広域圏･出雲圏

バス停までの臣巨離

･ 200m以内
�"500m以内
olkm以内
�"2km以内
-4km以内
☆4km以上

●　連続先
LL　買い物先

一般匡遊
山主要地方道および一般県連
-一般道

醜;≧⊇孝三毛多J Tス描線

市町村焼野

図6.1島根県東部におけるバス路線.集落,通院先,買物先GISマップ
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路線便数,買物･通院先と所要時間･運賃　等

③　拠点施設データ:拠点的な買物施設及び病院のサービスデータ(営業日･時間,

利用バス停と距離　等)

本システムの特徴として,需要予測や各種評価を行う基礎単位に集落を用いていること

が挙げられる.集落データは,人口の重心位置をGIS上で表示して,上記の各種情報を持

たせている.従来の都市部を対象としたGISを活用したシミュレーションツールでは,人

口メッシュデータ等を用いて駅やバス停を中心とした面的な情報検索を行っているものが

多い.これに対して,本システムでは集落を点データとして扱っており,各種計算を容易

に行うことが出来る.特に山間部では,各集落は谷筋の可住地に点在しており,面的な情

報を必要としない場合が多い.さらに,このような地域では,交通政策のみならず教育や

福祉政策についても集落単位で実施されることが多く,他の用途でもシステムを有効活用

できるとともに,自治体の計画者にとって政策の評価がより理解しやすいという利点を有

している.

6.3　公共交通計画支援システムの概要

6.3.1システムの基本と対象

本システムは,近年の厳しい財政状況の中,効率的,効果的に住民の移動手段を提供す

るために, GIS　を活用して計画代替案の検討や評価を第　4章で提案した｢採算性

(pro丘tability : PR指標)｣と｢採算性以外の評価指標｣から算出するものとする.採算性

以外の評価では,公共交通サービスによる｢暮らしやすさ(QOL指標)｣, ｢顧客満足度(cs

指標)｣, ｢集落間の平等性(Eq指標)｣から評価を行う.

また,中山間地域の生活交通を支える近年の公共交通サービスは,固定ルートの乗合路

線だけでなく多様な形態によるサービス提供がなされている.例えば, DRTと呼ばれる電

話等による予約(需要)に応じて柔軟なルートを運行する交通システムの運行や需要に適

した車両サイズによる運行,生活交通の機能を兼ねたスクールバスの柔軟な運行などであ

る.

本システムでは,固定ルートの一般的な路線バスだけでなく,上述のような様々な運行

形態の評価も合わせて行うものである.
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6.3.2システムの構成

システムは｢基礎データ作成｣, ｢評価モデル構築｣と｢代替案評価｣の3つのステップ

からなる(図6.2).第一の基礎データ作成ステップでは,対象地域の人口,道路インフラ,

施設立蝉,公共交通データ等のデータベースをGIS上に集約し,さらにアンケート等によ
/

≡l■ら

り必要事項を追加して計画支援に必要となる基礎データを取得する.作成した基礎データ

は,ここで示すような交通計画だけでなく,地域の教育や福祉政策等を検討する際にも有

効に活用することが可能である.

続く第二のステップでは,対象地域に適した政策変数組および効用関数形を選択し,モ

デルの推定を行なう.特性が類似しており参考になる地域が他に存在する場合,あるいは

データベースの構築が困難な場合には,類似地域で構築したモデルを引用することも考え

られる.この第2ステップでは,各種分析手法を取り扱えるコンサルタントの技術者や大

学研究者などが携わる部分であり,一般の利用者はブラックボックスとして使用すること

になる.

最後の第三ステップでは,多様な運行形態のバス代替案を想定し,構築した需要予測モ

デルに各代替案のサービス水準等をGIS上で入力し,シミュレーションにより1ヶ月当た

りの利用者数(料金収入)と当該運行サービスに掛かる運行経費を計算する.この結果か

ら採算性(pR指標)の計算を行う.次に,各集落におけるQOL指標, cs指標, EQ指標

rJこ;.了■
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■
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図6.2　システムの構成
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の値を計算しGIS上に表示する.システムの利用者は評価結果に基づいて客観的な意思決

定を行なうことになる.

6.3.3システムの特徴
!芦■l

本システムの特徴を整理すると表6.1のとおりである.比較のため　GISを活用して都

市部の鉄道計画支援を効果的･効率的に行い,実績のある同様の計画システム"GRAPE

(内山他　2000;瓜生他　2003　高久, 2000)と比較すると,本システムは,

①　移動を自動車に依存している地域の高齢者等の生活交通確保を対象としている点,

表6.1本システムの特徴

本システム GRA PE

計画の対 過疎地域の生活交通確保 ●コミュニテ 鉄道計画
負 イバスなど主に高齢者対応型交通計画

システム
●交通L0 S によつては需要が発生しな ●0D 間の鉄道利用者人数の推計
い交通量を1 ケ▲月の利用者数として ●利用駅別人数と利用端末交通別人数

の概要 算出 を算出
●利用者数は計画する交通機関のみに ●鉄道駅アクセスのためのバス路線評
着目し, 他の交通機関は考慮しない 価

●4 段階推定法で考えると, 一つの交 ●4 段階推定法における交通機関選択
通機関に着目した場合の交通発生 と経路選択
GIS 上で簡便に運行経費を算出して ●費用便益サブシステムによる財務分
採算性を検討 析

評価項目 ｢量｣ と ｢質｣ からの評価

PR 指標, Q O L 指標, CS 指標, Eq 指標
需要量や経費といつた ｢量｣ による評

価

モデルの 対象とする交通機関を利用するかしな 代表交通手段選択- 鉄道駅選択一端末
いかの選択一利用する回数の需要関数 交通手段選択からなる N ested L ogit モ

構造 からなる離散連続モデル デル

政策変数 着目する公共交通機関の LO S (料金, 鉄道のLO S,競合する道路の所要時間,
バス停までの距離, 運行間隔等) 鉄道駅への各アクセス交通 (バス, 自

動車等) のLO S, 駅のLO S (駐輪場整
備等)

モデル適 アンケー ト調査結果のみで分析を行 PT 調査等によつて 0D 交通量が所与で
用の条件 う●生活圏の域内での移動が対象で,

広域移動には未対応
あることが前提となる●

対象とす
る交通計
画

簡便なシステムであり, 大規模な調査 4 段階推定法の一部を計算するシステ
データも必要ないために, 地域の生活 ムであるため,0D データが所与である
交通確保のためのバス交通など小規模 等の制約があり, 比較的大規模な長期
な短期の交通計画実施時に適用でき における交通計画実施時での適用に限
る● られる●

GⅠS の適 非集計モデルの集計に活用●メッシュ 非集計モデルの集計に活用. 100m メツ
用 データまたは町丁目データの利用も計

画●
シュデータを利用

システム 通勤等で利用されている交通手段を高 都市部など PT 調査等が実施済みで,
適用可能 齢者等が通院や買物に利用出来ない地 0D 交通量が所与の地域●
な対象地 域●

(過疎地域, 中山間地域等)
(都市部)
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②　4段階推定法では算出できない交通量を推定対象とする交通機関を固定した交通

発生量を算出している点,

J　③　需要量や採算性だけでない生活の質などの評価指標を採用している点

などが特徴として上げられる.

本システムは通勤を除く高齢者等の生活交通を対象として,地域の自治体職員やコンサ

ルタントの技術者が簡便に評価を行って実施する比較的小規模な短期の計画に適したシス

テムと言える.

6.4　支援システムを適用した実証分析

6.4.1中山間地域自治体を対象としたケーススタディ

本節では,支援システムを活用して,現在80条の路線バスを運行している島根県三刀屋

町を対象にして, 4つの評価指標を適用した公共交通計画のケーススタディを実施する.

対象自治体は前述の木次町に隣接しており,人口8,､561人(H12)面積82.68km2の過疎化

が進展する自治体である.当該自治体では,民間バス事業者の撤退後にスクールバスを有

凡 例

集 落 ●

バス路線

図6.3　三刀屋町のバス路線と集落分布
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艶蜜

km
i付

図6.4　現況路線のバス停までの距離に対するEQ指標

効活用して,図6.3に示すように町全域をカバーするような3系統の路線バスが運行され

ている.しかしながら,道路や集落分布の状況から,バスルートから離れている集落が多

く,運行サービスも2路線が1日4往復, 1路線が一日5往復とその水準は高いものでは

ない二

現況のバス停までの距離の平等性をみると,仮に集落中心から1km以内を計画の基準に

すると, 2集落が基準をオーバーしていることが図6.4から確認できる.

このような公共交通運行の状況に対して,ここでは①現況バス路線で他のサービス変更,

②バス路線の改良を伴うサービス変更, ③DRT運行によるサービス改善の3種類のシナリ

オを設定して詳細な分析を行う. ②バス路線の改良では,バス運行が可能な道路が存在す

る集落に対して,支線を設定して迂回ルートを追加する案を検討する(図6.5).また, DRT

では,対象地区を2分割した運行区域を設定した運行計画代替案を検討する(図6.6).
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以上のような計画代替案に対して,採算性分析と採算性以外の分析を適用して総合的な

評価を行うものとする.当該システムを適用した分析結果は,交通計画の専門家でない自

治体職員等が直感的にサービスに対する効果を把握できるように　GIS上で視覚的に表現

することが可能となる.現況の分析結果の事例を図6.7に示す.

図6.5　改良したバス路線の計画案
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図6.6　DRTの運行計画区域設定案

l ift:



(1)集落毎の計画代替案に対する交通需要の地図上の表示

(2)集落毎の計画代替案に対する交通需要の詳細

害喜■ー■,:芦悪鑑 ′■′こ三雲 m m *.二還 賢丁

項 E] 生 計 ■….*�"0

利 用回 数 学 生< @ / 月 > 0

�"<jr

利 用 回敷 一 点是< 回/ 月 > 3.365

利 用 回敷 合 計 < 回/ 月 > 3.36∈i

料 金 収入 学 生 く円/ 月 > 0

料 金 収入 一 姫 く円/ 月 > 6了3.000

料 金 収 入合 計 く円/ 月 > 6了3.000

H

(3)計画代替案に対する交通需要と料金収入の集計

図6.7　現況路線サービスの需要予測と運行経費算出結果の出力例
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採算性のシミュレーション結果を表6.2に示す.ここで,最上段が現況サービスを示し

ている.現況路線のサービス変化の影響をみると,現況で200円の料金を100円にするこ

とによって需要は現在の約1.5倍見込まれる結果となった.しかしながら,料金低下によ

る料金収入の減少によって収支は現況よりも劣る結果となり,中山間地域のように人口集

積が低く,料金低下に見合った需要増がない地域においては,ワンコインバスは低すぎる

設定であるといえる.また,運行本数を現況の4-5便から6便に増加した場合には,需要

増加-の感度が低く,収入増よりも運行経費が増大することによって収支が低くなる結果

となった.中山間地域における公共交通サービスは,一般的に1日3往復から6往復とい

った低い水準で運行されており,便数が多ければ利用者の各種生活活動の利便性向上につ

ながるものの,直接的な需要増加は見込めないことが確認できる.

路線の一部を改良して現在バス停が遠い集落まで延長した計画案では,バス停距離が近

くなることから需要が大きく増加して収支も向上する結果となった.このことから,中山

表6.2　採算性のシミュレーション結果

ル ー ト 料金 運行 本数
需要 予測

結 果
料 金収入 運行経 費 収 支 現 況 との差

現況 路線

100 4 or 5 16 17 16 16 50 126 1965 -11003 15 -525 50

300 4 or 5 920 276 000 13 11183 -1035 183 12 582

20 0 6 1194 23 8760 140 96 19 -1170 859 -1230 94

10 0 6 17 16 17 1620 14 096 19 -1237 999 -1902 34

3 00 6 7 82 2 345 10 14 096 19 -117 5 109 -127 344

路線 改 良

2 00 4 or 5 1806 36 112 0 128897 2 -92 7852 1 199 13

100 4 or 5 20 17 2 0 1690 128 89 72 -10 872 82 -395 17

300 4 or 5 925 2774 70 1347 192 ー106972 2 -2 19 57

20 0 6 1936 387 260 146 3633 -1076 373 -286 08

100 6 2 15 0 2 14 960 14 63633 -124 8673 -2009 08

3 00 6 9 60 2 88000 14 6363 3 -117 5633 -127 86 8

D R T

100 5 ●5 12 94 12 9372 945 50 0 -8 16 12 8 2 3 1637

2 00 5 ●5 825 16500 0 945 500 -7 8050 0 2 6726 5

300 5●5 4 75 1423 80 945 500 -803 12 0 2 4464 5

400 5■5 172 6 8832 94 5500 -8766 68 17 10 97
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間地域の公共交通計画では,可能な限り分散する集落を通過する路線計画が有効であるこ

とが確認できる.結果的には,固定ルート型の路線バスでは路線改良を行い料金や運行便

数を現況水準とした案が最も収支が高く,採算性に優れる結果となった.

DRTでは,需要予測結果が非常に低い結果となった.これは需要予測モデル構築で適用

した掛合町におけるDRT利用実績が低いことに起因している.つまり,現在運行している

DRTサービスに対する住民の評価は高いものの,予約の煩わしさ-の抵抗やジャンボタク

シーサイズであることのプライバシー確保の困難さ等から,実際の利用者数は少なくなっ

ているものと考えられる.ただし, DRTでは運行経費が非常に安く抑えられるため,収支

が向上するとともに,現在バス路線が離れている集落においてもドアツードアのサービス

が提供されることとなる.

次に,採算性以外の分析を実施する.分析対象は,図6.8に示すような現在のバス路線

から離れている5集落に着目する. 5集落のシミュレーション結果を表6.3に示す.ここ

で, QOL指標とCS指標は, 4章で示したオーダードプロビットモデルによる期待値算出

結果を10段階評価値に換算したものである.現況では,分析対象とする全ての集落でQOL,

csともに中間値5を下回る結果となった.これに対して,集落の近くまでバス路線を延長

する改良案では,集落c, D, Eで中間値5を上回ることができた.ただし,集落AとB

図6.8　採算性以外の分析対象集落
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表6.3　採算性以外の評価指標のシミュレーション結果

ル ー ト 集 落名 畑 後 谷 下 六 重 上 坂 本 森 谷 堂 々

現 況 路 線

運 行 本 数 4 5 4 4 4

バ ス停 距 離 0 .87 0 .6 7 0.4 2 0.97 0.90

O O L 4 .8 5 5.2 4 4 .80 4 .87 4 .67

C S 4 .4 8 4 .8 1 4 .75 4 .47 4 .54

E q 7 7.2 % (バ ス 停 500 m 以 内 の 集 落 割 合 )

路 線 改 良

運 行 本 数 4 5 4 4 4

バ ス 停 距 離 0.87 0.03 0 .08 0 .35 0 .0 8

q 0 L 4 .9 6 5 .96 5 .44 5 .52 5 .52

C S 4 .4 9 5 .2 1 6 .24 6 .06 6 .2 0

E (～ 90 .6 % (バ ス 停 5 00m 以 内 の 集 落 割 合 )

D R T

運 行 本 数 5●5 5●5 5 ●5 5●5 5 ●5

バ ス停 距 離 0.0 1 0 .0 1 0 .0 1 0 .0 1 0 .0 1

q 0 L 5 .60 5 .6 1 5.34 5.5 5 5.4 3

C S 6 .0 1 6 .0 1 6.ll 6.0 3 6.08

E (∋ 100 .0 % (バ ス 停 50 0m 以 内 の集 落 割 合 )

では道路幅員が狭小であるためバス路線の延長が困難なため運行本数のみの増便であり,

QOL, CSは中間値5を下回る結果となった. DRTの計画案では,全ての集落でドアツー

ドアのサービスが提供できるために, QOL, CS指標ともに中間値5を超える高い評価結果

を得ることが可能となる.また,バス停までの距離500m以下という基準に対するE(〕指

標も100%の達成度が確保されることとなる.

以上の結果から,収支に基づく採算性からみると,路線バスでは現在バス停が遠い集落

まで支線を延長した路線改良案(料金200円,運行本数4-5便)が,またDRTでは料金

200円によるサービス提供が効率的であることが確認できる.また,採算性以外の評価指

標では,路線改良を行ってバス停までの距離を近づけることによって, QOL及びCS指標

は5以上となり生活のしやすさや交通の利便性は向上することになる.しかしながら,バ

スが運行できない路線上の集落では,バス停距離が減少しないため利便性の向上が図れな

い結果となった.このような地域では,ジャンボタクシーサイズで狭隆道路の運行も可能

なDRTを運行することによって, QOLとCSが5以上に向上できることとなる.ただし,

現行路線バスはスクールバスに一般客を混乗するサービスであり, DRT計画を実施しても
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朝夕のスクールバス運行は必要となるため,現実的に最適となる計画代替案は路線改良に

よって一部集落の近くまで路線を延長して,料金と運行本数を現況のままとする計画が推

奨される.

以上のように,当該システムを適用して採算性と採算性以外の指標から,対象地域に適

した公共交通計画が容易に実施できることが確認できる.

6.4.2人口集積と運行形態の関係

本節では,路線バスがほぼ全町内を隈無く運行している木次町民バスに対して, DRTサ

ービスを導入した場合の採算性の違いについて分析を行う.具体的には,現在の運行路線

を地域別に各種サービス水準を持つDRTに変更したとき需要予測を行い,その採算性の違

いを詳細に分析する.この結果から人口集積と国定ルート型路線バスとDRTの適用範囲に

ついて考察を行う.

分析に当たっては,以下の3ケースに対する路線バスとDRTの採算性を比較することに

よって,人口集積に応じた運行形態の効率性を検討する(図6.9).

凡　　例

北原線

斐伊木次線

木次熊谷線

東大谷西日登線

木次宇山線

真野宇谷線

図6.9　木次町民バスを対象とした運行形態の効率性分析のケース
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表6.4　木次町民バスにおける路線バスとDRTの採算性シミュレーション結果

運 行 形 態 料 金
運 行 ■

本 数
路 線 名

需 要 予

測 結 果

料 金

収 入

運 行

経 費
収 支 現 況 との差

ケ ー ス 1

路 線 バ ス 2 0 Q 6 北 原 線 3 ,2 9 0 6 5 8,00 0 72 4 ,7 7 5 ー6 6 ,7 7 5 0

D R T

3 0 0 5 .5 北 原 線 1,2 52 3 7 5,48 0 1,52 3 ,30 0 -1,24 7 ,82 0 -1,18 1,0 4 5

2 0 0 5●5 北 原 線 2 ,16 9 4 3 3,72 0 2,5 83 ,30 0 一2,149 ,5 80 -2 ,0 82 ,80 5

ケ ー ス 2

路 線 バ ス

20 0 4 斐 伊 木 次 線 2 0 1 4 0 ,158 4 0 3,60 7 -3 6 3,44 9

2 00 4 木 次 熊 谷 線 14 9 2 9 ,8 80 4 18,09 2
～

一3 8 8,2 12

2 0 0 4 東 大 谷 西 日■登 線 30 7 6 1,3 00 4 18 ,0 11 -35 6 ,7 11

計 -1,10 8 ,3 72 0

D R T

3 0 0 5●5 斐 伊 木 次 線 5 9 17 ,7 74

3 0 0 5●5 木 次 熊 谷 線 6 1 18 ,4 4 6

3 0 0 5●5 東 大 谷 西 日登 線 9 0 2 6 ,88 0

計 63 ,10 1 50 3 ,3 0 0 -4 4 0 ,19 9 66 8 ,17 3

20 0 5●5 斐 伊 木 次 線 1 13 22 ,66 9

2 0 0 5 .5 木 次 熊 谷 線 1 13 22 ,6 80

20 0 5●5 東 大 谷 西 日登 線 18 7 3 7 ,3 80

計 82 ,72 9 5 03 ,30 0 -42 0 ,57 1 6 87 ,80 1

ケ ー ス 3

路 線 バ ス

2 00 4 木 次 宇 山線 2 0 3 4 0 ,6 00 4 00 ,97 0 -3 60 ,37 0

2 00 4 真 野 宇 谷 線 2 5 7 5 1,3 00 4 1 5,4 17 -3 6 4 ,117

計 -7 2 4,4 87 0

D R T

3 0 0 5■5 木 次 宇 山線 8 5 2 5 ,4 10

3 0 0 5■5 真 野 宇 谷 線 89 2 6 ,6 5 3

計 52 ,0 6 3 5 0 3,3 00 -4 5 1,2 3 7 2 7 3 ,2 5 0

2 0 0 5■5 木 次 宇 山 線 14 8 2 9 ,54 0

2 0 0 5●5 真 野 宇 谷 線 17 8 35 ,53 8

計 65 ,07 8 50 3 ,3 0 0 -4 3 8 ,2 2 2 2 8 6 ,2 6 5
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①　人口集積が多い幹線道路沿いを通過する北原線の運行区間

②　人口集積が少ない周辺部のうち町南西部を分担する斐伊木次線,木次熊谷線,東大

谷西日登線の運行区間

③　人口集積が少ない周辺部のうち町北東部を分担する木次宇山線,真野宇谷線の運行

区間

採算性のシミュレーション結果を表6.4に示す.ここで,各運行区間の運行日数は,堤

況サービスと合わせて北原線30日/月,その他路線20日/月で検討を行う.また, DRTの

運行経費は掛合町の実績値を使用し,現在の掛合町の利用実績から需要500人に対して, 1

台の運行を行うものとした.

人口集積が多い北原線では,需要が多いためDRTサービスではこれを捌くために3-4

台の運行が必要となり,路線バスよりも採算性が非常に低くなる結果となった.人口集積

が少ない地域を対象とした他のケースでは,それぞれ3路線と2路線のバス運行を1台の

DRTで対応が可能となることから, DRTの採算性が高くなる結果となった.また, DRT

の料金の影響をみると　300円と200円の場合の収支に大きな差が現れなかった.これは

300円では料金の値上げに伴う需要減少が発生し,一人当たりの料金収入が増加しても収

支は向上しないとともに, 200円では需要増加によって一人当たりの料金収入が減少して

も収支が増加するからである.このようなケースでは,現況の料金(200円)よりも値上

げをしない,より多くの交通行動が誘発できることによって地域の活性化に寄与するとい

った理由から200円の料金案が望ましいものとなる.

以上のように,固定ルートの路線バスとDRTサービスの適用に当たっては,その採算性

のための条件が対象地域の人口集積や目的地となる各種生活活動拠点の分布等に依存して

いるため,個々の地域の実情にあった運行形態を採択しなければ採算性が低くなることが

確認できる.

6.5　まとめ

本章では, 3章と4章で提案した需要予測モデルと採算性以外の評価指標とGISデータ

ベースを組み合わせた地域の公共交通計画を支援するGISによるシミュレーションシステ

ムを開発した.当該システムを適用して,中山間地域における公共交通計画での適用事例

を示すとともに,人口集積と固定ルート型の路線バスとジャンボタクシーを利用したドア

ツードア型DRTのような運行形態と採算性の関係を分析した.

中山間地域の公共交通計画に適用するGISデータベースでは集落単位の点情報を適用し

ており,需要予測等の各種計算が容易になるとともに,福祉･教育政策といった他用途で

も適用可能となる.そのため,今後の中山間地域政策に当たっては,このようなGISデー
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夕べトスを構築して有効活用することが効果的であることが確認できた.

中山間地域自治体の公共交通計画に対する実証分析からは,採算性と採算性以外の評価

指標を適用した計画代替案に対する評価が簡便に実施することが可能であり,提案したシ

ステムを適用することによって地域の実情に即した公共交通計画が効果的,効率的に行え

ることが確認できた.

近年,都市部のみならず中山間地域でも導入が増加しているDRTサービスについて,人

口集積による採算性の影響を分析した.分析結果からは,人口集積が多く需要が多く見込

まれる地区では,小型車両によるドアツードアサービスでは固定ルート型の大型車両を逮

用した路線バスに比べて採算性が劣ることが確認できた.このように,過疎化が進む中山

間地域において需要に応じて運行が可能なDRTは,効率的であり利用華や手順性も高くな

るものの,対象地区の特性によっては非効率となることがある.つまり,中山間地域の公

共交通計画では,他地域での高い評価や成功事例を模倣して,そのままのサービス形態を

導入するのではなく,対象地域固有の条件下で最適な運行形態を検討する必要性がある.
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第7章　中山間地域における広域移動の利便性向上施策

7.1中山間地域における広域移動の利便性向上を考慮した公共交通計画

前章までの計画手法は,中山間地域の高齢者等の生活を維持するための移動手段の確保

を主眼においている.つまり,計画する公共交通サービスの役割は,高齢者等が居住する

自治体中心部に存する1次医療の個人医院や診療所およびスーパー等-の移動を確保する

ことであり,域内で完結する路線がこれに該当する.これに対して,今後さらに高齢者や

学生等の生活の利便性を向上させるためには,広域生活圏の2次医療を受け持つ総合病院

や高等学校-の移動手段のサービス向上が不可欠となる.このような住民の広域移動のニ

ーズに答えることは,現在全国各地で進捗している市町村合併の流れの中で重要な交通計

画の視点ともなっている.このような広域移動の利便性を向上させるためには,域内の公

共交通のサービス改善と幹線道路を運行する広域の公共交通のサービス改善を行うととも

に,これら域内と広域路線を効果的,効率的に組み合わせることが必要であり,加えて両

路線の結節点の利便性向上を図ることも重要となる(図7.1).

また,情報技術の進展や規制緩和による新しい施策の導入可能性の広がりを背景として,

住民の公共交通利用の利便性や生活全般の環境改善に向けて一歩進んだ取り組みを推進す

ることが必要となる.近年,中山間地域においても新しい利便性向上施策が,数多く見受

図7.1中山間地域における広域移動の模式図

UK:



けられるようになった.例えば,需要に応じて公共交通の運行を決定するDRTの普及拡大,

バスによる宅配貨物の輸送,自転車の持ち込み可能としたバス,過疎地域でのSTSの運行,

交通結節点の利便性･快適性向上,過疎地域におけるバスロケーションシステムの高度化

といった様々な取り組みが全国各地で実施されている(秋山他, 2000;中見, 2003 ;中国

総合通信局, 2003).これに加えて,岸ら(2003)は高齢者等の生活交通を確保するために,

住民個人が所有する自家用車を用いた相乗りシステム(サポート交通システム)を提案し,

意識調査を通じて導入可能性の分析を行っている.さらに,海外においても地方の小規模

の町におけるDRTによる商品の輸送サービスなど,人口集積の少ない地域におけるDRT

の有効活用と多目的利用の動きが多くなっている(Schaefer,2003).

中山間地域における公共交通の利便性向上に対する既往の研究では,既存路線や新規導

入路線のサービスに対する利用者の評価を分析した事例が多い(山崎他, 2002).また,育

島ら(2002)は,バス非利用者と利用者のバスサービスに対する利便性等の比較を行って

いる.より具体的なサービスに踏み込んだ研究としては,喜多ら(2001, 2003)は過疎地

域のバスサービスの利便性に対する住民のニーズを把握して,住民が望むバスダイヤの決

定方法を提案している.

本章では,中山間地域の高齢者等の広域移動ニーズに対して,その利便性をより向上さ

せるために,生活交通確保の観点からの域内運行のさらなる利便性や効率性向上施策を検

討した上で,今後必要となる広域運行路線と域内路線の組み合わせについて分析を行う.

具体的には,近年導入事例が増加しているDRTの評価とそのサービス向上施策を分析する

とともに,広域移動を可能とする路線開設の効果と域内移動と広域移動の交通結節点に必

要なサービスに関して詳細な分析を行う.

7.2　域内交通におけるDRT導入の有効性と課題の分析

7.2.1ドア･トウ･ドア型DRTの運行評価

生活交通確保を主眼においた域内公共交通サービスの計画に当たっては,前章までに行

った採算性とそれ以外の評価指標を活用して実施することが可能である.本節では,この

ような基本的な運行サービスの中で,分散型の低密度居住が進む中山間地域において効率

的であるDRTに着目して,その有効性と具体的サービス内容のあり方を分析する.

(1) DRTサービスの顧客満足度

ここでは,島根県掛合町で導入されているドア･トウ･ドア型DRTを取り上げて,その

運行サービスに対する住民の評価を分析し,今後のサービス改善の可能性を検討する.
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写真7.1掛合町DRTの予約センターと運行車両(9人乗りジャンボタクシー)

島根県掛合町は山間部に位置し,高齢化率33.3%と非常に高齢化が進んだ地域である.

第1章で示したように,当該町ではルートを固定しないドア･トウ･ドア送迎型の9人乗り

ジャンボタクシーを利用したDRT (だんだんタクシー)が運行されている.その運行シス

テムは,事前登録をした上で利用便の30分前までに予約を行うとともに,乗降場所(自宅

からの場合は降車場所のみ)を告げることにより,需要に応じたフレックスルートのドア･

トウ･ドア運行が行われる.料金は300円均一であり,運行ダイヤは始発8:30終発17:00

で1日5.5往復の運行がなされている(写真7.1).

人口集積の少ない地域における　DRT　と固定ルート型路線バスの住民の評価を比較する

ために,表2.1に示した4種類のアンケート調査における公共交通サービスに対するCS

調査の結果を図7.2に示す.ここでは掛合町に加えて,非常に高いサービス水準で固定ル

ートの路線バスが運行されている木次町民バスと,路線バスの運行サービス水準が低い自

治体のCS調査結果も合わせて示す.ここで,数値はCS調査の5段階評価の町全体の平均

値を10段階に換算したものである.

総合的なサービス内容をみると, DRTを運行している掛合町が最も高く,その他の項目

も高い評価となった.特に,料金が300円と割高にもかかわらずcsは高い結果となり,

ドア･トウ･ドアのサービスに対する満足度が非常に高いことが確認できる.このことか

ら,運行効率が悪く,路線バスタイプでは低水準のサービスしか供給されない中山間地域

において, DRTシステムの導入は住民のCSを大きく向上させることがわかる.

表7.1 3自治体の公共交通のLOS

IInW f'. 掛合町 木次町
バス L 0 S の

低い 自治体

料金 300 円 200 円 200 円

運行本数 5●5 往復 3～6往復 3往復

運行形態
�"v .�"s . ; r

D RT
路線バス 路線バス
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掛合町

運行本数について

乗車時間について　運行経路について

LOSの低い路線バス
運行自治体

運行本数について

木次町

運行本数について

乗車時間について　運行経路について

乗車時間について　運行経路について

図7.2　3自治体のCS調査結果

7.2.2 QOL指標に及ぼすDRT運行の影響

DRTの運行がどのようにqOL指標の向上に寄与できるのか,表2.1に示すだんだんタク

シー調査より得られただんだんタクシーのサービス,及び生活についての満足度のデータ

から共分散構造分析を用いて検証する.だんだんタクシーとQOL指標との因果構造につ

いて図7.3のように仮定した.図中の楕円は仮定した潜在変数を,長方形は観測変数を示

図7.3　QOLとDRT運行の因果構造
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表7.2　各潜在変数内の観測変数

潜在変数　　　　　　　　　　　観測変数

だんだんタクシー　　　　　　年齢　性別(1:女性)
免許の保有(1:非保有)

依存層　　　　だんだんタクシー利用の有無(1 :利用)

ダイヤ　　　　　　運行時間　始発便時刻　終発便時刻

サービス水準
運行本数　料金　乗車時間

目的施設-のアクセシビリテイ

予約システム　　　　　予約のしやすさ　予約の必要性

医療福祉
診療の受けやすさ

福祉サービスの受けやすさ

買　　物　　　　　　　　　　買物のしやすさ

交　　流
知人･友人との交流のしやすさ
文化･スポーツ等のしやすさ

総合的な生活　　　　　　　総合的な生活のしやすさ

表7.3　｢だんだんタクシー依存層｣に影響を及ぼす要因

観測変数　　　　　　　　潜在変数　　　　直接効果

年　　齢

女　　性

免許証非保有

だんだんタクシー利用有り

だんだんタクシー

依存層

0.129

0.169

0.816

0.453

している.各潜在変数に影響を及ぼす観測変数は,表7.2に示すとおりであり, ｢だんだん

タクシー依存層｣ (以下, ｢依存層｣とする)以外の観測変数は満足度の5段階評価値であ

る.矢印は潜在変数間において影響を及ぼすパスであり,図中では省略されているが｢だ

んだんタクシーサービス｣及び｢各種活動のしやすさ｣に含まれる全ての潜在変数に対し

て描かれている.

表7.3は共分散構造分析の結果より,だんだんタクシー依存層における測定方程式の標

準化パラメータ値(直接効果)を示したものである.各パラメータ値の符号は正であり,

特に免許証の非保有が大きな値となった.このことから,だんだんタクシー依存層が,免

許を保有していない高齢の女性であることが分かる.

次に,共分散構造分析の結果に対して,主に潜在変数間のパラメータに着目し,大まか

なDRT運行とQOLの関係を検討する.表7.4は共分散構造分析結果のうち各潜在変数間

の構造方程式の標準化パラメータ値(直接効果)を示したものである.この符号が正であ

れば,表中の左側の潜在変数が右側の潜在変数に対して正の効果を及ぼすことを示してい
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表7.4　潜在変数間の直接効果

潜在変数　　　　　　潜在変数　　　　直接効果

だんだんタクシー依存層　→　各種活動しやすさ

医療福祉　　　-6.517

買物　　　-8.541

交流　　　-6.618

だんだんタクシー依存層-だんだんタクシーサービス

ダイヤ　　　　0.978

バスサービス水準　　　　o.996

予約システム　　　　0.775

だんだんタクシーサービス

ダイヤ

ダイヤ

ダイヤ

バスサービス水準

バスサービス水準

バスサービス水準

予約システム

予約システム

予約システム

→　各種活動しやすさ

医療福祉

買物

交流

医療福祉

買物

交流

医療福祉

買物

交流

0.505

1.474

0.821

6.567

7.486

6.322

0.292

0.169

0.274

GFI 0.756　AGFI 0.661　サンプル数138

表7.5　潜在変数間の総合効果

潜在変数　　　　　　　潜在変数　　　総合効果

依存層　-　各種活動しやすさ

医療福祉

買物

交流

依存層　-

ダイヤ　→

バスサービス水準　→

予約システム　→

医療福祉　→

買物　→

交流　→

総合的な生活

総合的な生活

総合的な生活

総合的な生活

総合的な生活

総合的な生活

総合的な生活

0.625

0.655

6.008

0.242

0.568

0.144

0.190
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る.

表7.4より, ｢依存層｣における各種活動のしやすさ-の直接効果は負であり,高齢の女

性で免許証を保有していないような層であるほど,生活を営む上での各種活動が行いにく

い状況であることが確認出来る.一方, ｢依存層｣が及ぼす｢だんだんタクシーサービス｣

の満足度, ｢だんだんタクシーサービス｣が及ぼす｢各種活動のしやすさ｣ -の直接効果は

正である.このことから,移動を公共交通に依存する層は, ｢だんだんタクシーサービス｣

に満足しており,サービスの満足度が高いほど,活動のしやすさも向上することが確認で

きる.

表7.5は各潜在変数間における総合効果を示したものであり,例えば｢依存層｣が｢各

種活動しやすさ｣に及ぼす効果は, ｢依存層｣ - ｢活動しやすさ｣の効果と｢依存層｣ - ｢だ

んだんタクシーサービス｣ - ｢活動しやすさ｣の効果を足し合わせ総合的に評価したもの

となる. ｢依存層｣が及ぼす｢各種活動のしやすさ｣ -の総合効果は,いずれも正と推定さ

れた.このことから, ｢だんだんタクシー依存層｣は,直接的には｢各種活動のしやすさ｣

の満足度は低いものの,だんだんタクシーのサービスが提供されることによって活動しや

すさが向上し,その満足度が向上することがわかる.

さらに, QOL指標である｢総合的な生活のしやすさ｣に及ぼす総合効果では, ｢バスサ

ービス水準｣の効果が最も大きな結果となった.つまり,料金や運行本数といった基本的

な公共交通サービスの水準が最も総合的な生活のしやすさに影響を及ぼすことが確認でき

る.

以上より,中山間地域の過疎集落において, DRTのサービス水準の向上は,交通弱者で

ある高齢者等のQOLを向上させる効果が非常に高いことが確認できる.

7.2.3 DRTの時間変動に対する反応感度

(1)時間変動に対する反応感度の調査

固定ルートの路線バスと異なり,ドア･トウ･ドア型の固定されないルートを運行する

DRTでは,利用者の自宅での待ち時間や目的地までの所要時間が需要に大きく依存する.

つまり,同じ便を利用して外出する利用者が多いと,車両は多くの通過点を通る必要があ

り所要時間が増加する. DRTが路線バスタイプに劣るサービスは,予約の必要性と所要時

間や待ち時間の変動であると考えられる.ここでは　DRTが運行している掛合町と隣接す

る吉田村の住民を対象にした調査結果を適用して,時間変動の大きさと利用意向の関係を

分析する.

調査は両自治体内に居住する世帯をランダムに訪問し,調査員が直接聞き取るインタビ

ュー調査で実施した.調査内容と調査結果の概要を表7.6と7.7に示す.
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表7.6　調査の内容

個人属性

交通手段

交通行動

交通結節点に必要なサービス

広域交通利用のSP実験

デマンド型サービスに関する

コンジョイント調査

住所(集落名) /年齢(歳代) /性別/職業/免許

証/自動車保有(自由に使える自動車等) /世帯の

自動車保有/普段の移動交通手段

現在の公共交通の利用有無､今後の利用意向

事前事後の公共交通機関を利用した外出頻度

重要性が高いサービス3つを選択

LOS変化時の利用意向

所要時間の変動と他の要因とのトレードオフ

表7.7　調査結果概要

調査対象　　　　　　島根県掛合町･吉田村の住民

調査　日　時　　　　　　　　H15年9月10, 11日

調査方法　　ランダムに世帯を訪問してインタビュー調査

回　収　数　　　　　　　　　　　　108

次に,公共交通サービスの待ち時間や所要時間が利用意向に及ぼす影響を分析するため

に行ったコンジョイント分析について詳述する.コンジョイント分析は,サービスや商品

が持つ属性間の代替関係の分析に効果的な手法であり,属性とその水準の組み合わせで記

述されたプロファイルに対する個人の選好を分析するものである(藤原他1988,湯沢

1995).

本調査におけるコンジョイント調査では,域内移動を担う交通手段の各種サービス要因

とデマンド型交通機関の有する所要時間の変動に着目して分析を行う.公共交通機関のサ

ービスレベルの決定には,現在の運行サービスを参考にして決定した.本調査におけるコ

ンジョイント調査の要因サービスレベルは,通常の路線バスと　DRTに対して表7.8, 7.9

のように設定する.本調査では,各被験者に対して路線バスとDRTに関する9種類のプロ

ファイルを提示して,利用する,しないの意向を調査した.
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表7.8　各要因のサービスレベルの設定値(路線バス)

要因名 設定水準 1 設定水準 2 設定水準 3

バス停到着遅れ時間の 0 分 ■■ 5 分 10 分

所要時間の幅 0 分 5 分 10 分

バス停距離 自宅前 200m 500m

バス料金 100 円 200 円 300 円

バスの便数 1 日 6 便 1 p f'li
●

表7.9　各要因のサービスレベルの設定値(DRT)

要因名 設定水準 1 設定水準 2 設定水準 3

バス停到着遅れ時間の 0 分 10 分 20 分

所要時間の幅 0 分 15 分 30 分

バス料金 100 円 20 0 円 30 0 円

バスの便数 1 日 ■6 便 1 日 3 便
-

図7.4　路線バスの要因設定のイメ-ジ
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図7.5　DRTの要因設定のイメージ

(2)利用意向に及ぼす時間変動の影響

上述のコンジョイント調査結果を利用して, 2項ロジットモデルを適用した公共交通利

用意向モデルによって分析を行う.ここで,効用関数は一般的な線形効用関数とし,パラ

メータ推定は最尤推定法を適用した.分析に用いるデータはDRTと路線バスをプールして

同時に推定を行った.また,現在DRTを利用している層と利用していない層による意向の

違いを分析するために,データをセグメントしたパラメータ推定も合わせて行った.推定

結果を表7.10に示す.

全データを適用したモデルの自由度調整済み尤度比をみると, o.336　とモデルの適合度

は非常に高い結果となった.パラメータの符号では,免許証,バス停待ち時間以外の説明

変数が論理的に妥当な符号を示した.全てのモデルでバス停距離のパラメータ値が非常に

大きくなり有意となった.中山間地域の高齢者対応型の公共交通では,徒歩距離を少なく

して自宅近くで乗車できるサービスの提供が利用者の増加に有効であり,ドアトウドアサ

レビスのDRTは非常に効果的であることが確認できる.また,第3章のRPデータによる

需要予測モデルでは負の値であった免許証のパラメータが, spデータによる本モデルでは

正の値をとり,その値も大きくなった.このことから,現在の自動車利用者は,公共交通

サービスの水準が向上すれば,将来的に利用意向を持っていることが確認できる.バス停

待ち時間は,有意とならずその値も論理的に妥当なものとなっていない.これは中山間地

域では一般的に渋滞が少ないためバスの遅れがあまり無く, 10分程度の遅れは許容範囲で

あることがその要因である.自宅待ち時間と所要時間の変動は,負のパラメータ値をとり,
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有意でその値も大きくなった.このことから,待ち時間や所要時間の変動が大きいことは

利用者の効用を減少させることが明らかになり, DRTの運行計画に当たっては自宅待ち時

間を減少させるための予約状況から計算した到着予想時刻のコールバックシステムや所要

時間の変動を小さくするために, DRT運行区域を狭くするなどの工夫が必要といえる.

現在のDRT利用者と非利用者のモデルの推定結果をみると,交通サービスに関する説明変

数のパラメータの符号は同じ結果となった.自宅待ち時間の変動では,利用者,非利用者

ともに負の値であるが,非利用者の値が大きくなった.これは現在DRTを利用していない

層にとって,自宅での待ち時間が変動すると活動の予定を入れにくいことがその要因であ

ると考えられる.これに対して,利用者では自宅待ち時間の変動は少ない方がよいものの,

DRTの運行によって移動が可能となるメリットの方が大きいものと思われる.また,所要

時間の変動では,両モデルともにパラメータは負債をとり現在の利用者の値が大きくなっ

た.このことから,現在の利用者は自宅での待ち時間の変動は,所要時間の変動に比べて

許容することができるが,目的地までの到着時刻の遅れに対しては許容できないことを示

している.

表7.10　公共交通利用意向モデルの推定結果

説明変数　　　　　　　全データ　　　　現在のDRT利用者　　　DRT非利用者

女　性

年　齢

免許証

送迎車あり

デマンドダミー

自宅待ち時間の変動

バス停待ち時間の変動

所要時間の変動

料金(100円単位)

運行間隔

バス停距離(km)

0.716 (2.42)*

0.045 (6.73)**

1.002 (3.53)**

-0.366 (-1.14)

0.654 (1.51)

-0.068 (-3.69)**

0.009 (0.04)

-0.068 (-5.66)**

-0.252 (-1.97)*

-0.257 (-2.45)*

-7.200 (-9.35)**

1.208 (1.94)

0.040 (3.26)**

0.914 (1.37)

0.160 (0.40)

0.344 (0.45)

-0.056 (-1.87)

-0.023 (-0.38)

-0.086 (-4.14)**

-0.210 (-0.99)

-0.239 (-1.33)

-9.008 (-6.32)**

0.657 (1.79)

0.060 (5.78)'

1.248 (3.67)**

-1.990 (-2.61)*

0.947 (1.72)

-0.079 (-3.27)**

0.036 (0.81)

-0.060 (-3.88)**

-0.221 (-1.34)

-0.231 (-1.70)

-6.396　ト6.65)*

初期尤度

最終尤度

自由度調整済尤度比

的中率

サンプル数

-459.557

-300.479

0.336

0.704

663

-180.218

-109.013

0.371

0.700

260

-279.338

-183.535

0.326

0.707

�"HE

** 1%有意　*5%有意( )内はt値
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また,これらパラメータ値を用いて,各モデルに対する自宅待ち時間の変動と所要時間

の変動の時間価値を算出したものが表7.11である.

以上の結果に対して,現在の利用者の効用を増加させることは需要の誘発のための施策

であり,現在の非利用者の効用を増加させることは潜在需要の顕在化のための施策である

と仮定すると,以下のようにまとめることができる.

現在の利用者に対してDRTの魅力を高め需要の誘発を図るためには,所要時間の変動が

少なくなるような運行区域の設定が重要であり,潜在需要層の需要の顕在化を図るために

は,待ち時間の変動を少なくするようなコールバックシステムの導入が効果的である.

7.3　拠点施設への広域運行路線

7.3.1広域移動ニーズと運行サービス利用の意向調査

現在,急速に進捗している市町村合併の流れの中で,地域の公共交通サービスは従来の

生活交通確保といった目的のみならず,生活圏の拡大に伴う広域移動ニーズ-の対応が必

要となる.例えば,圏域の核となる総合病院や大型ショッピングセンター等-の移動手段

の確保を考えたとき,合併前に広域交通手段が確保されていない自治体に居住する住民は,

自治体内で等質に移動の手段を保有していなかったことになる.しかしながら,合併後に

おける各集落の平等性を考えたとき,これら交通手段を持たない自治体の集落は他の自治

体集落と等質な移動機会を与えられていないことになる.つまり,合併後の交通行政施策

において平等性を検討するときには,このような地域に対して広域運行路線の検討を行う

ことが必要となる.これは換言すると,中山間地域に居住する高齢者等にとって公共交通

サービスの水準が格段に向上することとなり,合併のメリットの一つとして取り上げるこ

とが可能となる.

中山間地域における公共交通サービスは,これまで述べたように低いLOSでの運行が

余儀なくされる場合が多い.このことは, 1次医療に対する移動や日常の買物を行うとい

った生活交通確保のための公共交通サービスと広域運行サービスの乗り継ぎのサービスに

大きく影響を与えることとなる.つまり,少ない運行本数で提供される域内路線と広域路

線の乗り継ぎを全ての結節点においてスムーズに行うことは困難であり,結節点における

待ち時間が非常に長くならざるを得ない箇所が生じることとなる.さらに,前節で取り上

げたDRTは,需要に応じて運行の所要時間が変動するため,乗り継ぎのダイヤ設定を行う

際に,最も長い所要時間を仮定する必要がある.この場合,需要が少なく早く結節点に到

着すれば,その待ち時間は非常に長くなる.
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表7.11各要因のサービスレベルの設定値

要因名 設定水準 r1 設定水準 2 設定水準 3

ffi l,掩え あ り な し
-

待ち時間 10 分 30 分 60 分

バス料金 400 円 600 円 800 円

バスの便数 1 日 6 便 1 日 3 便 ～

バス停 快適 屋外 -

図7.6　広域運行路線の要因設定のイメージ

このような背景の下で,本研究は表7.7に示す掛合町吉田町調査を通じて,広域運行路

線バスの利用意向に関する選好意識データ(Stated Preference data,以下SPデータ)を確

保した. spデータは仮想的に設定された状況下のもとで意思決定者が表明した選好のデー

タであり,調査段階で回答者に提示する交通サービス水準を計画者側が自由に設定できる

ため存在しない交通システムや交通施策の評価に適している. (杉恵,藤原, 1993)

本調査におけるSP実験で取り扱う交通サービス要因とその水準は,表7.11に示すとお

りであり,結果的に335サンプルのSPデータが得られた.
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7.3.2広域運行路線の利用意向に及ぼすサ-ビス要因の分析

インタビュー調査で得られたSPデータを利用して,前節と同様に2項ロジットモデル

を適用した広域運行バス利用意向モデルによって詳細な分析を行う.ここで,効用関数は

一般的な線形効用関数とし,パラメータ推定は最尤推定法を適用した.モデルの推定結果

を表7.12に示す.

自由度調整済み尤度比をみると　o.160　とモデルの適合度は低い結果となった. LOSに

関するパラメータの符号は,運行間隔以外は論理的に妥当な値となった.バス待ち時間を

みると,その符号は負であり有意となっている.このことから,域内交通と広域運行路線

バスの待ち時間が長いと利用意向は減少することがわかる.そのため,両運行路線のダイ

ヤ設定を可能な限りリンクさせて計画する必要がある.また,快適なバス待合所ありダミ

ーのパラメータの符号は正であり有意となった.このことから,域内交通と広域交通の結

節点を快適な空間として整備することによって,広域運行路線バスの利用意向を向上させ

ることが確認できる.そのため,中山間地域における広域運行路線の計画に当たっては,

表7.12　広域運行路線利用意向モデルの推定結果

説明変数　　　　　　　　　パラメータ値

掛合町ダミー　　　　　-1.492 ( -4.75)**

女　性

年　齢

免許証

現在の利用ダミー

待ち時間

乗継ありダミー

料金(100円単位)

運行間隔

快適な待合所あり

定数項

-0.361 ( -0.82)

-0.031 ( -1.96)*

0.335 ( 0.86)

0.340 ( 1.23)

-0.034 ( -5.35)"

-0.909 ( -3.03)**

-0.223 ( -2.76)"

-0.035 ( -0.25)

0.622 ( 2.40)*

5.752 ( 3.67)*

初期尤度

最終尤度

自由度調整済尤度比

的中率

サンプル数

-232.204

-189.248

0.160

0.513

335

** 1%有意　*5%有意( )内はt値
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上述の域内路線とのダイヤを連動させて計画するとともに,これら両路線の結節点を快適

な空間として整備することが必要となる.

7.4　交通結節点整備手法の分析

7.4.1交通結節点整備の必要性と取り組み

前節までの分析結果から,運行本数が少ないといった交通LOSが低い中山間地域の公共

交通サービスでは,交通結節点での待ち時間が非常に長くなる.特に需要に応じて所要時

間が変動するDRTと広域運行路線の接続では,待ち時間を長くするダイヤ設定が不可避と

なる.これに対して,前節の分析結果からは,広域運行路線の利用意向に快適待合所があ

ることが,大きな影響力を持つことが明らかになった.このように,今後の中山間地域の

公共交通結節点では,バス待ち時間を快適に過ごせる空間にするとともに,待ち時間を利

用して買物や処方毒の薬を受け取るといった生活の利便性を向上させる施設整備が必要で

ある.さらに,今後の中山間地域における生活や交通の利便性をより向上させるような,

付加機能を持たせることも重要である.

このようなバス交通を対象とした交通結節点整備に関する研究は,現在のところ非常に

限定されたものしかなされていない.交通バリアフリー法の施行に伴う高齢者･障害者の

交通問題の解決に向けて,バス停のバリアフリーに着目した研究が数多くなされている.

(三星他, 1996;川上他, 1997, 2003)青山ら(2002)はバス交通に限定しない都市公共

交通ターミナルにおける乗換抵抗の要因を分析した上で,その施策の便益計測を行ってい

る.また,中村ら(2003)は鉄道駅において,乗り継ぎの利便性向上のための駅の構造と

バス案内情報の提供を分析している.その他にバスベイの形状に関して,バス運転手側か

らの分析(中村他, 2003)や歩道の通行性に着目した分析(房川他, 2003)が実施されて

いる.このように,交通結節点に関しては,バリアフリー,情報提供,自動車や歩行者の

通行に関する研究は見受けられるが,高齢者等の休憩や他のアクティビティに着目した研

究事例はほとんどなされていない.

また,具体的な取り組みとしては,国土交通省ではこのようなバスの結節点に対して｢バ

スの駅整備事業｣を創設して,バス交通ネットワーク形成の推進や郊外部での拠点形成等

に向けて整備事業の推進を行っている.中山間地域の公共交通でも住民の利便性を向上さ

せるために,様々な取り組みが行われている.島根県掛合町では,幹線国道沿いのショッ

ピングセンター内の喫茶店跡を活用して,バス待合所として利用している.ショッピング

センター内には処方毒薬局やキャッシュコーナーのような生活の利便性を高める施設があ

るとともに,喫茶店跡であることから椅子とテーブル,畳の休憩場所といった待ち時間の
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写真7.2　掛合町における交通結節点整備の事例

快適性を向上させる施設がある.

本研究では,このような中山間地域における交通結節点整備に対して,高齢者の待ち時

間の快適性の向上や他のアクティビティの提供といった観点から,利便性や快適性向上の

ために必要な施設や設備を詳細に分析する.

7.4. 2中山間地域の交通結節点に必要な施設や設備の分析

(1)集計分析による必要な施設や設備の把握

表7.7で示したインタビュー調査では,交通結節点に必要な施設や設備について質問を

行っている.ここでは,当該調査の集計結果から詳細な分析を行う(図7.7).

単純集計結果を｢待合所環境向上｣ ｢生活利便性向上施設｣ ｢先進的な付加設備｣に区分

する.公共交通の利用に直接的に影響を及ぼす待合所環境向上が最も多く,全体の約63%

を占めた.これは中山間地域の公共交通サービスが低頻度であるため,待ち時間が長いこ

とに起因している.具体的には,特に冷暖房設備や畳の休憩場所が多くなり,高齢者等が
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先進的な付加設備

待合所環境向上

図7.7　交通結節点に必要な施設･設備
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図7.8　現在の公共交通利用の有無別の交通結節点に必要な施設･設備

体に負担をかけずに快適に過ごせる空間を待合所に求めていることが確認できる.これに

次いで約33%が公共交通利用とは直接的に関係のない生活利便性向上のための付加施設

を必要とする結果となった.これは通院等の外出のついでに買物等を行いたいという要望

であり,交通結節点で買物ができるメリットは,重い荷物を持たずに購入品を持ち帰るこ

とが可能となることである.また,各種サービス施設が少ない中山間地域では,キャッシ

ュコーナーのような施設も多くないため,交通結節点に設置することによる利便性向上の

効果は大きいものと予想される.

これに対して,より先進的な病院予約システムや情報端末等の必要性は非常に低いもの

となった.これは,先進的な設備の導入による効果が高齢者等に理解できていないことと,

それ以前に基本的な快適性･利便性向上施策-の要望が高いためであると考えられる.

図7.8は,現在の公共交通利用の有無に対するクロス集計結果である.全体の傾向は変
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わらないものの,利用者の買物場所と畳の休憩場所が非利用者に比べて大きな結果となっ

た.これは現在の利用者が免許証を有していない女性が多いため,外出の際に買い物を同

時に済ませることが非常に生活の利便性を高めることが可能になるとともに,自動車を利

用できない層は加齢による身体能力の衰えから,休憩場所の環境が非常に重要であること

がその要因であると考えられる.

以上のことから,中山間地域の交通結節点では,高齢者等が快適に過ごせる空間を提供

することが非常に重要であり,その機能は身体能力が減少している高齢者等のニーズにあ

ったものとする必要がある.これらのことは,一般のバス停においても当てはまるもので

あり,バス停に屋根やベンチを設置することの効果は,利用者の快適性向上に果たす役割

は非常に大きいと言える.また,広域運行路線との結節点では,単にバスの待合所として

の機能だけではなく,地域の生活の拠点となりうる各種施設があることによって,大きく

高齢者等の生活利便性が向上することとなる.これは換言すると,このようなショッピン

グセンター,金融機関,医療機関,薬局等の既存あるいは新規施設を交通結節点として活

用することが有効であるといえる.より先進的な設備の必要性については,要望がほとん

どない結果となった.しかしながら,今後の高齢者の行動をより便利なものとするために

は,先進的なサービスは不可欠であり,可能な箇所については導入を行うべきであろう.

(2)結節点の利便性快適性向上施策の要因分析

結節点における利便性･快適性向上のために必要な施策に対する選好の要因を分析する

ために　5.3節で行った共分散構造分析を適用して詳細な分析を行う.分析はパッケージ

ソフトAmos4.0を適用してパラメータ推定を行った.ここでは,利便性･快適性向上施策

の種類を上述のように｢生活利便性向上付加施設｣, ｢待合所環境向上設備｣, ｢先進的な付

加設備｣に分割して,それぞれの施策を構成する個別の施設等(買物施設,冷暖房設備等)

を選択したか否かをダミー変数で表現したものを目的変数としている.本モデルのパス図

を図7.9に示す.ここで,四角内の変数は観測変数を表し,楕円内の変数は潜在変数を表

している.

各パスのパラメータ値では,潜在変数｢活動能力の衰え｣の観測変数をみると, ｢女性｣

｢年齢｣ともに正であり,女性で高齢になるほど活動能力が衰えることを表している.港

在変数｢移動環境｣では, ｢免許証｣ ｢世帯自動車｣が正で｢現在の公共交通利用｣が負で

あることから,自動車を利用できない層は移動環境が低いことが確認できる.これら｢活

動能力の衰え｣から｢移動環境｣ -のパスは負であり,活動能力が衰えることによって移

動の環境が低下することを示している.

次に,潜在変数｢活動能力の衰え｣と｢移動環境｣から｢生活利便性向上付加施設｣, ｢待

合所環境向上設備｣, ｢先進的な付加設備｣ -のパスについて考察する. ｢活動能力の衰え｣

から｢生活利便性向上付加施設｣のパスは,正でその値も大きなものとなった.つまり女

‖ MI:



図7.9　結節点に必要な施設に関する共分散構造分析のパス図

性で年齢が高くなるほど通院などでの外出時に買物等が同時にできるサービスを望んでい

ることが確認できる.逆に｢待合所環境向上設備｣ -のパスは負でその値は大きくなり,

男性で年齢が低くなるほど生活のためのアクティビティを行う必要が少なく,待合所その

ものの快適性の向上が重要視されるものと考えられる. ｢移動環境｣から｢生活利便性向上

付加施設｣ ｢待合所環境向上設備｣ -のパスも同様な傾向を示した.自動車を利用できる高

い移動環境を有する層は,公共交通を利用しない場合でも買物場所やキャッシュコーナー

といった設備を地域内に有することによって利便性が向上するため,これら施策-の選好

の度合いが高いものと思われる.また,高い移動環境を有する層は,現在公共交通の利用

頻度が少ないために待合所の快適性向上に対して,低い選好しか持たないことを示してい

る.これは逆に言うと,自動車が利用できない公共交通依存層にとっては,結節点の快適

性向上は非常に重要であることが確認できる.

以上の分析結果から,集計分析では｢生活利便性向上付加施設｣の選好は, ｢待合所環境

向上設備｣よりも低い割合であったものの,女性や高齢者にとっては買物場所等の生活の

利便性を向上させる施設の設置が非常に重要であることが確認できる.さらに,公共交通

利用が不可避な自動車を利用できない層にとって,結節点におけるバス待ち時間の快適性

を向上させる設備が非常に重要であることが確認できる.

6.5　まとめ

本章では,中山間地域の広域移動ニーズに対応した公共交通サービスに対して,利用す

る高齢者等の利便性や快適性を向上させるとともに,利用者の増加につながる付加的な各

種サービスについて検討を行った.
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域内運行のサービス向上に有効なDRTの分析からは,需要応答型のサービスは供給側か

らみたサービスの効率化につながるだけでなく,利用者の顧客満足度を向上させる効果が

あるとともに,地域の住民の生活の質改善に大きく寄与することが確認できた.今後は,

このようなサービスを地域の実情に合わせたサービス内容で導入を増やすことが必要であ

ると言える.また, DRTの特徴である待ち時間や所要時間の変動に関する反応感度の分析

からは,大きすぎる変動に対しては利用意向が減少する傾向があることが確認できた.こ

れに対しては,自宅での待ち時間を有効に活用するための到着時刻コールバックシステム

や極端に所要時間が増加しない運行区域の設定等の施策が有効となる.

広域運行路線のLOSと利用意向の関係からは,一般的な料金等のサービス要因に加えて,

乗り継ぎ,待ち時間,快適に過ごせる待合所の有無といった要因が大きく影響を及ぼすこ

とが確認できた.このことから,広域運行路線の計画に当たっては,なるべく拠点施設ま

での乗り継ぎを設けないこと,できるだけ域内交通と広域交通のダイヤをリンクした計画

とすること,快適な交通結節点を整備することが必要である.

また,広域運行路線と域内運行路線の交通結節点に対しては,待合所そのものの快適性

向上が不可欠であり,生活の利便性を向上させる各種施設を設置することも必要である.

特に生活利便性向上施策では,高齢者等の生活を向上させる施設を交通結節点と一体化す

ることによって,地域の生活全般の利便性向上に寄与するものとなる.
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第8章　結

8.1研究成果のまとめ

本格的な高齢社会を迎える中,従来は社会的なマイノリティとして取り扱われてきた高

齢者等の交通確保の問題が急激に着目されるようになってきた.これら移動制約者といっ

た範境で取り扱われてきたこれら諸問題は,平成12年に施行された交通バリアフリー法に

よって,都市部を中心として大きく解決に向けて動き出している.特に交通バリアフリー

法の整備重点地区では,鉄道駅等の交通結節点や拠点施設までの経路のバリアフリー化が

図られるとともに,ノンステップバス車両の導入など急速に交通環境が改善されつつある.

一方で,過疎化が進行する中山間地域では,人口集積が少ない上に山がちな地形条件か

ら路線バスをはじめとする公共交通サービスの運行サービス水準が低く設定されているこ

とが多い.このことは路線バスの需要減少の要因となり,運行事業者が経営改善のために

サービスレベル低下によってコスト削減を図ることが,さらなる需要減少を引き起こすと

いった悪循環に陥ってきた.このような中,平成14年に施行された道路運送法の改正によ

るバスの規制緩和によって,路線バス事業の参入撤退規制が廃止され,赤字不採算路線が

多い中山間地域からの民営バス事業者の撤退が不可避なものとなった.移動を公共交通に

依存する中山間地域の高齢者等の生活交通を確保するためには,自治体や住民が関与する

公共交通の運行が不可欠であり,近年その数は非常に多くなっている.また,平成17年に

向けて各地で市町村合併の動きが進捗しており,合併後の広域移動ニーズ-の対応や合併

自治体間の公共交通サービス提供の平等性-の対応など,地域の公共交通計画は非常に重

要な位置づけになっている.さらに,近年の情報技術の進展によって,様々な新しい施策

が容易に取り入れることが可能となっている.

このような状況は,中山間地域の自治体にとって高齢者等の生活を確保するために,大

きな負荷になる一方で,従来の民営事業者が行ってきた需要減少に対してサービス低下に

よるコスト削減といったマイナス思考の対応から,地域の生活全般から考えて地域や住民

自らが移動手段を構築していくプラス思考-の転換の大きな機会である.

しかしながら,このような地域の公共計画を担う自治体職員の多くは,交通計画の専門

家でない場合が多く,計画立案を代行する地域のコンサルタントの全てが公共交通計画に

精通しているわけではない.そのため,このような専門知識を持たない交通計画担当者や

計画者が,容易に計画立案を行うことができる計画のシステムや計画支援ツールの開発が

不可欠な状況にある.

本論文では,以上のような問題意識に立ち,通勤ではなく高齢者等が生活を営んでいく

ためのアクティビティに利用する中山間地域の公共交通サービスの計画手法を構築した.
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具体的には,採算性を評価するための需要予測モデルを構築するとともに,採算性以外の

評価指標を提案した.次に,これらの評価指標算出のアルゴリズムを容易に操作が可能と

するために, GISデータベースを活用した計画支援システムを構築した.また,今後高齢

化がより進行し,交通だけではなく生活全般の支援を行う必要が生じる集落に対する交過

計画手法を探るために,総合的な生活支援施策と交通サービス改善の関係を明らかにして

指標の一つとして加えた.さらに,生活交通確保の目的だけでなく,今後の中山間地域の

高齢者等の広域移動ニーズに対する利便性向上や需要増大のために必要な施策の分析も合

わせて行った.このような計画支援システムや分析結果を適用することに･よって,中山間

地域の公共交通計画立案がより効果的,効率的に実施されるものと確信する.

以下,本研究で得られた具体的な知見を示す.

まず,中山間地域の公共交通サービスの主たる利用者である高齢者の交通行動に着目し

て,交通サービス水準の低下による交通需要潜在化に関して分析を行った.中山間地域に

おけるアンケート調査の集計分析結果からは,現在公共交通サービスを利用していない層

の半数以上が,運行サービス向上によっては利用意向を持つ交通潜在化層であることが確

認できた.これら潜在化層は,現在は自分の運転や送迎によって自家用車による移動が可

能な層が多く,公共交通サービス水準の向上によって需要の顕在化が期待できるとともに,

今後の加齢に伴う自動車運転の困難さによって公共交通-の転換が予想されることが確認

できた.また,中山間地域の公共交通利用に対しては,料金やバス停距離等の要因のサー

ビス水準に利用を行わなくなる限界水準があり,そのためにサービス水準と公共交通利用

意向が線形関係にないことが確認できた.具体的には,中山間地域の公共交通サービスに

関する高齢者等の交通行動は,サービス要因間に不完全代替性を有しており,他の全ての

要因のサービス水準が高くても,一つの要因のサービス水準が限界水準の近くであると,

その公共交通サービスの魅力は減少し,交通需要が潜在化することが確認できた.

次に,公共交通計画代替案の採算性分析の基礎となる需要予測モデルの構築を行った.

モデルでは上述の要因間の不完全代替性の存在から,高齢者の交通行動の意志決定ルール

が非補償型であると仮定して,この関係を効用最大化の枠組みの中で表現可能な非補償型

効用関数を適用した.需要予測モデルは利用頻度を目的変量とし,高齢者対応型公共交通

サービスを利用するか否かといった離散的な選択,利用するならば,一定期間内に何回利
/ノ1

用するかといった連続的な選択を表現する離散連続モデルを適用した.この離散連続モデ

ルを適用することによって,高齢者等の交通行動を論理的に記述できる高齢者対応型公共

交通サービスの利用頻度予測モデルを構築することができた.また,モデルの推定結果か

らは,高齢者は公共交通機関の利用に際して,許容できるサービス水準には閥値が存在す

ることが明らかになった.このような閥値を考慮して,その前後で反応の重みが変わる非

補償型効用関数を適用することにより,高齢者の交通行動メカニズムを適切に記述するこ

とが確認できた.
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需要予測モデルを活用した採算性分析手法を構築する一方で,中山間地域の公共交通計

画の検討に対して,採算性とそれ以外に重要となる評価指標として｢qOL指標｣, ｢cs指

標｣, ｢Eq指標｣を提案した.これら評価指標を適用したケーススタディの結果から,こ

れら指標を適用した公共交通計画によって,より効率的で効果的であるとともに,地域の

住民の利便性を高めることが可能になることが確認できた.

また,今後の超高齢化が進行する過疎地域の集落における各種施策を分析するために,

高齢化率56.8%の集落で全住民を対象としたアンケート調査を実施した.調査結果を適用

して共分散構造分析とコンジョイント分析を実施した.結果として,過疎集落の高齢者の

QOL向上のためには,医療福祉サービスの充実が重要であることがわかった.また,コン

ジョイント分析結果からは,各種活動施設の整備水準が低い当地区からは,町中心部-安

く移動できることが重要であるとともに,地区内-の医療施設の立地が重要であることが

わかった.これらを総括することによって,過疎化や高齢化が急速に進行している中山間

地域の集落において高齢者等の生活を確保するバス等公共交通機関の計画に当たっては,

採算性等の交通サービスからだけでなく,本研究で定義したような医療,福祉,買物とい

った総合的な生活支援施策からQOLの向上といった指標を適用して評価を行う必要があ

ることが確認できた.

さらに,需要予測モデルと採算性以外の評価指標とGISデータベースを組み合わせた地

域の公共交通計画を支援するGISによるシミュレーションシステムを開発した.当該シス

テムを適用して,中山間地域における公共交通計画での適用事例を示すとともに,人口集

積と固定ルート型の路線バスとジャンボタクシーを利用したドアツードア型DRTのよう

な運行形態と採算性の関係を分析した.分析結果からは,人口集積が多く需要が多く見込

まれる地区では,小型車両によるドアツードアサービスでは国定ルート型の大型車両を逮

用した路線バスに比べて採算性が劣ることが確認できた.このように,過疎化が進む中山

間地域において需要に応じて運行が可能なDRTは,効率的であり利用者の利便性も高くな

るものの,対象地区の特性によっては非効率となることがある.つまり,中山間地域の公

共交通計画では,他地域での高い評価や成功事例を模倣して,そのままのサービス形態を

導入するのではなく,対象地域固有の条件下で最適な運行形態を検討する必要性がある.

最後に,中山間地域の広域移動ニーズに対応した公共交通サービスに対して,利用する

高齢者等の利便性や快適性を向上させるとともに,利用者の増加につながる付加的な各種

サービスについて検討を行った.域内運行のサービス向上に有効なDRTの分析からは,

DRTの特徴である待ち時間や所要時間の変動に対して,大きすぎる変動に対しては利用意

向が減少する傾向があることが確認できた.これに対しては,自宅での待ち時間を有効に

活用するための到着時刻コールバックシステムや極端に所要時間が増加しない運行区域の

設定等の施策が有効となる.広域運行路線のLOSと利用意向の関係からは,広域運行路線

の計画に当たっては,なるべく拠点施設までの乗り継ぎを設けないこと,できるだけ域内
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交通と広域交通のダイヤをリンクした計画とすること,快適な交通結節点を整備すること

が必要であると確認できた.交通結節点の分析からは,待合所そのものの快適性向上が不

可欠であり,生活の利便性を向上させる各種施設を設置することも必要であることが確認

できた･特に生活利便性向上施策では,高齢者等の生活を向上させる施設を交通結節点と

一体化することによって,地域の生活全般の利便性向上に寄与することが確認できた.

8.2　本研究の適用範囲と今後の課題

本研究は中山間地域を対象にした各種アンケート調査等に基づいて,各種分析やシステ

ムを構築している.これらシステム構築に当たっては,専門家以外の交通計画担当者が用

意に操作が可能となり,わかりやすい評価のアウトプットを提供するために,できるだけ

複雑な構造を持たない分析ツールを適用している.そのため,中山間地域の公共交通計画

の諸課題全てに対応できるものではない.具体的には, 3草から5章の分析結果を活用し

た6章での計画支援システムにおける採算性検討において,その対象は概ね自治体の中心

部-の移動といった生活交通確保の交通サービスとしている.このことから,当該システ

ムでは,乗り換えを必要とするような広域移動のための公共交通サービスの評価を行うこ

とは不可能である.また,構築した需要予測モデルにおいて考慮したDRTは,調査対象地

域で運行されているジャンボタクシーを利用したドア･トウ･ドア型のダミー変数のみで

あり,他のサービス内容を伴うDRT-の適用に当たっては,説明変数の考え方等を工夫す

る必要がある.さらに,本研究全般に渡って,公共交通の1日の運行便数は考慮している

が,個々の運行ダイヤの設定等には触れておらず,ピーク率によって対応しているだけで

ある.そのため,具体的なダイヤ設計を行う計画には適用することはできない.これらに

加えて,開発した公共交通計画支援システムは,地域に最適な交通システムを自動的に立

案するものではなく,各地域の現状で適用可能な複数の計画代替案を容易に出力するもの

である.そのため,計画の良否はシステムを活用する計画者が立案する計画代替案の内容

に依存するとともに,地域にとって最適な評価基準は各自治体が決定するものである.

このような適用範囲の限界や支援システムの構造等の限界に対して,以下のような研究

課題が残されている.
く__.∫

1)概ね一次生活圏内での移動手段確保を前提とした需要予測モデルに加えて,地域の拠

点施設-の広域移動を対象とした採算性算出を前提とした需要予測モデルを構築する

必要がある.このような一次生活圏内の域内運行路線を対象にした分析ツールと広域

運行路線を対象にした分析ツールを結合することによって,より幅の広い計画に対応

可能とすることができる.これら現存しない広域移動の需要予測モデル構築に当たっ
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ては, SPデータを有効活用して, RPデータとの融合モデルとして構築することも有効

であると考えられる.

2)今後,さらなる情報技術の進展によって,様々な形態の進化したDRTサービスの評価

を行うために, DRTの時間変動や予約等の煩わしさ等を反映させることのできる需要

予測モデルの構築が必要となる.このためには,コールバックシステムといった新し

く付加される各種サービスの影響を詳細に調査することが不可欠であり,これから導

入されるDRTサービスを対象にした調査を継続することが必要となる､また,導入の

際には,各種付加サービスの内容を変えた実験運行を行うことも有効であろう.

3)本研究で構築した地域の公共交通支援システムは,時間の概念が考慮されていない.

GISを活用することによって,新規公共交通の計画立案だけでなく運行開始後の維持管

理等にも有効活用が可能となる.そのため,システム全体に時間軸の概念を入れて,

ダイヤ変更や乗継計画等が容易に行えるシステム-の拡張が必要である.また,この

ような計画結果としての運行情報を計画者だけでなく住民に対する情報提供システム

との連動も視野に入れる必要がある.

4)最終的な公共交通計画の良否は計画支援システムを活用する自治体職員等の代替案抽

出能力に依存するために,これら計画者の能力向上が不可欠である.このためには,

公共交通計画のためのマニュアルや各種教育等を合わせて実施していくことが,より

良い中山間地域の高齢者の生活環境を向上させることとなる.システムの普及に合わ

せて,このような活動を行っていくことが不可欠である.

末筆ながら,本論文が効率的で効果的な中山間地域の公共交通計画の実施や中山間地

域の生活環境向上に資することができれば,この上ない喜びである.
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付　　録

1.中山間地域の交通実態アンケート調査票(頓原･赤来町)

2.超高齢化集落の交通実態と生活に関するアンケ-ト調査票

3.超高齢化集落の交通実態と生活に関するコンジョイント調査票

4.中山間地域の広域移動に関するアンケート調査票

｢′
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公共交通機関に関するアンケート調査

Aはじめに,世帯全体のことについておたずねします｡

問1　あなたの世帯について.お答えください｡

問2　あなたの世帯の万全員の一人ひとりについて.お答えください｡

この番号が世帯人員それぞれ

の万の番号となります｡

表A から 1 つを選んで番

号を記入 してください○

表 B からユ■⊇ を選んで番

号を記入 してください0

､※､､

粟 …
や 監 濠 愚 息 汁 十 ト

■､X

¥w *si 慧､監､､1蕪 LH ､ゝ､＼蕪SS3

＼

葦:$+
､X､漂ll

蔓1●男
2●女

【 歳】 【 】
1●自動垂等の

免許あり
2●なし

1●自動車あり
2●バイクあり
3●なし

【 】

$p
1●男

2●女

【 歳】 【 】
1●自動車等の

免許あり

2●なし

1●自動車あり

2●バイクあり

3◆なし

【 】+

3
1●男

2◆女

【 歳】 【 】
1●自動車等の

免許あり

2●なし

1●自動車あり

2●バイクあり

3●なし

【 】

44
1●男

2●女

【 歳】 【 】
1●自動車等の

免許あり

2●なし

1●自動車あり

2●バイクあり

3●なし

【 】

i

D

1●男

2●女

【 歳】 【 】
1●自動車等の

免許あり

2●なし

1●自動車あり

2●バイクあり

3●なし

【 】

6
1●男

2●女

【 歳】 【 】
1●自動車等の

免許あり

2●なし

1●自動車あり

2●バイクあり

3◆なし

【 】

�"J
1●男

2●女

【 歳】 【 】
1●自動車等の

免許あり

2●なし

1●自動車あり

2●バイクあり

3●なし

【 】

3

8
1●男

2●女

【 歳】 【 】
1●自動車等の

免許あり

2●なし

1●自動車あり

2●バイクあり

3●なし

【 】

十

Xvl -

m B

菓 1 ● 自転車 2 ●バス 3 ■タクシー 4 ●バイク 5 ● 自家用車で送迎

童 6 ● 自分で運転する車 7 ●その他 ( )

r L



B世帯内でどなたか1名がお答えください｡お答えになる方は.できるだけ高齢の方や免許を

持っていないなど,なるべく普段バスが必要な方を優先してください｡

問3　お答えになる方の｢番号｣ (問2の表の一番左の列の数字)をご記入ください｡

番号　【　　】

問4　自宅から最寄のバス停までの距離又は時間はどれくらいですか0

約　　　　　m　又は　徒歩で 分

問5　外出のときの交通手段についてお答えください.外出したいときに,利用できる交通機関がなくて因る

ことがありますか｡

1● 困 る こ と が あ る 2 ●■困 る こ と は な い

問6　問5で｢1周ることがある｣と答えた方のみがお答えくださいoバスなどの公共交通機関のサービスを,

どのように改善すれば利用できるようになりますか｡

1 ●バ ス 停 を 自宅 の近 くに す る 2 ●料 金 を安 くす る 3 ●運 行 本 数 を増 や す

4 ●運 行 の ダイ ヤ を改 善 す る 5 ●バ ス の 目的地 を増 や す

6 ■車 椅 子 な どで も乗 車 で き る よ うに車 両 をバ リア フ リー化 す る

7 ● その 他 ( )

問7　あなたが外出のときに使う交通機関はなんですか､あてはまるものすべてに○をつけて<ださい｡また.

一番よく利用するものに◎をつけてください｡

1 ■ 自転 車 2 ●バ ス 3 ● タ クシ ー 4 ■ バ イ ク 5 ● 自家 用 車 で送 迎

6 ● 自分 で 運転 す る車 7 ● そ の他 ( )

問8　問7でバスを利用すると答えた方のみがお答えください｡ ｢パス｣を利用した外出について. 1ヶ月の

回数を往復を1回としてお答えください.下の表の全ての欄にご記入ください｡
‡ や

X芯､
群毒 ∴

騨 蝕, ､L1､､汰
繁喜､荘
寮

∵

栄

I:::

S…̂
､､X､ゝ

､､､､､H 1封､ヾN､LS､､､

'#

蘇 諜 1 ヶ 月 に 約 回 ■

琵

＼､､＼､

+∴

.*>;-
野

$

+++:
i::+

､父X
∵キ+

&t
､lぶ

:T TP

十､

÷措㌧十
7

:+:T:
､蓋､轄藁

淑

;十

斗対 ､室n1
､et､

賀II

§労､､$1
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LH､l;林L ぎN輔､望
蘇

>
べ 1 ヶ 月 に 約 回

+葵S､､否溝 +

-$
†二;乍

､､R､､
詑､､､
丁､㌣ 訟+ i+:

書林 K >* 江 X 1 ヶ月に約 回

点rjh､､､
0 0rV

∵

∴
01-t

N.h､M
I ^I I
野サ.!転

# 1 ヶ月に約 回

､井村ミ､葺薫gkn
i+十十∴ちi+( $S汚

早ft (D 千
1t
∴

整
�"*4�":>a

$ ♯ 1 ヶ月に約 回

1 ヶ月に約 回
済蝕 ､､■､X■､､

問9　問7でバスに○をつけなかった方にお聞きします｡今後バスの運行サービスが良くなれば.利用すると

思います力＼｡

1.利用する　　　　　　　　　　　2‥　利用しない
r/A



問10問7で｢バス｣に○をした方､問9で｢利用する｣と答えた方にお聞きします｡下の表にあるA､ B､

Cについて,それぞれ当てはまるものに○をつけてください｡

A*<,サ,i､JL≦対､､､L､､､l､l}X､ ､X､ⅩこLT､､lL$;∴十.V 十∴ ∴← 十十:C 十∴∴

詑
‡

琵
; C

1 ● 自宅 まで 送迎

2 . 20 0m 以 内

3 . 40 0m 以 内

4 . 60 0m 以 内

5 . 80 0m 以 内

i. I k 血以 内

7 . 1.5 k m 以 内

8 . 2 .0 k m 以 内

9 ● その 他 ( )

1. 100円以下

2. 200円以下

3. 300円以下

4. 400円以下

5. 500円以下

6. 600円以下

7. 700円以下

8.その他(

1. 1日に10往復以上

2. 1日に8往復以上

3. 1日に6往復以上

4. 1日に4往復以上

5. 1日に2往復以上

6.その他(

問11現在お住まいの集落での生活について.あなたのお考えに最もあてはまるもの一つに○印をつけてくだ

さい｡ ①-⑧すべてにお答えください｡
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I "*I It
‡喜書$ i¥wfォl|wサ̂lAォ潤pml≡

D
…章

$泣‡
茸ぎ∴式…､宍荘､､§､S､､蓬菜荘､､

※ 毒≡∵∴+十董≡､､､､X≡Sw*1ォ̂Itli…茸+n:Li3茸
悲ミ､繁+++1t､､+?::{+
‡ ≡$

藻S､､l､毒X葉菜ミ…LS斐妻ミ1++;
整

+
L+■､､L%L藁､､ ､､､R､1 汰

辞､β

++十 十∴ ∵七決サ!;++∴三⊥儲 *+:M ､iS､妻§､､L$､R1FqY博 涛 茸淑､X ､枯､t､完訳LW ､RY1､講 ､､祥XLR､､､LdX ､､N ++十こ心汁∴十+
1 2 3 4 5

訣､､1Lt､S h 樹 (J""0ポJM++∵十W iH
s mi+ナ':" '㌣LR､､ i

監
+++i

十ヾ;

施薮ヤ加十

羊≡譲斌､漂楳宴

漠､､#､､

肝I誕

苅､､

＼荘§濡､

料 料 杜
1 2 3 4 5

芯冶X､､､､､恕tS1宝媒､≦§屯$､､､諾S､&n1崇喜細､m w ､式淋､ ミX群N慧& s室5､転蹴≠ 去十べ十㌻十丸キ∴ゃむ十汰ト 如㌧★∴a+i $i+++++丈千 1 2 3 4 5∴+∴+
栄SミI メ

東a
票漂苫崇X､≡嬬粟

が■
+㍗

註塗崇､､､#
X､

※
1 2 3 4 5

杏 + ､榔淋鵠､AM辞輔‡X快榊ォ ､式拙 ､室■沖RX某S試l X､+++++ ※ ‡料 茸淋 辛
{++++
::+:

祥
1 2 3 4 5父､､+;さ チ,1'Vォ

u レ ､∨コi s ､‡:+
粥脚職 壮岱噸､ ､､訟LR 頓

駄■ごL花E
芯､X薫Si! 船津t…､斡､武I:かゎ∴+ X､試■設闘 甑 te1､LX､

1 2 3 4 5
無糖や:;十十十++乍十+斗ヾ十 漆漂､設､､､漂黙杖 ギ､t$$ミK ､X､淑 Rl､望､

､､訟､､詑､､
､､;､､妻漂よ

≠
1 ■ 2 3 4 5

.'8 .
､肘$SS賀宴髄 ∵+

溢l
辞L:

,¥¥>}*$:$$$

志栄

※ ‡…
1 2 3 4 5…漂 & 撚 ､‡

問12現在､あなたがよく利用している買物先はどこですか｡あてはまるものすべてに○をつけて<ださい｡

1◆シ ョッピングセ ンターエルシイー 2●組合マーケ ッ ト赤名 3●さんのあス トアーあか ぎ

4●組合マーケッ ト来島 5●組合マーケ ッ ト谷 6○シ ⇒ツビングセ ンター コア

7●三次市 の㌢ヨツビングセ ンター 8●三刀屋町のショッピングセンター

9●木次町のショッピングセンター 10●松江市 のシ ョッピングセ ンター

11●出雲市のショッピングセンター 12●その他 (名称 ､住所 )



問13買物目的で.新し<ご自宅からバスを運行して欲しい場所があります力㌔バス路線を増やして欲しい買

物先一つに○をつけてくださいo

1●シ ョッピングセ ンターエルシイー 2●組合マーケ ッ ト赤名 3●さんのあス トアーあかぎ

4●組合マーケッ ト来島 5●組合マーケ ッ ト谷 6●シ ョッピングセ ンター コア

7●三次市の ショッピングセ ンター 8●三刀屋町のショッピングセンター

9●木次町のショッピングセ ンタ∵ 10. 松江市のシ ョッピングセ ンター

11●出雲市のショッピングセンター 12●その他 (名称 ､住所 )

問14現在.あなたが通院やリハビリなどで利用している主な医療機関はどこですか｡あてはまるものすべて

に○をつけて<ださい｡

1●雲南総合病院 2●平成記念病院 3●掛合診療所 4●頓原病院

5●赤来町診療所 6●三次市 内の病院 7●松江市 内の病院

8●出雲市 内の病院 9●その他 (名称 ‥ ､ 住所 : )

問15通院やリハビリなどの目的で.新しくご自宅からバスを運行して欲しい場所がありますか｡バス路線香

増やして欲しい医療機関一つに○をつけてください｡

1●雲南総合病院 2●平成記念病院 3●掛合診療所 4●頓原病院

5●赤来町診療所 ■6●三次市内の病院 7●松江市 内の病院

8●出雲市 内の病院 9●その他 (名称 : ､ 住所 : )

問16現在運行している｢バス｣の運行について､あなたのお考えに最もあてはまるもの一つに○印をつけて

<ださい｡ (丑-⑪すべてにお答えください.
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鵜鷺地区の生活に関するアンケート調査

ご記入上の注意事項

■お答えはすべて太線 の枠内のみ記入してくださし､0

■回答方法は｢番号 ､項 目に○印をつけるもの｣ ､ ｢具体的に記入するもの ｣があります0

問1あなた自身のことについて,下表の全ての項目に対して,あてはまるものに○印をつけてください｡

1【10 歳代 2.20 歳代 3.30 歳代 4.40 歳代 5.50 歳 代

▲6.60 歳代 7.70 歳代 以上 身 00 % 1 B 冴直の脚 線 答克く二だきい0

m 1■■鷺浦 2●鵜峠

1■男 2■女

1■ひとり暮らし 2■夫婦 3●夫婦と子供 4■親と夫婦

5■親 と夫婦と子供 6■その他 ( )

1■会社 員等の勤め人 2■■自営業 (農業 ■漁業等 ) 3t 学生

4●専 業主婦 5■無職

1【鵜鷺地区 2■大社町 内 3■町外 ( 市 ■町)

慧旺 1l 自動車免許あり 2. バイク免許あり 声●なし

+ 1■自由に使える自家用車あり 2●自由に使えるバイクあり 3■なし

1■あり 2■なし

問2 (1)あなたや家族が急病など､いざというときに訪問してくれる人,または訪問してくれるようにお願い

しているひとがいますか｡

1.地区内にいる　　2.大社町内にいる　　3.町外にいる(　　　　市･町)　4.いない

(2)そのような人(血縁者など)はどれくらい訪問してくれますか｡

1●毎 日のように訪問 (電話なども含 む)してくれ る

2▲週に 1～2 回訪問 (電話なども含む)してくれる

3■ 月に 1～2 回訪 問(電話なども含む)してくれる

4■年に数 回しか会うことがない

問3　現在診療所は町と鷺浦･鵜峠両地区の運営負担金で開院しています｡開院は毎週木曜日と土曜日の

2回が診療日､月曜日を投薬日とし,診療時間を午前9晴から1 1時30分としています｡この診療所や医

療のことについてお答えください｡

(1 )診療所の利用はどれくらいですか｡

1■利用する (利用回数 : 月に 回または年に 回)

2●あまり利用しない 3■まつたく利用しない

(2)診療所を利用する方のみにお尋ねします｡主にどういった利用方法ですか｡あてはまるもの全てに○を

してください｡

1■主 に診 察 2■主 に投 薬 3●病 気 や 悩 み の 相 談 4●話 相 手

5■ 自宅 に薬 を持 つてきてもらう 6, そ の他 ( )

(3)現在の･ffv療所の利用しやすさについてお尋ねしますo

1.利用しやすい　　　　　2.利用しにくい　　　　　3.どちらともいえない

-2-



(4)利用しやすいと答えた方にお尋ねします｡利用しやすい理由をお書きください｡

(5)利用しにくいと答えた方にお尋ねします｡どういうところが利用しにくいですか｡

1■診療回数が少ない(開院 日が毎 日ではない) 2■診療時間が短い

3■夜間の診療 がない 4■地元の医師でない 5一診療所が遠 い

6●その他 ( )

(6)診療所の運営負担金についてお尋ねします｡

ー■■負担金をなくして欲しい

2■できるだけ負担金を少なくして欲 しい

3■今のままで良い

4■利便性が向上するなら負担金が少し高くなつても良い■

(7)診療所の必要性についてお尋ねします｡

1- 診療所はなくてはならない (その理由

2■診療所をなくすなら他の医療■福祉対策を進めてほしい

)

(具体的な代替案 )

3●診療所はなくても良い (その理由 )

4■その他( )

(8)往診についてお尋ねします｡現在､開業医などの往診が必要なとき.来てもらえる先生がいますか｡

1■いる 2■いない 3■■わ か らない 4■その 他 ( )

(9)いざというとき(緊急時)の救急医療はどう対応されますか｡あてはまるもの全てに○をしてください｡

1■救急車をお願 いする 2■ 自家用車で対応する

3■親族等の車等で対応する 4■わからない 5■その他 ( )

問4 (1)普段の外出についてお答えください｡ (この1年で一番多かった月のことについてお答えください｡)

■1■町内の開業医 2■町外の開業医

3l総合病院(中央病院暮医大など)

$1:I++H+++i+$++I:I:$+HJ+LI:I+i+W++I+++++++I:+++++I:+++++I:+++I:++I++++++++I:+I:+++I:HJW 1ヶ月に 回

+

+ ー1■鵜鷺地区 2■大社町内 3●町外( 市■町)

守
i++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++I . 1ヶ月に 回

2 . * a m r rt …= ■ …=

潔
1 ヶ月 に 回

サ 潔
1 ■ 鵜 鷺 地 区 2 ■ 大 社 町 内 3 ● 町 外 ( 市 ■町 )

∵ ∵ + こ+ t lケ月に 回
沫 00 1.鵜鷺地区 2- 大社町内 3■町外( 市暮町)

∵ Islsft I 1I ケ月に 回
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(2)普段の地区外への外出で利用する主な交通手段1つに○印をつけてください｡

1●路線バス 2●タクシ■ 3∴バイク 4■自分で運転する車

5●自家用車で送迎 6■その他 ( )

間5　路線バスについてお答えください｡

(1 )1ヶ月の利用回数はどれくらいですか｡片道を1回としてお答えください｡

回

(2)鵜鷺線.猪目線ともに近年利用者が激減し,その運営には多額の糞用を要す状況になっています｡町と

しては,生活の足として,また帰省者や観光客といった外部との交流の足としての役割をになう公共交

通機関を何とか確保していく考えですが,これは皆さんの利用への協力が前提となります｡今後のバス

運営について,あなたのお考えに近いものに○印をつけてください｡

1 ■バス利用の促進のために地区をあげて協力していきたい

2 】バスは存続して欲 しいが､何の協 力や負担もしたくない ■

3 ■バスは利用しないので存続していく必要はない

(3)バス路線を残す場合,あなたにとって必要な便はどの時間帯ですか?

必要な時間帯すべてに○印をつけてください｡

【鵜鷺発】

1 ● 6 時 ～ 7 時 2 ● 7 時 ～ 8 時 3 ■ 8 時 ～ 9 時 4 ■ 9 時 ～ 1 0 時

5 . 1 0 時 ～ 1 1 時 6 ■ 1 1 時 ～ 1 2 時 7 . 1 2 時 ～ 1 3 時 8 . 1 3 時 ～ 1 4 時

9 . 1 4 時 ～ 1 5 時 1 0 ■ 1 5 時 ～ 1 6 時 1 1 ■ 1 6 時 ～ 1 7 時 1 2 ● 1 7 時 ～ 1 8 時

1 3 . 1 時 ～ 1 9 時 1 4 ■ 1 9 時 ～ 2 0 時 1 5 ● 2 0 時 ～ 2 1 時

【大社発】

1 ■ 6 時 ～ 7 時 2 ● 7 時 ～ 8 時 3 ■ 8 時 ～ 9 時 4 ■ 9 時 ～ 1 0 時

5 . 1 0 時 ～ 1 1 時 6 ■ 1 1 時 ～ 1 2 時 7 ■ 1 2 時 ～ 1 3 時 8 ■ 1 3 時 ～ 1 4 時

9 . 1 4 時 ～ 1 5 時 1 0 ■ 1 5 時 ～ 1 6 時 1 1 ■ 1 6 時 ～ 1 7 時 1 2 ■ 1 7 時 ～ 1 8 時

l 3 ー 1 8 時 ～ l 9 時 14 ■ 1 9 ■時 ～ 2 0 時 1 5 ■ 2 0 時 ～ 2 1 時

間6　鵜鷺地区で生活していく上で現在困っており.改善や整備すべき施設やサービスについて.下表の中

から5つを選んで○印をつけてください｡

1.役所の出張窓口　　　2.生鮮食品の買物　　3.日用品の買物　　　4.衣料品の買物

5.子供の遊び場所　　6.バス路線　　　　　　7.趣味･文化教室　　8.スポーツ施設

9.鋲楽施設　　　　10.医療施設　　　　11.生活･介護相談　12.理容.美容サービス

13.入浴サービス　　14.訪問介護(ホームヘルパ　　　　　　15.通所介護(デイサービス)

16,健康相談･訪問指導　　　17.訪問･適所リハビリ　　　　　18.保育所

19.幼稚園　　　　　　20.小学校　　　　　　　21.公民館　　　22.携帯電話などの通信

23.その他　　　　　　　) (　　　　　　) (　　　　　　) (
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問7　鵜鷺小学校は現在2人の児童だけが通学しており,当面児童数の大きな増加は見込めない状況とな

っています｡このような中,鵜鷺小学校は小規模校の長所も短所も併せ持っている状況です｡今後の

鵜鷺小学校について,あなたの考えをお書きください｡

問8　現在の鵜鷺地区での生活について,あなたのお考えに最もあてはまるもの一つに○印をつけてくださ

い｡ ①-⑧すべてにお答えください｡

十 い6 - ハて+
1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

き福肘 コ いて 1 2 3 4 5

ft * fc ｣ ^ # -fr - 1f x fl>S lt * -r * l::o iv c 1 2 3 4 5

較 淋 ※S州 榊 ≠ ≠ ≠ ≠ 1 2 3 4 5

つ いて+ 1 2 3 4 5

+ いて+ 1 2 3 4 5

′軒 いて+ 1 2 3 4 5

問9　公民館･診療所などの施設や各種健康･福祉サービスについて,あなたのお考えに近いものに○印を

つけてください｡

1■ 現 在 のままで不 便 を感 じていない

2■ 両地 区 の移 動 手 段 確 保 や 出 張 サ ー ビスをす れ ば ､ 1 箇 所

で よい

3■ 両地 区 に必 要 である

ー■ 現 在 のままで不 便 を感 じていない

2■ 両地 区 の移 動 手 段 を確 保 す れ ば､ 1 箇 所 で よい

3■ 両 地 区 に必 要 である

1● 現在 のままで不 便 を感 じていな い (両 地 区 に必 要 )

2■ 両 地 区 の移 動 手 段 を確 保す れ ば⊥1 箇所 でよい
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鵜鷺地区の良いところや悪いところについて,普段お考えになっていることがありましたらお書きください｡

鵜鷺地区の路線バス･医療･福祉･教育など生活全般に関することについてのご意見ご要望や生活上の

不安などがありましたらご自由にお書きください｡

ご協力ありがとうございました｡

このアンケート用紙は,返信用の封筒l′こ入れてのりづけをした上で.各町

内会の責任者の方にお渡しください(10月20日までにお願いします｡ )

大社町役場　企画課･健康福祉課･教育文化課
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鵜鷺地区の生活に関するアンケート調査

間1あなた自身のことについておたずねします｡

住 所 1 ●鷺浦 2 ■鵜峠 (自治会名 区)

性 別 1●男 2 ●女

年 齢 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代以上

■主な仕事
1 ●会社員等の勤め人 2 ■自営業 (農業 ●商工業等) 3 ■学生

4 ●専業主婦 5 ■無職

通勤●通学先
※ 勤め人及び学生の方のみお答えください0

所在地: 1 ■鵜鷺地区内 2 ■大社町内 3 ■町外 ( 市 ●町)

免 許 証 1 ◆自動車免許あり 2 ■自動二輪 ●原付免許のみあ り 3 ●なし

自動車な ど 1 ●自由に使える自家用車あり 2 ●自由に使えるバイクあり 3 ●なし

世帯内の畢 1 . 世帯内に送迎のセきる自家用車あ り 2 ■なし

間2　普段の地区外-の外出で利用する主な交通手段1つに○印をつけてください｡

1■路線バス 2●タクシー 3●バイク 4● 自分で運転する車

5● 自家用車で送迎 6●その他 ( )

間3　あなたがお住まいの集落における､自動車を利用できない高齢者の方などの生活(買物や通院)の移動

について､あなたのお考えに最も近いもの1つに○をつけてください｡

1 ● 移 動 は 不 便 な の で ､ 生 活 に 支 障 を きた して い る

2 ● 移 動 は 不 便 で あ るが ､ 生 活 に 大 きな 支 障 は な い ､

3 ● 移 動 は 不 便 で は な く､ 普 通 に 生 活 が で き る

間4　現在､鷺浦と鵜峠に対して別々に運行している路線バスが､平成14年度からは一つの路線として両地区

と出雲大社方面を連絡します｡また鵜鷺地区では､今後診療所やいろいろな活動を行うことができる集会所

のような施設をどうするかを考えていく必要があります｡今､お配りした9枚のカードに､診療所をどこに作る

か(鵜峠･鷺浦両地区に設置､鷺浦地区にだけ設置､両地区ともに作らない)と新しい買物サービスの有無

(自宅でカタログなどを見て,電話で日用品や食品の買物がその日のうちにできる)及びバスの料金と1日の

運行本数についての仮の状況が書いてあります｡この内容をよく見て､下の作業を行ってください｡

①まず､お配りした9枚のカードに書いてある内容をみて､受け入れてもよいグループと受け入れられない

グループの二つに分けてください｡

②次に､そのグループの中で､あなたが好ましいと思う順番にカードを並べてください｡受け入れられるグ

ループ､受け入れられないグループ両方について行ってください｡

調査票種 類 A B C

l. 受け入 れてもよい → 一→ 一■■与 → → → → →

2. 受け入 れられない → → 一→ → → → → →

アンケートは以上です｡ご協力ありがとうございました｡

広島大学交通工学研究室



カード2

診　療　所:両地区に設置

自宅で買物:できない

バスの料金:距離に関係なく

300円

バスの便数: 1日　4便

カード8　　　　　A

診　療　所･両地区とも設置しない

自宅で買物:できない

バスの料金:距離に関係なく

500円

バスの便数: 1日　4便



公共交通のサービスに関するアンケート調査

調査のお願い

現在､広島大学交通工学研究室及では､高齢者などの日常的な移動を確保して､地域に

おける生活を支える交通手段となるだんだんタクシーや路線バスのサービスに関する調査

を実施しています｡この調査は､地域の公共交通をより良い内容とするための基礎資料と

することを目的としています｡

この調査票に記入された内容は､統計データとしてのみ使用されるもので､この目的以外

に使用されることはありません｡

ご多忙中のところ誠に恐れ入りますが､本調査の趣旨をご理解いただきまして､御協力く

ださいますようお願い申しあげます｡

調査主体:広島大学交通工学研究室

問1あなた自身のことについておたずねします｡
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問2　あなたが外出のときに使う交通機関はなんですか､あてはまるものすべてに○をつけてください｡また.

一番利用するものに◎をつけてください｡

1 ■ 自転 車 2 ■バ ス 3 ● タ クシー 4 ● だん だ ん タ クシ ー 5 ●バ イ ク

6 ■ 自分 で 運転 す る車 7 ● 自家 用 車 で送迎 8 ■ そ の他 ( )

問3　問2でバスやだんだんタクシーを利用すると答えた万のみがお答えください｡ ｢だんだんタクシー｣や

｢パス｣を利用した外出について. 1ヶ月の回数を往復を1回としてお答えください｡
｢､

衣～

I

1 ヶ 月 に 約 回
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問4　自宅から最寄のバス停までの距離や時間はどれくらいですか｡(だんだんタクシーをご利用の方は,QR

とお書きください｡)

約　　　　　m　又は　徒歩で 分

問5　現在あなたは｢パス｣や｢だんだんタクシー｣を利用していますか｡

1.利用している　　　　　　　　　　　　2. .利用していない

問6　問5で｢利用していない｣と答えた方にお聞きします｡今後バスやだんだんタクシーの運行サービス

が良くなれば,利用すると思いますか｡

1.利用する　　　　　　　　　　　2‥　利用しない

物Iataiim随*0*｣;m喝14KOl琶転売∃園観SM&////J∈空室■⊆蔓要言駆≡萱直i喝m*

問7　現在掛合町のショッピングセンターコアには.別紙の写真のような快適にバスを待つための待合所が

できています｡このような待合所をより便利で快適な場所とするために.あなたが必要だと思う設備

やサービスについて､以下の表から3つを選んで○をつけて<ださい｡

1.インターネットや各種情報が検索できる情報端末

3.処方毒薬局　　　　　　　　　　　4.買物場所

6.冷房や暖房施設　　　　　　　　　7.テレビ

2.キャッシュコーナー

5.自動販売機

8.病院の予約システム

9.喫茶店　　　　10.バスチケットなどの販売所　　　11.バスの到着時刻情報(バスロケ)

12.たたみの休憩場所　　　　13.ゲームなど遊戯施設　　　14.簡易な図書館

15.その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

C



問8　吉EB村･掛合町から大乗町の雲南総合病院を結ぶ路線バスが,仮に以下のように運行された場合,あな

たはこの路線パスを使って外出しますか｡また.利用するとしたら1ヶ月に何回くらい利用しますか｡

さらに､広域路線のバス停まで.域内のだんだんタクシーや村営バスを利用しますか｡

※　ケース1からケース4までのそれぞれについてお答えください｡各ケースでは下線の部分に違いがあ

ります｡ケース1と2では.問7に示したような快適な待合所があるものとし､ケース3と4では

屋外のバス停しかないものとします｡
.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　,

&M&/ 0鰍惨る虜倉
I

運行本数　　　　　料金(片道)

1日6往復　　　　　　　49旦巴

待ち時間　　　　三刀屋での乗継

呈坦仝　　　　　なと

このような

広域路線バス

を利用して

1.外出する

(1ヶ月　　国)

2.外出しない

広域路線バス

まで､域内公

共交通を

1.利用する

2.利用しない

運行本数　　　　　料金(片道)

1日6往復　　　　　　　卓9旦巴
待ち時間　　　　三刀屋での乗継

呈旦金　　　　　堂』

このような

広域路線バス

を利用して

1.外出する

(1ヶ月__国)

2.外出しない

広域路線バス

まで.域内公

共交通を

1.利用する

2.利用しない

:　屋外<z?/ i:ズ虜のみの虜倉
l

運行本数　　　　　料金(片道)

1日6往復　　　　　　　旦!坦巴

待ち時間　　　　三刀屋での乗継

ユ旦盆　　　　　なと

このような

広域路線バス

を利用して

1.外出する

(1ヶ月　国)

2.外出しない

広土或路線バス

まで､域内公

共交通を

1.利用する

2.利用しない

運行本数　　　　　料金(片道)

1日6往復　　　　　　　墨9旦巴
待ち時間　　　　三刀屋での乗継

迎盆　　　し　盆』

宅

このような

広域路線パス

を利用して

1.外出する

(1ヶ月___｣亘)

2.外出しない

広域路線パス

まで.域内公

共交通を

1.利用する

2.利用しない

lIl】】I】II】Il
■
■ __________.___._________J
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問9　現在,掛合町では30分前までに電話で予約をすると自宅まで迎えに来て､目的地まで移動できるだ

んだんタクシーのサービスが運行しています｡このようなサービスでは､バス停まで歩く必要がない反

面.予約の状況によっては､目的地までの所要時間が短かったり長かったりすることがあり,自宅での

待ら時間が予想していた時間よりも遅れることもあります｡また,通常の路線バスでは.所要時間は乗

客の数に関わらず大きく変わりませんが､路線によってはバス停までの距離が遠くなる場合があります｡

今.お配りした9枚のカードには､ ｢通常の路線バス｣と｢だんだんタクシー｣に関して.余分にかか

る所要時間､到着時刻の遅れ.バス停までの距離,料金､ 1日の運行便数についての仮の状況が書いて

あります｡この内容をよく見て.下の作業を行ってください｡

①　まず,お配りした9枚のカードに書いてある内容をみて,利用してもよいグループと利用したく

ないグループの二つに分けてください｡

A B C D E F
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+
よ

さ
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+

∴
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*s無､宍 #

ご協力ありがとうございました
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カード4 (だんだんタクシー)　　A

自宅待ち時間:予想した時間から,最大
20分遅れることがある

所要時間　　いつも直行するときの時間し
か掛からない

バスの料金:距離に関係なく　200円

バスの便数: 1日　6便

カード6 (路線バス)　　　　　　C

バス待ち時間:予想した時間から,最大
5分遅れることがある

所要時間　　直行するときの時間に最大
5分余分にかかることがある

バス停までの距離:自宅の前

バスの料金:距離に関係なく　200円

バスの便数: 1日　6便
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